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世界人口は，現在，73 億人を超え，毎年 1億人近い人口

が増え続けている。このままのラップで推移すると 2050 年

には，世界人口は 100 億人近くに到達すると予測されてい

る。この巨大化する人口を支えるためには，安全な食糧と水

を確保することが今後の必須課題となるが，一方で人類の生

活圏拡大に伴い自然環境の破壊が進み，生物多様性の喪失が

危惧されている。地球の歴史を振り返ってみると，およそ

46 億年前に太陽系の惑星のひとつとして誕生し，やがて海

が形成されると，その海で35億年前に原始生命体（原核生物）

が生まれ，それが真核生物へと移行するとともに動物と植物

に分化し，それぞれが進化を続け多彩な生物種が誕生した。

また，4億年前に地球を覆う大気圏にオゾン層が形成される

と，それが紫外線など有害な宇宙線侵入の防御壁となり，生

物の陸上進出を可能にした。生物の陸上進出に伴い，益々生

物多様性の進展が進み，地球上に多種・多様の生物種が生息

することになる。しかしながら，古生代・中生代における地

球環境は不安定で，巨大隕石の落下や巨大火山噴火などによ

り様々な気候変動が生じたため，何度か生命体の絶滅危機が

訪れ，2億年前に隆盛を極めた恐竜も巨大隕石の落下により，

地球環境が激変し，6500 万年前に絶滅に至ったと考えられ

ている。このように地球上の生命体は，何度となく絶滅の危

機を迎えながらも，何とか生き延びる種が存続し，進化を続

けてきた。特に人類は 500 万年前に出現し，生物史の中で

は後発の動物種ではあるが，独自の生活圏を形成し，18 世

紀の産業革命以降に急速に増加し，第二次世界大戦以降はア

フリカ・アジアを中心に爆発的増加をもたらした。人類誕生

以前の自然界は，下位の動物種が底辺を支え，高位の動物種

ほど数が少ないという食物連鎖のピラミッドが形成され，生

物多様性を維持すべくバランスが取れていたが，人類の出現

により，そのバランスが崩れ，多くの動物種が絶滅の危機に

瀕している。人類は誕生以来，衣食住において大きく自然界

に依存し，医療においても生物多様性の恩恵を受けてきたが，

今やその恩恵を否定するかの如くに急速な増殖を続けてい

る。このままでは，がん細胞と同様に本体（地球）が崩壊す

るまで増殖を続ける勢いである。地球上の資源には限りがあ

り，いずれ枯渇することから，今後は如何に人口増加を抑制

するかが重要課題となる。食糧については農業生産の効率化

によって確保できる可能性は残っているが，地球環境の保全

に関しては地球温暖化が益々進み，自然災害の増強化が懸念

されている。温暖化の原因とされている CO2 など温室効果

ガスの排出規制に関しては，先進国と後進国との足並みがそ

ろわず，具体的進展に至っていないが，2015 年末にパリで

開かれた国連気候変動枠組条約第21回締約国会議（COP21）

では，世界の平均気温上昇を 2℃未満に抑えるべく温室効果

ガス排出を削減する方向で国際的合意が得られた。世界の平

均気温が 5℃以上上昇した場合には，人類では制御できない

自然災害が起きる可能性が高いことから，この目標達成は人

類が生き残るための必須条件で，特に世界最大の排出国であ

る中国の積極的対応が望まれる。生物多様性は，地球上に生

息する生態系の営みを支える母体であり，それがもたらす自

然の恵みは人類にとっても極めて重要な役割を担っている。

人類は有史以来，民族間で侵略と略奪を繰り返し，いまだに

戦争や紛争が絶えないが，今こそ地球全体の視野に立って人

類の生きる目的・意義は何かを再考するとともに，各国が協

力して世界平和を目指し，人類にとって重要な自然との調和

を図り，生物多様性を保持できるように各国が努力すること

が 21世紀最大の課題である。
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はじめに

農地に散布された農薬の大半は土壌
中に入ることとなるが，その後の環
境動態には土壌の特性が大きく影響
する。農薬の土壌への吸着性に影響
を及ぼす土壌特性として，土壌中の
有機物含量（Dermiyati et al. 1997），
粘土含量や粘土鉱物組成（Hata and 
Akashi 1980）， 陽 イ オ ン 交 換 容 量

（CEC）などが挙げられており，これ
らの土壌特性は農薬の土壌中での物
理化学的な挙動に直接的な影響を与
える。また，農薬の土壌中での生物
的な分解性に影響を与える要因とし
て，土壌温度（Choi et al. 1981）お
よび酸化還元状態の違い（鍬塚・山本
1998）が挙げられる。そのため，農
薬の土壌中での挙動を理解するために
は，対象地域の土壌の特性を知ること
が重要となる。しかし，土壌は，その
立地環境（土壌の基となる母材，地形，
気候，植生，土壌の生成時間，土地利
用）に強く影響を受けるため，内在的
にも空間的にも変異性に富む。そのこ
とから現場で土壌を調査し，その特性
を明らかにするにはかなりの経験と力
量を要する。

土壌のある特性に着目して土壌をグ
ループ分けすることを土壌分類と呼
び，土壌分類グループごとにその分布
状況を地図として示したものが土壌図
である。特に，農業を行う上で重要な
土壌の特性（土壌母材，粘土含量，有
機物含量，酸化還元状態など）に着目

したものが農耕地土壌分類と農耕地土
壌図である。そのため，ある地域にお
ける農薬の環境動態を検討する際に
は，農耕地土壌分類および農耕地土壌
図から有用な情報を得ることが可能で
ある。橋本（2008）は東京都農耕地
におけるドリン剤残留の実態調査を行
い，ディルドリンの検出割合は酸化
的で有機物含量の高い黒ボク土で高
く，還元的な灰色低地土で低いことを
示している。また，農耕地土壌図は水
田に散布された農薬の流域レベルでの
挙動特性の評価にも用いられている

（Iwasaki et al. 2012)。
国立研究開発法人農業環境技術研究

所（以下，農環研）は，農耕地を中心
とした土壌情報の利活用を促進するた
め，インターネット上のウェブサイ
ト「土壌情報閲覧システム（http://
agrimesh.dc.affrc.go.jp/soil_db/）」
において農耕地土壌図や土壌に関する
情報を発信してきた。システム公開
後，フィールドでの土壌情報の利活用
や利用者独自のデータ（土壌診断結果
等）を土壌図と関連して示したいなど
の利用者ニーズに応えるため，携帯端
末用（スマートフォンや iPad など）
の 無 償 ア プ リ ケ ー シ ョ ン「e- 土 壌
図」を開発した（Omote and Takata 
2014）。本紙面では，農薬の環境動態
を調べる際に有用である土壌分類およ
び土壌図について解説するとともに，

「土壌情報閲覧システム」および「e-
土壌図」について紹介する。

農耕地土壌分類と農耕地
土壌図

「土壌情報閲覧システム」および「e-
土壌図」で閲覧できる農耕地土壌図は，
その図示単位として農耕地土壌分類第
2 次案（農業技術研究所　1983）の
土壌統群が用いられている。

農耕地土壌分類第 2 次案では，全
国の農耕地土壌を 16 土壌群，56 土
壌統群に分ける（表 -1）。黒ボク土，
多湿黒ボク土および黒ボクグライ土は
火山灰から生成された土壌であり，土
壌有機物が蓄積しやすいことが知られ
ている。また，黒泥土や泥炭土は旧湖
沼に生成した土壌であり，母材が湿性
植物の遺体であることから，土壌有機
物含量は極めて高いのが特徴的であ
る。ただし，農耕地として利用する場
合には，客土などが施されている場合
が多いので注意が必要である。これら
以外の土壌群については，酸化還元状
態の違いなどから分類されている。酸
化的な土壌群である黄色土および褐
色低地土においては，土壌統群の中
で「斑紋あり」とあるものはやや還元
的な性質を帯びる。この土壌分類法の
詳細については，「土壌情報閲覧シス
テム」の土壌分類解説ページ（http://
agrimesh.dc.affrc.go.jp/soil_db/
explain_outline）を参照されたい。

農耕地土壌図は，農林水産省の調
査事業として行われた施肥改善事業

（1953-1961），地力保全基本調査事
業（1959-1979）において，全国で
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25haに 1地点の間隔で土壌断面調査が
行われ，縮尺5万分の1の農耕地土壌
図が作成されている。紙面として作成
された農耕地土壌図は，90年代にデジ
タル化された後，1991年および2001
年の農地の分布状況に合わせて更新さ
れた（高田ら，2009；高田ら，2011）。

土壌情報閲覧システム

「土壌情報閲覧システム」には 5
年間で 200 万件を超えるアクセス数
があり，自治体，大学，民間企業などで，
行政，研究・技術開発，技術指導，教
育などの目的で広く活用されている。
本システムは下記に示した 6コンテ
ンツが閲覧可能である。
（1）土壌分類解説のページ（図
-1）では，前述した農耕地土壌分類第
2次案改訂版について，様々な土壌標
本の写真を掲載することで視覚的にも
分かり易く，土壌群および土壌統群の

説明を行っている。また，全国的な土
壌群ごとの分布状況がわかる土壌分布
図，水田・普通畑・牧草地・樹園地ご
との土壌群分布面積表を掲載している
ので，それぞれの土壌の性質や分布す
る場所が一目でわかるような構成と
なっている。
（2）作土層の理化学性データベー
スとは，農林水産省が行った土壌環境
基礎調査（1979 年 -1998 年の間，5
年ごと，約 20,000 地点を対象）と土
壌機能モニタリング調査（1999 年〜
2003 年，約 5,000 地点を対象）のう
ち，作土層の物理性（作土層の厚さ，
ち密度，仮比重，三相分布，保水性）
や化学性（pH，EC，置換酸度，全炭素，
全窒素，交換性塩基，CEC，可吸態の
窒素・リン酸・ケイ酸含量）の測定デー
タを土壌統群毎・地目毎に全国平均値
を算出したものである。このデータベー
スは土壌分類の解説ページや後述する
土壌図閲覧ページからも閲覧できる。

（3）土壌図閲覧ページ（図 -2）で
は，1992 年および 2001 年の農地の
分布状況にあわせて作成された農耕
地土壌図（高田ら，2009；高田ら，
2011）が閲覧可能である。閲覧ペー
ジでは，全国の市区町村や大字名もし
くは緯度・経度から土壌図の検索が可
能であり，農耕地土壌図の検索を簡単
に行うことができる。さらに，土壌図
をクリックすると土壌解説資料のペー
ジが開き，全国各地の田畑に分布する
土壌の種類とその性質を簡単に調べる
ことが可能である。この土壌解説資料
から，作土層の理化学性データベース
が閲覧可能であり，土壌図から選択し
た土壌統群ごとに作土層の 5年ごと
の理化学性の変化が把握できる。
（4）基準土壌断面データベース閲
覧ページには，深さ 1mまでの土壌断
面の調査情報が収録され，全国 7,115
調査地点の土壌断面記載表と理化学性
分析データを表示できる。記載されて

表-1　農耕地土壌分類第2次案の土壌群および土壌統群名

土壌群名
酸化還元

状態

岩屑土 酸化的

砂丘未熟土 酸化的

黒ボク土 酸化的
厚層
多腐植質

厚層
腐植質

表層
多腐植質

表層
腐植質

淡色

多湿黒ボク土 還元的
厚層
多腐植質

厚層
腐植質

表層
多腐植質

表層
腐植質

淡色

黒ボクグライ土 還元的 多腐植質 腐植質 淡色

褐色森林土 酸化的 細粒 中粗粒 礫質

灰色台地土 還元的 細粒 中粗粒 礫質 石灰質

グライ台地土 還元的 細粒 中粗粒 礫質

赤色土 酸化的 細粒 中粗粒 礫質

黄色土 酸化的 細粒 中粗粒 礫質
細粒,
斑紋あり

中粗粒,
斑紋あり

礫質,
斑紋あり

暗赤色土 酸化的 細粒 礫質

褐色低地土 酸化的 細粒 中粗粒 礫質
細粒,
斑紋あり

中粗粒,
斑紋あり

礫質,
斑紋あり

灰色低地土 還元的
細粒,
灰色系

中粗粒,
灰色系

礫質,
灰色系

細粒,
灰褐系

中粗粒,
灰褐系

礫質,
灰褐系

下層
黒ボク

下層
有機質

斑紋なし

グライ土 還元的
細粒強
グライ

中粗粒強
グライ

礫質強
グライ

細粒
グライ

中粗粒強
グライ

礫質強
グライ

下層
黒ボク

下層
有機質

黒泥土 還元的

泥炭土 還元的

表中の は土壌有機物の多い土壌群，土壌統群を表す

土壌統群名

表 -1　農耕地土壌分類第2次案の土壌群および土壌統群名
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図-1 土壌情報閲覧システムのメイン画面（左）と土壌分類解説ページ（右）

いる項目は，深さ 1 m までの層位の
特徴，調査時点での土壌の物理性（礫
含量率，粒径組成，現地容積重，三相
分布など）および化学性（pH，置換
酸度，全炭素・全窒素含有率，CEC，
交換性塩基含量，リン酸吸収係数など）
の層位別データである。ただし，土壌
断面が調査されたのは昭和 28 年から
昭和 48 年であり，土壌の炭素・窒素

含量や pH などの特性値は変化しやす
いために注意が必要である。しかし，
粒径組成，CEC，リン酸吸収係数と
いった値は変化しにくく，今日でも近
似値として使用可能である。

（5）土壌温度区分図のページでは，
表層下 30 〜 50cm の平年土壌温度を
調べることができる。土壌温度図の空
間解像度は 1km で，予測に伴う二乗

平均平方根誤差（予測誤差の大きさ）
は 0.5℃程度となっている（Takata 
et al. 2011）。土壌温度は農地に施用
された農薬などの生物的分解に強く影
響を及ぼすことが知られている。

（6）大日本帝国土性図のページで
は，明治から昭和初期にかけて作成さ
れた土性図（縮尺 1/10 万）が閲覧で
きる。わが国では，明治 10 年代から
全国土を対象に詳細な土壌図が作り始
められた。明治 15 年にドイツから農
林地質学者マックス・フェスカを招き，
調査法や作図法などの指導を受けたこ
とから，フェスカ式土性図とも呼ばれ
ている。なお，この土性図は全国土を
対象として描かれた詳細な土壌図とし
ては世界最古のものであり，歴史的に
も貴重な資料である。

e- 土壌図

「e- 土 壌 図 」 は iOS お よ び
Android 端末用のアプリケーション
であり，スマートフォンなどの携帯端
末に搭載された GPS により，現在地
周辺の農耕地土壌図を簡単に表示でき
る。2013 年 11 月に無償でリリース
して以来，2 年間で 4 千件を超えるイ
ンストールがあった。図 -3 に「e- 土

図 -1　土壌情報閲覧システムのメイン画面（左）と土壌分類解説ページ（右）

図-2 土壌情報閲覧システム上での土壌図の閲覧画面

土壌情報閲覧システムでは、農地土壌図上をクリックするだけで、その場所に分布している土壌の種類やその
特性を調べることができる。

図 -2　  土壌情報閲覧システム上での土壌図
の閲覧画面

土壌情報閲覧システムでは、農地土壌図上をクリッ
クするだけで、その場所に分布している土壌の種類
やその特性を調べることができる。
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ている。なお，この土性図は全国土を
対象として描かれた詳細な土壌図とし
ては世界最古のものであり，歴史的に
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土壌情報閲覧システムでは、農地土壌図上をクリックするだけで、その場所に分布している土壌の種類やその
特性を調べることができる。
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の閲覧画面

土壌情報閲覧システムでは、農地土壌図上をクリッ
クするだけで、その場所に分布している土壌の種類
やその特性を調べることができる。
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壌図」の全体概要を示した。「e-土壌図」
は携帯端末用のアプリケーションであ
り，（1）土壌図閲覧機能，（2）メモ作成・
共有機能および（3）有機物管理機能
という3つの主要な機能を持つ。なお，
「e- 土壌図」のインストール方法およ
び操作方法については，「土壌情報閲
覧システム」の「e- 土壌図」紹介ペー
ジ (http://agrimesh.dc.affrc.go.jp/
e-dojo/) に掲載されているマニュアル
を参考されたい。
（1）土壌図閲覧機能とは，スマー
トフォンなどの携帯端末に搭載された
GPS により，利用者の位置情報から
簡単にデジタル農耕地土壌図を検索・
表示することができる機能である（図
-4）。このデジタル農耕地土壌図は「土
壌情報閲覧システム」で公開されてい
る縮尺 5万分の 1土壌図と同一であ
る。土壌図上のポリゴンをタップする
と，土壌統群名が表示される。この
土壌統群名を再度，タップすると iOS
版では「土壌情報閲覧システム」に移
行し，土壌統群ごとの説明が表示さ
れる。Android 版では携帯端末のメ
ニューボタンから「ブラウザで開く」
を選択すると「土壌情報閲覧システム」

に移行し，土壌統群ごとの説明が表示
される。また，利用者は「土壌情報閲
覧システム」にアクセスすることで，
土壌統群ごとの作土層の理化学性デー
タベース（pdf ファイル）をダウンロー
ドすることができる。
（2）メモ作成・共有機能とは，利
用者が作成した画像ファイルおよび
PDF ファイルを注釈とともに土壌図
上の地点と結びつけてメモとして保存
でき，他の利用者や異なるデバイス間
でも共有できる機能である（図 -5）。
「e- 土壌図」のメモ作成機能では，
携帯端末を用いて圃場で撮影した圃場
の状況や作物の生育状況を注釈とと
もに土壌図上にメモとして保存でき
る。このピンにはまた，土壌診断結果
などの pdf ファイルも保存できるの
で，「e- 土壌図」の利用者はより容易
に圃場において作物の生育状況と土壌
診断結果を照合できるようになった。
このメモには緯度・経度情報が自動的
に追加されるので，複数のメモを作成
した場合にも，メモの住所検索が可能
である。これらメモファイルは KML
形式で携帯端末に保存され，iOS 版に
おいてはさらにグーグルドライブ上

（現在は iOS 版のみ可能）にも保存す
ることが可能である。そのため，「e-
土壌図」のメモ作成機能で作成したメ
モファイルをグーグルアースがインス
トールされたパソコンに移動するだけ
で，e- 土壌図で作成したメモをパソ
コン上でも編集することが可能である
（図 -5）。また，「土壌情報閲覧システ
ム」の e- 土壌図紹介ページ (http://
agrimesh.dc.affrc.go.jp/e-dojo/) か

図 -3　e- 土壌図の全体概要

図 -4　  土壌の種類ごとに色分けして表示さ
れる土壌図（上），土壌の解説（中），
衛星画像を背景とした土壌図（下）
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図-4 土壌の種類ごとに色分けして表示される土壌図（左）、土壌の解説（中）、衛星
画像を背景とした土壌図（右）

図-4 土壌の種類ごとに色分けして表示される土壌図（左）、土壌の解説（中）、衛星
画像を背景とした土壌図（右）

図-4 土壌の種類ごとに色分けして表示される土壌図（左）、土壌の解説（中）、衛星
画像を背景とした土壌図（右）
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ら，農耕地土壌図の KML ファイルも
無償でダウンロードすることができるの
で，グーグルアース上で「e- 土壌図」と
同様のデータ構成を構築することが可
能である。この機能により，空間情報
に関する専門知識をもたない利用者で
も簡単に土壌図を利用しやすくなった。

（3）有機物管理機能とは，圃場に
どのような堆肥をどの程度施用する
と，土壌中にどれくらいの有機物が増
加（減少）するかを予測するための機
能である（図 -6）。

「e- 土壌図」の有機物管理機能で
は，利用者が土壌図上をタップするだ
けで，その地点の土壌および気象情報
を取得し，農環研が公開している「土
壌の CO2 吸収量見える化サイト」で
運用している計算エンジンに取得した
土壌および気象情報を自動的に入力す
る機能を有している。そのため，「e-
土壌図」の利用者は作物の種類とその
収量および堆肥の種類と投入量を選
択・入力するだけで土壌有機物の増減
を調べることができる（図 -6）。なお，
モデル計算に必要な気象情報は，農環
研が公開している「gamsDB (http://
agrienv.dc.affrc.go.jp/)」からデータ
を取得している。なお，これら気象デー

タは 1㎞メッシュで整備されている。

おわりに

「土壌情報閲覧システム」および「e-
土壌図」は，これまで一部の専門家に
しか活用されてこなかった農耕地土壌
分類や農耕地土壌図へのアクセシビリ
ティを大幅に向上させた。その結果，
土壌情報の利用者は大幅に増加し，自
治体が定めた栽培指針，福島第一原発
事故後に定められた農林水産省の農地
除染対策の技術書，厚生労働省の除染
等業務に従事する労働者の放射線障害
防止のためのガイドラインなどにおい
て，対象地域の土壌の種類の判定に本
システムが有用であることが明記され
ている。両システムに収録されている
土壌情報が今後，知的基盤として農薬
の環境動態の解明にも貢献できれば望
外の喜びである。
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図 -5　  「e- 土壌図」で作成したメモファイルをグーグル・アースがイン
ストールされたパソコン上で表示・編集することができる。グー
グル・アース用の土壌図は http://agrimesh.dc.affrc.go.jp/
e-dojo/ からダウンロード可能である。

図 -6　  有機物管理機能の操作画面（左）および計算結果（右）；作物お
よび堆肥の種類については選択式となっており、収量および投
入量（堆肥）については数値入力ができる。

図-5 「e-土壌図」で作成したメモファイルをグーグル・アースがインストールされたパソ
コン上で表示・編集することができる。グーグル・アース用の土壌図は
http://agrimesh.dc.affrc.go.jp/e-dojo/からダウンロード可能である。

「e-土壌図」のメモ編集画面

図-6 有機物管理機能の操作画面（左）および計算結果（右）；作物および堆肥の種

類については選択式となっており、収量および投入量（堆肥）については数値入力が
できる。
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ら，農耕地土壌図の KML ファイルも
無償でダウンロードすることができるの
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タは 1㎞メッシュで整備されている。

おわりに
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しか活用されてこなかった農耕地土壌
分類や農耕地土壌図へのアクセシビリ
ティを大幅に向上させた。その結果，
土壌情報の利用者は大幅に増加し，自
治体が定めた栽培指針，福島第一原発
事故後に定められた農林水産省の農地
除染対策の技術書，厚生労働省の除染
等業務に従事する労働者の放射線障害
防止のためのガイドラインなどにおい
て，対象地域の土壌の種類の判定に本
システムが有用であることが明記され
ている。両システムに収録されている
土壌情報が今後，知的基盤として農薬
の環境動態の解明にも貢献できれば望
外の喜びである。
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図 -5　  「e- 土壌図」で作成したメモファイルをグーグル・アースがイン
ストールされたパソコン上で表示・編集することができる。グー
グル・アース用の土壌図は http://agrimesh.dc.affrc.go.jp/
e-dojo/ からダウンロード可能である。

図 -6　  有機物管理機能の操作画面（左）および計算結果（右）；作物お
よび堆肥の種類については選択式となっており、収量および投
入量（堆肥）については数値入力ができる。
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はじめに

　圃場で使用された農薬の多くは土
壌に入り，畑地では散布量の約 90％，
水田では 50 ～ 80％程度が土壌に分
布すると言われている ( 鍬塚・山本 
1998a)。従って，散布された農薬の
土壌における消長，すなわち土壌残留
性を評価することは，農薬の環境中運
命を予測する上で重要な過程である。
農薬の土壌残留性は，土壌処理剤の効
果の持続性に影響を与える他，残留性
が高い薬剤の場合には，土壌を経由し
て後作物に移行する可能性が高く，後
作物における薬害や残留を引き起こ
す。我が国の農薬登録制度においても，
農薬の土壌中での半減期が 100 日を
超える場合は，後作物薬害試験および
後作物残留試験の実施が義務付けられ
ている ( 農林水産省 2001)。 このよ
うに，土壌を経由した農薬の作物への
影響を評価する上でも，土壌残留性に
関する知見は不可欠である。一方，農
薬の土壌中での消失には，微生物分解，
加水分解，土壌表面における光分解，
土壌吸着，揮発，さらに降雨や灌水に
よる下方への浸透移行，地表面流出な
ど様々な要因が関係するが (Müller et 

al. 2007)，これらは直接的あるいは
間接的に温度変化の影響を受ける。日
本は中緯度に位置するため季節の変化
が顕著であり，また，地形が複雑で南
北に長いため地域による気温差が大き
い ( 森本ら 1993)。このため，農薬の
土壌残留性も季節間および地域間で異

なる可能性がある。本稿では，筆者
らが実施した容器内土壌残留試験 ( 以
下，容器内試験 ) の結果を例として挙
げながら，特に土壌中での分解と吸着
に焦点をあてて，温度との関係を解説
する。

1. 土壌における農薬の分
解・消失速度と温度依存性

　農薬の土壌中での減衰は一次反応速
度論に従うと仮定され，次式により表
現される (FOCUS 2006)。

(1)
　ここで，M：t 日後の農薬濃度 (mg/
kg 乾土 )，M0：初期 (t=0) の農薬濃度 
(mg/kg 乾土 )，k：速度定数 (day-1)，
t：時間 (day) である。また，農薬の
土壌中半減期 (t1/2) は，式 -1 より求め
た速度定数を用いて下記のとおり，算
出される。

(2)
　筆者らは農林水産省の旧テストガイ
ドライン ( 鍬塚・山本 1998b) に従っ

て，異なる温度環境下 (10 ºC，25 ºC
および 35ºC) における畑地状態での
容器内試験を実施した。土壌中農薬の
分析にあたっては，まず蒸留水を用い
て 25ºC で 24 時間の振とう抽出 ( 固
液比 1：5) を行い，次いでアセトン
による抽出を行った。この逐次抽出法
により，水抽出された農薬濃度 (Cwater, 
mg/kg 乾土 ) と水およびアセトンで
抽出された全農薬濃度 (Ctotal, mg/kg
乾土 ) の経時的な消長を明らかにし
た。通常，土壌中農薬の抽出はアセト
ン等の有機溶媒を用いて行われてい
るため，本項では Ctotal の消長に着目
し，Cwater の消長については後述する。
Ctotal の消長について，試験結果の例
を図 -1 に示す。フェンチオンの灰色
低地土における農薬濃度は式 -1 に従っ
て減衰し，インキュベーション温度が
高いほど k が大きく，半減期が短いこ
とが示されている。本試験は暗所下で
実施しているため，フェンチオンの減
衰に微生物分解や加水分解，揮発が関
与し，これらが温度によって影響を受

温度変化が農薬の土壌残留性に
及ぼす影響

国立研究開発法人
農業環境技術研究所

元木　　裕
独立行政法人
農林水産消費安全技術センター

岩船　　敬

図 -1　‌灰色低地土におけるフェンチオンの減衰

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

0 30 60 90 120

□10°C区
M=0.949·e–0.0094‧t

t1/2=73.7日

△25°C区
M=0.789·e–0.0290‧t

t1/2=23.9日

○35°C区
M=1.01·e–0.1673‧t

t1/2=4.1日

経過日数 (t)

土
壌
中
濃
度

(M
, m

g/
kg
乾
土

)

図-1 灰色低地土におけるフェンチオンの減衰

図－1

温度変化が農薬の土壌残留性に及ぼす影響 
 
元木裕 
国立研究開発法人 
農業環境技術研究所 
岩船敬 
独立行政法人 
農林水産消費安全技術センター 
 
はじめに 

圃場で使用された農薬の多くは土壌に入り，畑地では散布量の約 90％，水田では 50
～80％程度が土壌に分布すると言われている (鍬塚・山本 1998a)。従って，散布され

た農薬の土壌における消長，すなわち土壌残留性を評価することは，農薬の環境中運

命を予測する上で重要な過程である。農薬の土壌残留性は，土壌処理剤の効果の持続

性に影響を与える他，残留性が高い薬剤の場合には，土壌を経由して後作物に移行す

る可能性が高く，後作物における薬害や残留を引き起こす。我が国の農薬登録制度に

おいても，農薬の土壌中での半減期が 100 日を超える場合は，後作物薬害試験および

後作物残留試験の実施が義務付けられている (農林水産省 2001)。 このように，土壌

を経由した農薬の作物への影響を評価する上でも，土壌残留性に関する知見は不可欠

である。一方，農薬の土壌中での消失には，微生物分解，加水分解，土壌表面におけ

る光分解，土壌吸着，揮発，さらに降雨や灌水による下方への浸透移行，地表面流出

など様々な要因が関係するが (Müller et al. 2007)，これらは直接的あるいは間接的に温

度変化の影響を受ける。日本は中緯度に位置するため季節の変化が顕著であり，また，

地形が複雑で南北に長いため地域による気温差が大きい (森本ら 1993)。このため，

農薬の土壌残留性も季節間および地域間で異なる可能性がある。本稿では，筆者らが

実施した容器内土壌残留試験 (以下，容器内試験) の結果を例として挙げながら，特

に土壌中での分解と吸着に焦点をあてて，温度との関係を解説する。 
 

1. 土壌における農薬の分解・消失速度と温度依存性 
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けたものと推察される。温度に依存し
た減衰速度の変化はアレニウスの式 ( 式
-3) で表せられる (PPR-Panel 2008)。

 (3)

　ここで，A：頻度因子，Ea：活性化エ
ネルギー (kJ/mol)，R：気体定数 (8.314 
J/mol・K)， T：絶対温度 (K) である。
式 -3 について再びフェンチオンの例を
図 -2 に示す。ln k と1/T の間には負の
比例関係が成立するため，得られた回
帰式の傾きから活性化エネルギーが算
出される。図 -2 の例では，灰色低地
土におけるフェンチオンの活性化エネル
ギーは 80.6 kJ/molと計算された。こ
の活性化エネルギーを用いることで，
下記のとおり温度による半減期の補正
が可能となる。

(4)

　ここで，t1/2(T1) および t1/2(T2) は，
それぞれ温度 T1 および T2 における半

減期である。活性化エネルギーは農
薬と土壌の組合せにより異なる値を
示すが，EFSA ( 欧州食品安全機関 ) 
の PPR-Panel ( 農薬残留専門委員会 ) 
は，53 農薬に関する 99 のデータセッ
トを用いて活性化エネルギーの変動を
解析している (PPR-Panel 2008)。解
析の結果，各農薬について算出した活
性化エネルギーの中央値は対数正規
分布に従い，5，50 および 95 パーセ
ンタイル値は，それぞれ 45.8，65.4，
93.3 kJ/mol であった。さらに同報告
書では，農薬のクラス別に活性化エ
ネルギーの変動を解析しており，イソ
プロツロン，クロロトルロンおよびリ
ニュロンといったフェニルウレア系除
草剤の値が他の農薬と比べて有意に低
いことを示している ( 対数正規分布に
おける中央値は 46.6 kJ/mol)。クロ
ロトルロン (3 データ ) およびリニュ
ロン (2 データ ) の活性化エネルギー
は，8 つのデータから得られたイソプ
ロツロンにおける活性化エネルギーの
分布の範囲内に収まることから，これ

ら 3 種の除草剤に共通する基本構造
の開裂反応に温度が影響したことを指
摘している。過去の知見によると，活
性化エネルギーが 30 kJ/mol を下回
る場合は微生物分解が，60 kJ/mol を
上回る場合は物理化学反応が農薬の土
壌中での消失に主として寄与するとの
報告がある (Cupples et al. 2000)。活
性化エネルギーが低いフェニルウレア
系除草剤に関しては数種の分解菌が単
離されており，分解菌が産生するアリ
ルアシルアミダーゼなどの加水分解酵
素が開裂反応に関与することが明らか
にされている (Sørensen et al. 2003)。
従って，フェニルウレア系除草剤につ
いては，これらの酵素反応が温度に
よって影響を受けたものと推察され
る。一方，上述のフェンチオンの例
では活性化エネルギーが 80.6 kJ/mol
と算出されたため，土壌中での消失に
微生物由来の酵素反応よりも物理化学
反応，すなわち加水分解や揮発が寄与
した可能性が高い。フェンチオンの農
薬評価書 ( 食品安全委員会 2013) で
は，フェンチオンが滅菌土壌中でも分
解し，その半減期が 14 ～ 21 日 ( 好気
的土壌中運命試験 ) であること，25°C
における pH 7 緩衝液中の半減期が 6 日 
( 加水分解試験 ) であることが示されて
いることから，フェンチオンの土壌中で
の消失が微生物の影響を排除した場合で
も進行することが示唆される。しかし，
一般に有機リン系農薬は微生物によって
容易に分解されることが報告されており 
(Singh and Walker 2006)，土壌の種類
が異なれば，フェンチオンの分解過程に

り，水抽出された農薬濃度 ( , mg/kg 乾土) と水およびアセトンで抽出された全農

薬濃度 ( , mg/kg 乾土) の経時的な消長を明らかにした。通常，土壌中農薬の抽出

はアセトン等の有機溶媒を用いて行われているため，本項では の消長に着目し，

の消長については後述する。 の消長について，試験結果の例を図-1 に示す。
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化はアレニウスの式 (式-3) で表せられる (PPR-Panel 2008)。 

ln 𝑘𝑘𝑘𝑘 𝑘𝑘 ln 𝐴𝐴𝐴𝐴 𝐴𝐴 𝐸𝐸𝐸𝐸𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅                              (3) 

ここで， ：頻度因子， ：活性化エネルギー (kJ/mol)， ：気体定数 (8.314 J/mol‧K)， 
：絶対温度 (K) である。式-3 について再びフェンチオンの例を図-2 に示す。 と

1/ の間には負の比例関係が成立するため，得られた回帰式の傾きから活性化エネル
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𝑡𝑡𝑡𝑡1/2(𝑇𝑇𝑇𝑇1) 𝑘𝑘 𝑡𝑡𝑡𝑡1/2(𝑇𝑇𝑇𝑇2) ∙  exp (𝐸𝐸𝐸𝐸𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑅𝑅𝑅𝑅 [ 1

𝑅𝑅𝑅𝑅1
𝐴𝐴 1

𝑅𝑅𝑅𝑅2
])           (4) 

ここで，  および は，それぞれ温度 および における半減期である。
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書では，農薬のクラス別に活性化エネルギーの変動を解析しており，イソプロツロン，

クロロトルロンおよびリニュロンといったフェニルウレア系除草剤の値が他の農薬と

比べて有意に低いことを示している (対数正規分布における中央値は 46.6 kJ/mol)。ク
ロロトルロン (3 データ) およびリニュロン (2 データ) の活性化エネルギーは，8 つ

のデータから得られたイソプロツロンにおける活性化エネルギーの分布の範囲内に収

まることから，これら 3 種の除草剤に共通する基本構造の開裂反応に温度が影響した

ことを指摘している。過去の知見によると，活性化エネルギーが 30 kJ/mol を下回る場

合は微生物分解が，60 kJ/mol を上回る場合は物理化学反応が農薬の土壌中での消失に

主として寄与するとの報告がある (Cupples et al. 2000)。活性化エネルギーが低いフェ

ニルウレア系除草剤に関しては数種の分解菌が単離されており，分解菌が産生するア

リルアシルアミダーゼなどの加水分解酵素が開裂反応に関与することが明らかにされ

ている (Sørensen et al. 2003)。従って，フェニルウレア系除草剤については，これらの

酵素反応が温度によって影響を受けたものと推察される。一方，上述のフェンチオン

の例では活性化エネルギーが 80.6 kJ/mol と算出されたため，土壌中での消失に微生物

由来の酵素反応よりも物理化学反応，すなわち加水分解や揮発が寄与した可能性が高
図 -2　‌灰色低地土におけるフェンチオンの速度定数と温度の関係‌( アレニウス・プロット )
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薬濃度 ( , mg/kg 乾土) の経時的な消長を明らかにした。通常，土壌中農薬の抽出

はアセトン等の有機溶媒を用いて行われているため，本項では の消長に着目し，

の消長については後述する。 の消長について，試験結果の例を図-1 に示す。

フェンチオンの灰色低地土における農薬濃度は式-1 に従って減衰し，インキュベーシ

ョン温度が高いほど が大きく，半減期が短いことが示されている。本試験は暗所下

で実施しているため，フェンチオンの減衰に微生物分解や加水分解，揮発が関与し，

これらが温度によって影響を受けたものと推察される。温度に依存した減衰速度の変

化はアレニウスの式 (式-3) で表せられる (PPR-Panel 2008)。 

ln 𝑘𝑘𝑘𝑘 𝑘𝑘 ln 𝐴𝐴𝐴𝐴 𝐴𝐴 𝐸𝐸𝐸𝐸𝑎𝑎𝑎𝑎
𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅                              (3) 
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ギーは 80.6 kJ/mol と計算された。この活性化エネルギーを用いることで，下記のとお
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農薬について算出した活性化エネルギーの中央値は対数正規分布に従い，5，50 およ

び 95 パーセンタイル値は，それぞれ 45.8，65.4，93.3 kJ/mol であった。さらに同報告
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けたものと推察される。温度に依存し
た減衰速度の変化はアレニウスの式 ( 式
-3) で表せられる (PPR-Panel 2008)。

 (3)

　ここで，A：頻度因子，Ea：活性化エ
ネルギー (kJ/mol)，R：気体定数 (8.314 
J/mol・K)， T：絶対温度 (K) である。
式 -3 について再びフェンチオンの例を
図 -2 に示す。ln k と1/T の間には負の
比例関係が成立するため，得られた回
帰式の傾きから活性化エネルギーが算
出される。図 -2 の例では，灰色低地
土におけるフェンチオンの活性化エネル
ギーは 80.6 kJ/molと計算された。こ
の活性化エネルギーを用いることで，
下記のとおり温度による半減期の補正
が可能となる。

(4)

　 こ こで，t1/2(T1) および t1/2(T2) は，
それぞれ温度 T1 および T2 における半

減期である。活性化エネルギーは農
薬と土壌の組合せにより異なる値を
示すが，EFSA ( 欧州食品安全機関 ) 
の PPR-Panel ( 農薬残留専門委員会 ) 
は，53 農薬に関する 99 のデータセッ
トを用いて活性化エネルギーの変動を
解析している (PPR-Panel 2008)。解
析の結果，各農薬について算出した活
性化エネルギーの中央値は対数正規
分布に従い，5，50 および 95 パーセ
ンタイル値は，それぞれ 45.8，65.4，
93.3 kJ/mol であった。さらに同報告
書では，農薬のクラス別に活性化エ
ネルギーの変動を解析しており，イソ
プロツロン，クロロトルロンおよびリ
ニュロンといったフェニルウレア系除
草剤の値が他の農薬と比べて有意に低
いことを示している ( 対数正規分布に
おける中央値は 46.6 kJ/mol)。クロ
ロトルロン (3 データ ) およびリニュ
ロン (2 データ ) の活性化エネルギー
は，8 つのデータから得られたイソプ
ロツロンにおける活性化エネルギーの
分布の範囲内に収まることから，これ

ら 3 種の除草剤に共通する基本構造
の開裂反応に温度が影響したことを指
摘している。過去の知見によると，活
性化エネルギーが 30 kJ/mol を下回
る場合は微生物分解が，60 kJ/mol を
上回る場合は物理化学反応が農薬の土
壌中での消失に主として寄与するとの
報告がある (Cupples et al. 2000)。活
性化エネルギーが低いフェニルウレア
系除草剤に関しては数種の分解菌が単
離されており，分解菌が産生するアリ
ルアシルアミダーゼなどの加水分解酵
素が開裂反応に関与することが明らか
にされている (Sørensen et al. 2003)。
従って，フェニルウレア系除草剤につ
いては，これらの酵素反応が温度に
よって影響を受けたものと推察され
る。一方，上述のフェンチオンの例
では活性化エネルギーが 80.6 kJ/mol
と算出されたため，土壌中での消失に
微生物由来の酵素反応よりも物理化学
反応，すなわち加水分解や揮発が寄与
した可能性が高い。フェンチオンの農
薬評価書 ( 食品安全委員会 2013) で
は，フェンチオンが滅菌土壌中でも分
解し，その半減期が 14 ～ 21 日 ( 好気
的土壌中運命試験 ) であること，25°C
における pH 7 緩衝液中の半減期が 6 日 
( 加水分解試験 ) であることが示されて
いることから，フェンチオンの土壌中で
の消失が微生物の影響を排除した場合で
も進行することが示唆される。しかし，
一般に有機リン系農薬は微生物によって
容易に分解されることが報告されており 
(Singh and Walker 2006)，土壌の種類
が異なれば，フェンチオンの分解過程に

り，水抽出された農薬濃度 ( , mg/kg 乾土) と水およびアセトンで抽出された全農

薬濃度 ( , mg/kg 乾土) の経時的な消長を明らかにした。通常，土壌中農薬の抽出

はアセトン等の有機溶媒を用いて行われているため，本項では の消長に着目し，

の消長については後述する。 の消長について，試験結果の例を図-1 に示す。

フェンチオンの灰色低地土における農薬濃度は式-1 に従って減衰し，インキュベーシ

ョン温度が高いほど が大きく，半減期が短いことが示されている。本試験は暗所下

で実施しているため，フェンチオンの減衰に微生物分解や加水分解，揮発が関与し，

これらが温度によって影響を受けたものと推察される。温度に依存した減衰速度の変

化はアレニウスの式 (式-3) で表せられる (PPR-Panel 2008)。 
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ギーが算出される。図-2 の例では，灰色低地土におけるフェンチオンの活性化エネル

ギーは 80.6 kJ/mol と計算された。この活性化エネルギーを用いることで，下記のとお

り温度による半減期の補正が可能となる。 
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ロロトルロン (3 データ) およびリニュロン (2 データ) の活性化エネルギーは，8 つ

のデータから得られたイソプロツロンにおける活性化エネルギーの分布の範囲内に収

まることから，これら 3 種の除草剤に共通する基本構造の開裂反応に温度が影響した

ことを指摘している。過去の知見によると，活性化エネルギーが 30 kJ/mol を下回る場

合は微生物分解が，60 kJ/mol を上回る場合は物理化学反応が農薬の土壌中での消失に

主として寄与するとの報告がある (Cupples et al. 2000)。活性化エネルギーが低いフェ

ニルウレア系除草剤に関しては数種の分解菌が単離されており，分解菌が産生するア

リルアシルアミダーゼなどの加水分解酵素が開裂反応に関与することが明らかにされ

ている (Sørensen et al. 2003)。従って，フェニルウレア系除草剤については，これらの

酵素反応が温度によって影響を受けたものと推察される。一方，上述のフェンチオン

の例では活性化エネルギーが 80.6 kJ/mol と算出されたため，土壌中での消失に微生物

由来の酵素反応よりも物理化学反応，すなわち加水分解や揮発が寄与した可能性が高
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おける微生物の寄与および活性化エネル
ギーも大きく異なる可能性がある。本項
で示した灰色低地土におけるフェンチオ
ンの活性化エネルギーがその代表値では
ないことを補足する。

2. 土壌残留農薬が作物に
及ぼす影響

　土壌残留性は農薬の後作物への影響
を評価する上で重要な指標となる。一
般に土壌中農薬の抽出には，抽出力の
強い有機溶媒が用いられており，その
概ね全量が抽出・定量される。農薬の
登録申請のために実施される試験にお
いても，土壌中農薬の定量のために，
有機溶媒で土壌中の農薬が抽出されて
いる。しかし，土壌に残留した全ての
農薬が作物体へ吸収されるわけではな
く，主に土壌粒子から土壌溶液へ溶出
した農薬のみが作物体へ移行すること
が想定される。従って，作物への利用
性 ( アベイラビリティー ) の評価を試
みる場合，有機溶媒で抽出された農薬
量では土壌から作物へ移行した農薬量
を精緻に評価できない可能性がある。
筆者らは，農薬処理土壌で栽培したコ
マツナ中の農薬濃度が，Ctotal ( 有機溶
媒抽出の濃度に相当 ) よりも，Cwater

との間でより高い正の相関を示すこと

を確認している (Motoki et al. 2015)。
図 -3 にテトラコナゾールの例を示す。
理化学性の異なる 4 種の土壌でコマ
ツナを栽培した場合，いずれの土壌
も Ctotal は概ね一定の値を示したが，
Cwater は土壌吸着係数 (Kd) が大きい土
壌ほど低い値を示し，これに伴いコマ
ツナ中の農薬濃度も低下した。 また，
杉山ら (1990) は，イタリアンライグ
ラスに対する土壌に処理したペンディ
メタリンの活性が土壌水分当たりの水
抽出濃度 ( 水抽出濃度を土壌水分率で
補正 ) との間で，高い相関関係を示し
たことを報告している。このように，
土壌に残留した農薬の作物への移行量
を評価するためには，土壌中農薬の水
抽出濃度に着目する必要がある。

3. 土壌から水抽出される
農薬の減衰特性

　Ctotal の減衰および Kd (mL/g) が明
らかになっている場合，Cwater は下記
の式により算出される。

(5)

　ここで， a：Kd を測定した際の固液
比 (1：a) である。農薬の登録申請時
には，土壌残留試験成績および土壌吸

着試験成績が提出されるため，それぞ
れの試験より求められた Ctotal の減衰
曲線および Kd は，Cwater の減衰を推
測する上で重要な知見となりえる。土
壌吸着試験は，OECD ( 経済開発協力
機構 ) のテストガイドラインに準じて
実施されており，試験結果の Kd は，
農薬添加後概ね 24 時間以内におこる
水相と土壌相の間の分配を示している 
(OECD 2000)。しかし，Kd の経時変
化を日単位あるいは月単位で見ると，
時間の経過とともに高くなることが多
くの論文で報告されている (Walker 
1987; Beigel et al. 1997; Cox et 

al. 1998; Cox and Walker 1999; 
Louchart and Voltz 2007)。従って，
Kd の経時変化を考慮しない場合には，
Cwater を過大に推算してしまう可能
性がある。容器内試験の結果である
Ctotal と Cwater の実測値から求めた半
減期を図 -4 に示した。全体的に Ctotal

よりも Cwater の半減期が短い傾向にあ
り，Cwater の消失に Ctotal とは異なる
消失要因が関係していることが推察さ
れた。また，Cwater の半減期を土壌間
で比較すると，半減期は砂丘未熟土 >
灰色低地土 > 黒ボク土の順で短い傾向
を示し，有機炭素含量が多く土壌吸着
が強い土壌ほど Cwater の減衰は速やか
であった。農薬の土壌吸着の経時的な

図 -3　テトラコナゾールの土壌中農薬濃度
‌(A:‌水抽出濃度‌(Cwater)，‌B:‌全抽出濃度‌(Ctotal))‌とコマツナ中農薬濃度の関係‌(Motoki‌et‌al .‌2015‌一部改変 )
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図-3 テトラコナゾールの土壌中農薬濃度 (A: 水抽出濃度 (Cwater)， B: 全抽出濃度
(Ctotal)) とコマツナ中農薬濃度の関係 (Motoki et al. 2015 一部改変)

い。フェンチオンの農薬評価書 (食品安全委員会 2013) では，フェンチオンが滅菌土

壌中でも分解し，その半減期が 14～21 日 (好気的土壌中運命試験) であること，25°C
における pH 7 緩衝液中の半減期が 6 日 (加水分解試験) であることが示されているこ

とから，フェンチオンの土壌中での消失が微生物の影響を排除した場合でも進行する

ことが示唆される。しかし，一般に有機リン系農薬は微生物によって容易に分解され

ることが報告されており (Singh and Walker 2006)，土壌の種類が異なれば，フェンチ

オンの分解過程における微生物の寄与および活性化エネルギーも大きく異なる可能性

がある。本項で示した灰色低地土におけるフェンチオンの活性化エネルギーがその代

表値ではないことを補足する。 
 
2. 土壌残留農薬が作物に及ぼす影響 
土壌残留性は農薬の後作物への影響を評価する上で重要な指標となる。一般に土壌

中農薬の抽出には，抽出力の強い有機溶媒が用いられており，その概ね全量が抽出・

定量される。農薬の登録申請のために実施される試験においても，土壌中農薬の定量

のために，有機溶媒で土壌中の農薬が抽出されている。しかし，土壌に残留した全て

の農薬が作物体へ吸収されるわけではなく，主に土壌粒子から土壌溶液へ溶出した農

薬のみが作物体へ移行することが想定される。従って，作物への利用性 (アベイラビ

リティー) の評価を試みる場合，有機溶媒で抽出された農薬量では土壌から作物へ移

行した農薬量を精緻に評価できない可能性がある。筆者らは，農薬処理土壌で栽培し

たコマツナ中の農薬濃度が， (有機溶媒抽出の濃度に相当) よりも， との間で

より高い正の相関を示すことを確認している (Motoki et al. 2015)。図-3 にテトラコナ

ゾールの例を示す。理化学性の異なる 4 種の土壌でコマツナを栽培した場合，いずれ

の土壌も は概ね一定の値を示したが， は土壌吸着係数 ( ) が大きい土壌ほ

ど低い値を示し，これに伴いコマツナ中の農薬濃度も低下した。 また，杉山ら (1990) 
は，イタリアンライグラスに対する土壌に処理したペンディメタリンの活性が土壌水

分当たりの水抽出濃度 (水抽出濃度を土壌水分率で補正) との間で，高い相関関係を

示したことを報告している。このように，土壌に残留した農薬の作物への移行量を評

価するためには，土壌中農薬の水抽出濃度に着目する必要がある。 
 
3. 土壌から水抽出される農薬の減衰特性 

の減衰および  (mL/g) が明らかになっている場合， は下記の式により算

出される。 

𝐶𝐶𝐶𝐶𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤 = 𝐶𝐶𝐶𝐶𝑤𝑤𝑤𝑤𝑡𝑡𝑡𝑡𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑤𝑡𝑡𝑡𝑡 ∙ 𝑤𝑤𝑤𝑤
𝑤𝑤𝑤𝑤𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑑𝑑𝑑𝑑

                               (5) 

ここで， 𝑎𝑎𝑎𝑎： を測定した際の固液比 (1：𝑎𝑎𝑎𝑎) である。農薬の登録申請時には，土壌

残留試験成績および土壌吸着試験成績が提出されるため，それぞれの試験より求めら

れた の減衰曲線および は， の減衰を推測する上で重要な知見となりえる。

土壌吸着試験は，OECD (経済開発協力機構) のテストガイドラインに準じて実施され

ており，試験結果の は，農薬添加後概ね 24 時間以内におこる水相と土壌相の間の

分配を示している (OECD 2000)。しかし， の経時変化を日単位あるいは月単位で見
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増加要因の一つとして，農薬の脱着が
起こりやすい土壌粒子表層から，脱着
が起こりにくい土壌粒子内部 ( 細孔や
土壌有機物内部 ) への拡散が指摘され
ている (Alexander 2000)。一般に粒
子内拡散に起因する化学物質の吸着量
の増加は，時間の平方根と正の比例関
係にあることが理論的に導かれている 
(Kookana et al. 1992)。土壌への吸着
量ではなく Kd の経時変化を示した式
-6 は物理化学的な意味を持った理論
式ではないが，Kd もまた時間の平方
根に比例して直線的に増加することが
過去の知見 (Walker 1987; Beigel et 

al. 1997; Louchart and Voltz 2007) 
において報告されており，吸着過程へ
の粒子内拡散の関与が示唆されている 
( 式 -6)。

(6)
　ここで，k1：初期 (t=0) の Kd (mL/g)，
k2：経時的な Kd の増加率 (　t-1) であ
る。筆者らは容器内試験の結果から
得られた Cwater および Ctotal を用いて，
見かけの土壌吸着係数 (Kd,app，mL/g) 
を算出した ( 式 -7)。

(7)

　ここで，Csorb：土壌に吸着した農薬
濃度 ( μg /g 乾土 )，Caq：水相の農薬
濃度 ( μg /mL) である。Kd，app の経時
変化についてフルトラニルの例を図
-5 に示す。砂丘未熟土の場合，Kd，app

の経時変化は少なく式 -6 に対する適
合度 (R2) は低い傾向にあったが，灰
色低地土および黒ボク土では R2 が高
く，良好な相関関係が得られた。また，
回帰式の傾きである k2 値は，砂丘未

熟土＜灰色低地土＜黒ボク土の順で高
かった。従って，有機炭素含量が多く
土壌吸着が強い土壌ほど時間に依存し
た Kd，app の増加率が高く，結果として
Cwater の半減期が短い値を示したこと
が示唆された。

4. 温度変化が農薬の土壌
吸着に及ぼす影響

　筆者らが実施した容器内試験の結果
で示したように，Cwater の消長は土壌
吸着の経時変化の影響を受けながら，
Ctotal よりも速やかに減衰した。一方，
実圃場においては，農薬の消失に降雨
や灌水によって生じる下方移行や地表
面流出も寄与し，これらの消失要因も
土壌吸着の経時変化の影響を受けるこ
とが想定される。農薬の土壌吸着は，
大きく 2 つの過程に分けることがで
きる。最初に農薬は土壌粒子の表層に
吸着し (Fast process)，次いで土壌粒

図 -4　‌砂丘未熟土、灰色低地土および黒ボク土における13種の農薬の半減期
‌ (A:‌全抽出濃度，B:‌水抽出濃度 )

ると，時間の経過とともに高くなることが多くの論文で報告されている (Walker 1987; 
Beigel et al. 1997; Cox et al. 1998; Cox and Walker 1999; Louchart and Voltz 2007)。従って，

の経時変化を考慮しない場合には， を過大に推算してしまう可能性がある。容

器内試験の結果である と の実測値から求めた半減期を図-4 に示した。全体

的に よりも の半減期が短い傾向にあり， の消失に とは異なる消失

要因が関係していることが推察された。また， の半減期を土壌間で比較すると，

半減期は砂丘未熟土>灰色低地土>黒ボク土の順で短い傾向を示し，有機炭素含量が多

く土壌吸着が強い土壌ほど の減衰は速やかであった。農薬の土壌吸着の経時的

な増加要因の一つとして，農薬の脱着が起こりやすい土壌粒子表層から，脱着が起こ

りにくい土壌粒子内部  (細孔や土壌有機物内部 ) への拡散が指摘されている 
(Alexander 2000)。一般に粒子内拡散に起因する化学物質の吸着量の増加は，時間の平

方根と正の比例関係にあることが理論的に導かれている (Kookana et al. 1992)。土壌へ

の吸着量ではなく の経時変化を示した式-6 は物理化学的な意味を持った理論式で

はないが， もまた時間の平方根に比例して直線的に増加することが過去の知見 
(Walker 1987; Beigel et al. 1997; Louchart and Voltz 2007) において報告されており，吸着

過程への粒子内拡散の関与が示唆されている (式-6)。 
𝐾𝐾𝐾𝐾𝑑𝑑𝑑𝑑 = 𝑘𝑘𝑘𝑘1 + 𝑘𝑘𝑘𝑘2√𝑡𝑡𝑡𝑡                             (6) 

ここで， ：初期 ( =0) の  (mL/g)， ：経時的な の増加率 (√𝑡𝑡𝑡𝑡－1) である。筆者

らは容器内試験の結果から得られた および を用いて，見かけの土壌吸着係

数 ( ， ， mL/g) を算出した (式-7)。 

𝐾𝐾𝐾𝐾d，𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 =
𝐶𝐶𝐶𝐶𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠
𝐶𝐶𝐶𝐶𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎

= 𝐶𝐶𝐶𝐶𝑡𝑡𝑡𝑡𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑡𝑡𝑡𝑡−𝐶𝐶𝐶𝐶𝑤𝑤𝑤𝑤𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑤𝑤𝑤𝑤𝑠𝑠𝑠𝑠
𝐶𝐶𝐶𝐶𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎

                        (7) 

ここで， ：土壌に吸着した農薬濃度 (μg/g 乾土)， ：水相の農薬濃度 (μg/mL)
である。 ， の経時変化についてフルトラニルの例を図-5 に示す。砂丘未熟土の場

合， ， の経時変化は少なく式-6 に対する適合度 (R2) は低い傾向にあったが，灰

色低地土および黒ボク土では R2が高く，良好な相関関係が得られた。また，回帰式の

傾きである 値は，砂丘未熟土＜灰色低地土＜黒ボク土の順で高かった。従って，有

機炭素含量が多く土壌吸着が強い土壌ほど時間に依存した ， の増加率が高く，結

果として の半減期が短い値を示したことが示唆された。 
 
4. 温度変化が農薬の土壌吸着に及ぼす影響 

筆者らが実施した容器内試験の結果で示したように， の消長は土壌吸着の経時

変化の影響を受けながら， よりも速やかに減衰した。一方，実圃場においては，

農薬の消失に降雨や灌水によって生じる下方移行や地表面流出も寄与し，これらの消

失要因も土壌吸着の経時変化の影響を受けることが想定される。農薬の土壌吸着は，

大きく 2 つの過程に分けることが出来る。最初に農薬は土壌粒子の表層に吸着し (Fast 
process)，次いで土壌粒子の内部へ拡散する (Slow process)。農薬の土壌吸着に対する

温度の影響を解析する場合，この 2 つの過程に及ぼす影響をそれぞれ分けて考える必
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= 𝐶𝐶𝐶𝐶𝑡𝑡𝑡𝑡𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑡𝑡𝑡𝑡−𝐶𝐶𝐶𝐶𝑤𝑤𝑤𝑤𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑤𝑤𝑤𝑤𝑠𝑠𝑠𝑠
𝐶𝐶𝐶𝐶𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎

                        (7) 

ここで， ：土壌に吸着した農薬濃度 (μg/g 乾土)， ：水相の農薬濃度 (μg/mL)
である。 ， の経時変化についてフルトラニルの例を図-5 に示す。砂丘未熟土の場

合， ， の経時変化は少なく式-6 に対する適合度 (R2) は低い傾向にあったが，灰

色低地土および黒ボク土では R2が高く，良好な相関関係が得られた。また，回帰式の

傾きである 値は，砂丘未熟土＜灰色低地土＜黒ボク土の順で高かった。従って，有

機炭素含量が多く土壌吸着が強い土壌ほど時間に依存した ， の増加率が高く，結

果として の半減期が短い値を示したことが示唆された。 
 
4. 温度変化が農薬の土壌吸着に及ぼす影響 

筆者らが実施した容器内試験の結果で示したように， の消長は土壌吸着の経時

変化の影響を受けながら， よりも速やかに減衰した。一方，実圃場においては，

農薬の消失に降雨や灌水によって生じる下方移行や地表面流出も寄与し，これらの消

失要因も土壌吸着の経時変化の影響を受けることが想定される。農薬の土壌吸着は，

大きく 2 つの過程に分けることが出来る。最初に農薬は土壌粒子の表層に吸着し (Fast 
process)，次いで土壌粒子の内部へ拡散する (Slow process)。農薬の土壌吸着に対する

温度の影響を解析する場合，この 2 つの過程に及ぼす影響をそれぞれ分けて考える必

要がある。熱力学的に見ると，次式により表現されるギブズの自由エネルギー変化が

負の値を示す場合に吸着反応は自発的に進行する (Ten Hulscher and Cornelissen 1996 )。 
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増加要因の一つとして，農薬の脱着が
起こりやすい土壌粒子表層から，脱着
が起こりにくい土壌粒子内部 ( 細孔や
土壌有機物内部 ) への拡散が指摘され
ている (Alexander 2000)。一般に粒
子内拡散に起因する化学物質の吸着量
の増加は，時間の平方根と正の比例関
係にあることが理論的に導かれている 
(Kookana et al. 1992)。土壌への吸着
量ではなく Kd の経時変化を示した式
-6 は物理化学的な意味を持った理論
式ではないが，Kd もまた時間の平方
根に比例して直線的に増加することが
過去の知見 (Walker 1987; Beigel et 

al. 1997; Louchart and Voltz 2007) 
において報告されており，吸着過程へ
の粒子内拡散の関与が示唆されている 
( 式 -6)。

(6)
　ここで，k1：初期 (t=0) の Kd (mL/g)，
k2：経時的な Kd の増加率 (　t-1) であ
る。筆者らは容器内試験の結果から
得られた Cwater および Ctotal を用いて，
見かけの土壌吸着係数 (Kd,app，mL/g) 
を算出した ( 式 -7)。

(7)

　ここで，Csorb：土壌に吸着した農薬
濃度 ( μg /g 乾土 )，Caq：水相の農薬
濃度 ( μg /mL) である。Kd，app の経時
変化についてフルトラニルの例を図
-5 に示す。砂丘未熟土の場合，Kd，app

の経時変化は少なく式 -6 に対する適
合度 (R2) は低い傾向にあったが，灰
色低地土および黒ボク土では R2 が高
く，良好な相関関係が得られた。また，
回帰式の傾きである k2 値は，砂丘未

熟土＜灰色低地土＜黒ボク土の順で高
かった。従って，有機炭素含量が多く
土壌吸着が強い土壌ほど時間に依存し
た Kd，app の増加率が高く，結果として
Cwater の半減期が短い値を示したこと
が示唆された。

4. 温度変化が農薬の土壌
吸着に及ぼす影響

　筆者らが実施した容器内試験の結果
で示したように，Cwater の消長は土壌
吸着の経時変化の影響を受けながら，
Ctotal よりも速やかに減衰した。一方，
実圃場においては，農薬の消失に降雨
や灌水によって生じる下方移行や地表
面流出も寄与し，これらの消失要因も
土壌吸着の経時変化の影響を受けるこ
とが想定される。農薬の土壌吸着は，
大きく 2 つの過程に分けることがで
きる。最初に農薬は土壌粒子の表層に
吸着し (Fast process)，次いで土壌粒

図 -4　‌砂丘未熟土、灰色低地土および黒ボク土における13種の農薬の半減期
‌ (A:‌全抽出濃度，B:‌水抽出濃度 )

ると，時間の経過とともに高くなることが多くの論文で報告されている (Walker 1987; 
Beigel et al. 1997; Cox et al. 1998; Cox and Walker 1999; Louchart and Voltz 2007)。従って，

の経時変化を考慮しない場合には， を過大に推算してしまう可能性がある。容

器内試験の結果である と の実測値から求めた半減期を図-4 に示した。全体

的に よりも の半減期が短い傾向にあり， の消失に とは異なる消失

要因が関係していることが推察された。また， の半減期を土壌間で比較すると，

半減期は砂丘未熟土>灰色低地土>黒ボク土の順で短い傾向を示し，有機炭素含量が多

く土壌吸着が強い土壌ほど の減衰は速やかであった。農薬の土壌吸着の経時的

な増加要因の一つとして，農薬の脱着が起こりやすい土壌粒子表層から，脱着が起こ

りにくい土壌粒子内部  (細孔や土壌有機物内部 ) への拡散が指摘されている 
(Alexander 2000)。一般に粒子内拡散に起因する化学物質の吸着量の増加は，時間の平

方根と正の比例関係にあることが理論的に導かれている (Kookana et al. 1992)。土壌へ

の吸着量ではなく の経時変化を示した式-6 は物理化学的な意味を持った理論式で

はないが， もまた時間の平方根に比例して直線的に増加することが過去の知見 
(Walker 1987; Beigel et al. 1997; Louchart and Voltz 2007) において報告されており，吸着

過程への粒子内拡散の関与が示唆されている (式-6)。 
𝐾𝐾𝐾𝐾𝑑𝑑𝑑𝑑 = 𝑘𝑘𝑘𝑘1 + 𝑘𝑘𝑘𝑘2√𝑡𝑡𝑡𝑡                             (6) 

ここで， ：初期 ( =0) の  (mL/g)， ：経時的な の増加率 (√𝑡𝑡𝑡𝑡－1) である。筆者

らは容器内試験の結果から得られた および を用いて，見かけの土壌吸着係

数 ( ， ， mL/g) を算出した (式-7)。 

𝐾𝐾𝐾𝐾d，𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 =
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𝐶𝐶𝐶𝐶𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎
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ここで， ：土壌に吸着した農薬濃度 (μg/g 乾土)， ：水相の農薬濃度 (μg/mL)
である。 ， の経時変化についてフルトラニルの例を図-5 に示す。砂丘未熟土の場

合， ， の経時変化は少なく式-6 に対する適合度 (R2) は低い傾向にあったが，灰

色低地土および黒ボク土では R2が高く，良好な相関関係が得られた。また，回帰式の

傾きである 値は，砂丘未熟土＜灰色低地土＜黒ボク土の順で高かった。従って，有

機炭素含量が多く土壌吸着が強い土壌ほど時間に依存した ， の増加率が高く，結

果として の半減期が短い値を示したことが示唆された。 
 
4. 温度変化が農薬の土壌吸着に及ぼす影響 

筆者らが実施した容器内試験の結果で示したように， の消長は土壌吸着の経時

変化の影響を受けながら， よりも速やかに減衰した。一方，実圃場においては，

農薬の消失に降雨や灌水によって生じる下方移行や地表面流出も寄与し，これらの消

失要因も土壌吸着の経時変化の影響を受けることが想定される。農薬の土壌吸着は，

大きく 2 つの過程に分けることが出来る。最初に農薬は土壌粒子の表層に吸着し (Fast 
process)，次いで土壌粒子の内部へ拡散する (Slow process)。農薬の土壌吸着に対する

温度の影響を解析する場合，この 2 つの過程に及ぼす影響をそれぞれ分けて考える必

要がある。熱力学的に見ると，次式により表現されるギブズの自由エネルギー変化が

負の値を示す場合に吸着反応は自発的に進行する (Ten Hulscher and Cornelissen 1996 )。 

図 -5　見かけの土壌吸着係数‌(Kd,app)‌の経時変化‌(25ºC におけるフルトラニルの例 )
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図-5 見かけの土壌吸着係数 (Kd,app) の経時変化 (25ºCにおけるフル
トラニルの例)
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ると，時間の経過とともに高くなることが多くの論文で報告されている (Walker 1987; 
Beigel et al. 1997; Cox et al. 1998; Cox and Walker 1999; Louchart and Voltz 2007)。従って，

の経時変化を考慮しない場合には， を過大に推算してしまう可能性がある。容

器内試験の結果である と の実測値から求めた半減期を図-4 に示した。全体

的に よりも の半減期が短い傾向にあり， の消失に とは異なる消失

要因が関係していることが推察された。また， の半減期を土壌間で比較すると，

半減期は砂丘未熟土>灰色低地土>黒ボク土の順で短い傾向を示し，有機炭素含量が多

く土壌吸着が強い土壌ほど の減衰は速やかであった。農薬の土壌吸着の経時的

な増加要因の一つとして，農薬の脱着が起こりやすい土壌粒子表層から，脱着が起こ

りにくい土壌粒子内部  (細孔や土壌有機物内部 ) への拡散が指摘されている 
(Alexander 2000)。一般に粒子内拡散に起因する化学物質の吸着量の増加は，時間の平

方根と正の比例関係にあることが理論的に導かれている (Kookana et al. 1992)。土壌へ

の吸着量ではなく の経時変化を示した式-6 は物理化学的な意味を持った理論式で

はないが， もまた時間の平方根に比例して直線的に増加することが過去の知見 
(Walker 1987; Beigel et al. 1997; Louchart and Voltz 2007) において報告されており，吸着

過程への粒子内拡散の関与が示唆されている (式-6)。 
𝐾𝐾𝐾𝐾𝑑𝑑𝑑𝑑 = 𝑘𝑘𝑘𝑘1 + 𝑘𝑘𝑘𝑘2√𝑡𝑡𝑡𝑡                             (6) 

ここで， ：初期 ( =0) の  (mL/g)， ：経時的な の増加率 (√𝑡𝑡𝑡𝑡－1) である。筆者

らは容器内試験の結果から得られた および を用いて，見かけの土壌吸着係

数 ( ， ， mL/g) を算出した (式-7)。 

𝐾𝐾𝐾𝐾d，𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 =
𝐶𝐶𝐶𝐶𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠
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ここで， ：土壌に吸着した農薬濃度 (μg/g 乾土)， ：水相の農薬濃度 (μg/mL)
である。 ， の経時変化についてフルトラニルの例を図-5 に示す。砂丘未熟土の場

合， ， の経時変化は少なく式-6 に対する適合度 (R2) は低い傾向にあったが，灰

色低地土および黒ボク土では R2が高く，良好な相関関係が得られた。また，回帰式の

傾きである 値は，砂丘未熟土＜灰色低地土＜黒ボク土の順で高かった。従って，有

機炭素含量が多く土壌吸着が強い土壌ほど時間に依存した ， の増加率が高く，結

果として の半減期が短い値を示したことが示唆された。 
 
4. 温度変化が農薬の土壌吸着に及ぼす影響 

筆者らが実施した容器内試験の結果で示したように， の消長は土壌吸着の経時

変化の影響を受けながら， よりも速やかに減衰した。一方，実圃場においては，

農薬の消失に降雨や灌水によって生じる下方移行や地表面流出も寄与し，これらの消

失要因も土壌吸着の経時変化の影響を受けることが想定される。農薬の土壌吸着は，

大きく 2 つの過程に分けることが出来る。最初に農薬は土壌粒子の表層に吸着し (Fast 
process)，次いで土壌粒子の内部へ拡散する (Slow process)。農薬の土壌吸着に対する

温度の影響を解析する場合，この 2 つの過程に及ぼす影響をそれぞれ分けて考える必

要がある。熱力学的に見ると，次式により表現されるギブズの自由エネルギー変化が

負の値を示す場合に吸着反応は自発的に進行する (Ten Hulscher and Cornelissen 1996 )。 

ると，時間の経過とともに高くなることが多くの論文で報告されている (Walker 1987; 
Beigel et al. 1997; Cox et al. 1998; Cox and Walker 1999; Louchart and Voltz 2007)。従って，

の経時変化を考慮しない場合には， を過大に推算してしまう可能性がある。容

器内試験の結果である と の実測値から求めた半減期を図-4 に示した。全体

的に よりも の半減期が短い傾向にあり， の消失に とは異なる消失

要因が関係していることが推察された。また， の半減期を土壌間で比較すると，

半減期は砂丘未熟土>灰色低地土>黒ボク土の順で短い傾向を示し，有機炭素含量が多

く土壌吸着が強い土壌ほど の減衰は速やかであった。農薬の土壌吸着の経時的

な増加要因の一つとして，農薬の脱着が起こりやすい土壌粒子表層から，脱着が起こ

りにくい土壌粒子内部  (細孔や土壌有機物内部 ) への拡散が指摘されている 
(Alexander 2000)。一般に粒子内拡散に起因する化学物質の吸着量の増加は，時間の平

方根と正の比例関係にあることが理論的に導かれている (Kookana et al. 1992)。土壌へ

の吸着量ではなく の経時変化を示した式-6 は物理化学的な意味を持った理論式で

はないが， もまた時間の平方根に比例して直線的に増加することが過去の知見 
(Walker 1987; Beigel et al. 1997; Louchart and Voltz 2007) において報告されており，吸着

過程への粒子内拡散の関与が示唆されている (式-6)。 
𝐾𝐾𝐾𝐾𝑑𝑑𝑑𝑑 = 𝑘𝑘𝑘𝑘1 + 𝑘𝑘𝑘𝑘2√𝑡𝑡𝑡𝑡                             (6) 

ここで， ：初期 ( =0) の  (mL/g)， ：経時的な の増加率 (√𝑡𝑡𝑡𝑡－1) である。筆者

らは容器内試験の結果から得られた および を用いて，見かけの土壌吸着係

数 ( ， ， mL/g) を算出した (式-7)。 
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                        (7) 

ここで， ：土壌に吸着した農薬濃度 (μg/g 乾土)， ：水相の農薬濃度 (μg/mL)
である。 ， の経時変化についてフルトラニルの例を図-5 に示す。砂丘未熟土の場

合， ， の経時変化は少なく式-6 に対する適合度 (R2) は低い傾向にあったが，灰

色低地土および黒ボク土では R2が高く，良好な相関関係が得られた。また，回帰式の

傾きである 値は，砂丘未熟土＜灰色低地土＜黒ボク土の順で高かった。従って，有

機炭素含量が多く土壌吸着が強い土壌ほど時間に依存した ， の増加率が高く，結

果として の半減期が短い値を示したことが示唆された。 
 
4. 温度変化が農薬の土壌吸着に及ぼす影響 

筆者らが実施した容器内試験の結果で示したように， の消長は土壌吸着の経時

変化の影響を受けながら， よりも速やかに減衰した。一方，実圃場においては，

農薬の消失に降雨や灌水によって生じる下方移行や地表面流出も寄与し，これらの消

失要因も土壌吸着の経時変化の影響を受けることが想定される。農薬の土壌吸着は，

大きく 2 つの過程に分けることが出来る。最初に農薬は土壌粒子の表層に吸着し (Fast 
process)，次いで土壌粒子の内部へ拡散する (Slow process)。農薬の土壌吸着に対する

温度の影響を解析する場合，この 2 つの過程に及ぼす影響をそれぞれ分けて考える必

要がある。熱力学的に見ると，次式により表現されるギブズの自由エネルギー変化が

負の値を示す場合に吸着反応は自発的に進行する (Ten Hulscher and Cornelissen 1996 )。 

ると，時間の経過とともに高くなることが多くの論文で報告されている (Walker 1987; 
Beigel et al. 1997; Cox et al. 1998; Cox and Walker 1999; Louchart and Voltz 2007)。従って，

の経時変化を考慮しない場合には， を過大に推算してしまう可能性がある。容

器内試験の結果である と の実測値から求めた半減期を図-4 に示した。全体

的に よりも の半減期が短い傾向にあり， の消失に とは異なる消失

要因が関係していることが推察された。また， の半減期を土壌間で比較すると，

半減期は砂丘未熟土>灰色低地土>黒ボク土の順で短い傾向を示し，有機炭素含量が多

く土壌吸着が強い土壌ほど の減衰は速やかであった。農薬の土壌吸着の経時的

な増加要因の一つとして，農薬の脱着が起こりやすい土壌粒子表層から，脱着が起こ

りにくい土壌粒子内部  (細孔や土壌有機物内部 ) への拡散が指摘されている 
(Alexander 2000)。一般に粒子内拡散に起因する化学物質の吸着量の増加は，時間の平

方根と正の比例関係にあることが理論的に導かれている (Kookana et al. 1992)。土壌へ

の吸着量ではなく の経時変化を示した式-6 は物理化学的な意味を持った理論式で

はないが， もまた時間の平方根に比例して直線的に増加することが過去の知見 
(Walker 1987; Beigel et al. 1997; Louchart and Voltz 2007) において報告されており，吸着

過程への粒子内拡散の関与が示唆されている (式-6)。 
𝐾𝐾𝐾𝐾𝑑𝑑𝑑𝑑 = 𝑘𝑘𝑘𝑘1 + 𝑘𝑘𝑘𝑘2√𝑡𝑡𝑡𝑡                             (6) 

ここで， ：初期 ( =0) の  (mL/g)， ：経時的な の増加率 (√𝑡𝑡𝑡𝑡－1) である。筆者

らは容器内試験の結果から得られた および を用いて，見かけの土壌吸着係

数 ( ， ， mL/g) を算出した (式-7)。 
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子の内部へ拡散する (Slow process)。
農薬の土壌吸着に対する温度の影響を
解析する場合，この 2 つの過程に及
ぼす影響をそれぞれ分けて考える必要
がある。熱力学的に見ると，次式によ
り表現されるギブズの自由エネルギー
変化が負の値を示す場合に吸着反応
は自発的に進行する (Ten Hulscher 
and Cornelissen 1996 )。

(8)
　ここで，Δ G：ギブズの自由エネルギー
変化 (kJ/mol)，Δ H：エンタルピー変
化 (kJ/mol)，Δ S：エントロピー変化 
(kJ/mol/K) である。また，Δ G と分
配係数 (Kp, mol/mol) との間には下記
の関係式が成立する。

(9)
従って，式 -8 および式 -9 より，ファント・
ホッフの式が導出される ( 式 -10)。

(10)
　Fast process における配置エント
ロピーを考えると，吸着に伴い吸着
分子の運動の自由度が減少するので，
Δ S は負の値を示す。従って，吸着
反応が進行するためにはΔ H が負の
値を示す必要がある。この場合，反応
は発熱的であり，温度の上昇に伴っ
て吸着量は減少する ( 北原 1994)。
Brücher (1997) ら は， 平 衡 化 時 間
を 16～25 時間で実施した試験で求
めたリニュロンの Kd が，温度の上昇
に伴って低くなることを示している。
Ten Hulscher (1996) らは式−10 か
ら算出されるΔ H に着目し，土壌ま
たは底質におけるΔ H の変動を種々
の有機化学物質について解析してい

る。Δ H の平均値は，疎水性相互作
用による吸着の場合は−0.25 kJ/mol 
( 平衡化時間：2 ～ 70 時間 )，水素結
合などの静電気的な吸着の場合は−8 
kJ/mol ( 平衡化時間：2 時間～ 6 日
間，ほとんどが 24 時間 ) であり，多
くの化学物質が負の値を示した。平
衡化時間が 24 時間前後の場合，土壌
または底質における有機化学物質の
吸着は発熱反応であったため，2 つの
吸着過程のうち主に Fast process が
温度の影響を受けたものと考えられ
る。一方，Slow process の解析にあ
たっては，土壌有機物のモデル物質と
して用いたポリウレタンやラバー等の
種々のポリマーにおける有機化学物
質の拡散過程に着目し，Δ H の平均
値が 3.5 kJ/mol であることを示してい
る (Ten Hulscher and Cornelissen 
1996)。Fast process とは 対 照 的 に
Slow process である粒子内拡散の過
程では，反応が吸熱的に進行し，温
度が高くなると吸着量が増加するこ
とが推察される。筆者らは異なる温
度 (10 ºC，25 ºC および 35ºC) で容器
内試験を実施し ( 水抽出時の温度は
25ºC で一定 )， その結果から得られた
Kd，app の経時変化に基づいて，Slow 
process における温度の影響を解析し
た ( 図 -6)。いずれの温度区において

もフルトラニルのKd，app は式-6に従っ
て経時的に増加し，増加率を示す k2

は高温下で高い値を示した。本結果
は，土壌吸着の Slow process が高温
下で促進されるという Ten Hulscher 
(1996) らの仮説を支持している。
　一方，農薬の土壌粒子および土壌溶
液における分解と吸着平衡の関係に着
目すると，土壌中の農薬は土壌粒子に
吸着した状態では分解されにくく，土
壌粒子から土壌溶液中に脱着・溶出
された農薬が分解される (Alexander 
2000)。土壌溶液における農薬の分解
が遅く，分解速度よりも土壌粒子から
の脱着速度が速い場合には，土壌粒子
と土壌溶液間の農薬の分配平衡は維持
されるため，Kd は一定値を示す。し
かし，農薬の土壌溶液中での分解速度
が速く，土壌粒子からの脱着速度を上
回る場合には，Kd は分解速度に依存
して変動し，分解速度が速く土壌溶液
中の農薬濃度が低いほど高い値を示す 
(Cox et al. 1998)。農薬の土壌溶液中
の分解速度は温度の上昇に伴って速く
なることから，結果として Kd の増加
率は高温下で上昇する。Coxら (1999) 
はリニュロンとイソプロツロンを用い
て容器内試験を実施し，インキュベー
ション温度が高い場合に時間経過に伴
う Kd の増加率が大きかったことを示

∆𝐺𝐺𝐺𝐺 𝐺𝐺 ∆𝐺𝐺𝐺𝐺 𝐺𝐺 𝐺𝐺𝐺𝐺∆𝐺𝐺𝐺𝐺                            (8) 
ここで，Δ ：ギブズの自由エネルギー変化 (kJ/mol)，Δ ：エンタルピー変化 (kJ/mol)，
Δ ：エントロピー変化 (kJ/mol/K)である。また，Δ と分配係数 (Kp, mol/mol) との間
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ると，時間の経過とともに高くなることが多くの論文で報告されている (Walker 1987; 
Beigel et al. 1997; Cox et al. 1998; Cox and Walker 1999; Louchart and Voltz 2007)。従って，

の経時変化を考慮しない場合には， を過大に推算してしまう可能性がある。容

器内試験の結果である と の実測値から求めた半減期を図-4 に示した。全体

的に よりも の半減期が短い傾向にあり， の消失に とは異なる消失

要因が関係していることが推察された。また， の半減期を土壌間で比較すると，

半減期は砂丘未熟土>灰色低地土>黒ボク土の順で短い傾向を示し，有機炭素含量が多

く土壌吸着が強い土壌ほど の減衰は速やかであった。農薬の土壌吸着の経時的

な増加要因の一つとして，農薬の脱着が起こりやすい土壌粒子表層から，脱着が起こ

りにくい土壌粒子内部  (細孔や土壌有機物内部 ) への拡散が指摘されている 
(Alexander 2000)。一般に粒子内拡散に起因する化学物質の吸着量の増加は，時間の平

方根と正の比例関係にあることが理論的に導かれている (Kookana et al. 1992)。土壌へ

の吸着量ではなく の経時変化を示した式-6 は物理化学的な意味を持った理論式で

はないが， もまた時間の平方根に比例して直線的に増加することが過去の知見 
(Walker 1987; Beigel et al. 1997; Louchart and Voltz 2007) において報告されており，吸着

過程への粒子内拡散の関与が示唆されている (式-6)。 
𝐾𝐾𝐾𝐾𝑑𝑑𝑑𝑑 = 𝑘𝑘𝑘𝑘1 + 𝑘𝑘𝑘𝑘2√𝑡𝑡𝑡𝑡                             (6) 

ここで， ：初期 ( =0) の  (mL/g)， ：経時的な の増加率 (√𝑡𝑡𝑡𝑡－1) である。筆者

らは容器内試験の結果から得られた および を用いて，見かけの土壌吸着係

数 ( ， ， mL/g) を算出した (式-7)。 

𝐾𝐾𝐾𝐾d，𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 =
𝐶𝐶𝐶𝐶𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠
𝐶𝐶𝐶𝐶𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎

= 𝐶𝐶𝐶𝐶𝑡𝑡𝑡𝑡𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑎𝑎𝑡𝑡𝑡𝑡−𝐶𝐶𝐶𝐶𝑤𝑤𝑤𝑤𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑤𝑤𝑤𝑤𝑠𝑠𝑠𝑠
𝐶𝐶𝐶𝐶𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎

                        (7) 

ここで， ：土壌に吸着した農薬濃度 (μg/g 乾土)， ：水相の農薬濃度 (μg/mL)
である。 ， の経時変化についてフルトラニルの例を図-5 に示す。砂丘未熟土の場

合， ， の経時変化は少なく式-6 に対する適合度 (R2) は低い傾向にあったが，灰

色低地土および黒ボク土では R2が高く，良好な相関関係が得られた。また，回帰式の

傾きである 値は，砂丘未熟土＜灰色低地土＜黒ボク土の順で高かった。従って，有

機炭素含量が多く土壌吸着が強い土壌ほど時間に依存した ， の増加率が高く，結

果として の半減期が短い値を示したことが示唆された。 
 
4. 温度変化が農薬の土壌吸着に及ぼす影響 

筆者らが実施した容器内試験の結果で示したように， の消長は土壌吸着の経時

変化の影響を受けながら， よりも速やかに減衰した。一方，実圃場においては，

農薬の消失に降雨や灌水によって生じる下方移行や地表面流出も寄与し，これらの消

失要因も土壌吸着の経時変化の影響を受けることが想定される。農薬の土壌吸着は，

大きく 2 つの過程に分けることが出来る。最初に農薬は土壌粒子の表層に吸着し (Fast 
process)，次いで土壌粒子の内部へ拡散する (Slow process)。農薬の土壌吸着に対する

温度の影響を解析する場合，この 2 つの過程に及ぼす影響をそれぞれ分けて考える必

要がある。熱力学的に見ると，次式により表現されるギブズの自由エネルギー変化が

負の値を示す場合に吸着反応は自発的に進行する (Ten Hulscher and Cornelissen 1996 )。 
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した。高温下で経時的な Kd の増加率
が大きかった原因として，粒子内拡散
に加えて，農薬の土壌溶液中の分解速
度が温度の影響を受けたことを挙げて
いる。Kd の経時変化が温度の影響を
受ける要因としては，土壌粒子内部へ
の拡散速度と水相 ( 土壌溶液 ) におけ
る分解速度の両者が関係しているもの
と考えられる。
　以上より，農薬の土壌吸着には
Fast process と Slow process が関与
し，これら 2 つの吸着過程が受ける
温度の影響は相反関係にあると言え
る。一般に農薬の土壌吸着は OECD
法で測定されるため Fast process を
評価している場合が多く，土壌吸着
と温度変化との関係についても Fast 
process に関する報告が多い。しかし，
実圃場における土壌吸着の変動を長期
的に解析するためには，両吸着過程を
考慮した複合的な解析が必要であろ
う。

おわりに

　本稿では土壌残留性に及ぼす温度の
影響について，筆者らが実施した容器
内試験の結果を交えながら基礎的な理
論の解説を行った。土壌中農薬の消失
は低温下で抑制されることから，実圃
場においても気温が低い冬季または高
緯度地域では農薬の土壌中での減衰が
遅く，半減期は長くなると推察される。
現行の農薬登録制度においては，土壌
残留試験の実施に際して試験時期の指
定はなく，試験期間中の気温条件は報

告されているものの，半減期の算定に
は考慮されていない。今後は，土壌残
留性の評価にあたって温度補正の概念
が必要かもしれない。また，土壌に残
留した農薬の後作物における薬害およ
び残留性の評価に関しては，土壌か
ら水抽出される農薬濃度に着目する必
要があり，その減衰には土壌吸着の経
時変化が寄与している。土壌吸着の温
度依存性については未解明な部分が多
く，今後さらなる知見の集積が必要で
あるが，これらは土壌における作物が
吸収可能な農薬濃度の減衰を季節変動
あるいは地域間差の観点から解析する
上でも重要な知見となろう。
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カタバミ科カタバミ属の多年生草本。3 枚のハート型

の葉が基部のとがったところで合わさり，誰が見ても簡

単にわかる。本来 3 出複葉であるが，どれが頂葉かは

わかりにくい。カタバミ属の中にムラサキカタバミやイ

モカタバミなど多くの種があり，カタバミの中にも変種，

品種がある。また，花の美しいものはオキザリスとして

園芸店に並ぶ。

通常，春から秋に花を咲かせるというが兵庫県南部辺

りでは一年中咲いている。この花，乾燥と日照を好み，

庭の花壇はもちろん，石垣の隙間，道路のアスファルト

の間，樋の中，フェンスのちょっとした窪みなどでも，

日当たりがよければ，ほんのわずかな土のところでも花

を咲かせている。

まばゆい光の中で花を咲かせるが，陰ってきたり陽が

落ちたりするとパタリと花を閉じる。花だけではなく暗

くなってくると葉も閉じる。閉じた葉は，ちょうど破れ

たハートのように半分になる。それを，片方だけ食べら

れた『片喰』という。その破れたハートに思いを馳せた

こんな歌がある。

「逢ふことの酢漿（かたばみ）草も摘まなくに　など

我が袖のここら露けき」（古今和歌六帖）

四葉のクローバーを持っていると幸せが訪れるとい

う。しかし，私にはかたばみのハートの方がより幸せな

気がするのだが，世間ではこの『片喰』ゆえに見向きさ

れないのだろうか。

かたばみにもハートが 4 枚の葉がまれに見つかる。

見つけたときにはハートが 4 倍になるのだろうか。そ

れとも『片喰』が 4 倍になるのだろうか。

（公財）日本植物調節剤研究協会
兵庫試験地　須藤　健一

カタバミ
（酢漿草・片喰）
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はじめに

今日，多様な除草剤が農薬登録され，
日本での製剤数は 1,499 種類にのぼ
る（農薬安全適性使用ガイドブック 
2016）。これらの除草剤は，その作用
特性によって非選択性除草剤と選択性
除草剤に大別され，さらに処理方法に
よって茎葉処理剤，土壌処理剤および
その両方を兼ねる茎葉兼土壌処理剤の
3 つに別けられる（伊藤 1993）。

土壌処理剤を処理すると有効成分が土
壌表層に吸着される。これを処理層とい
い，雑草は土壌表層の種子に出芽能力
があるので，出芽時に処理層の有効成
分が吸収されて枯れる。作物の種子や
移植苗の根は処理層の下に位置するので
有効成分が吸収されない。従って，処理
層が安定して土壌表面に保持されていれ
ば効果は安定するが，水の動きなどとと
もに処理層の有効成分が下方に移動す
る程度が大きいと効果は不安定になり，
作物への影響が大きくなる。また，非
選択性茎葉処理剤の多くでは土壌表面
に落下した有効成分は土壌に強く吸着さ
れ，植物の根から吸収されることはほと
んどない。従って作物播種あるいは定植
前の雑草防除や，作物の畦間に生育した
雑草の防除に使用できる。このように除
草剤の土壌への吸着は除草効果や作物
への安全性，土壌中での挙動に大きく関
与している。

日本において，土壌中での除草剤の
挙動を把握するために登録上要求され
ている試験としては，土壌中運命試験，

土壌吸着性試験，土壌残留性試験があ
る（独立行政法人農林水産消費安全技
術センター 2016）。さらに，土壌残留
性試験の結果によっては後作物残留性
試験が求められる。このほかに，土壌
が間接的に影響する試験として水質汚
濁性試験や水田水中濃度測定試験など
がある。

圃場に処理された除草剤の挙動や効
果発現には，除草剤の土壌中での分
解，溶脱，吸着などの要因が大きく関
与し，これらに加えて水分条件や温度
など種々の環境要因が影響する（伊
藤 1993；金沢 1992）。これらの要因
のなかでも，とりわけ土壌吸着性は除
草剤の土壌中での分解や溶脱へも影響
し，除草剤の効果や作物への薬害とも
大きく関与している（鍬塚 1981）。

従って，土壌吸着性を調べることは，
除草剤の土壌中での挙動をとらえ，さ
らには除草剤の効果や作物への薬害を
予測するための一つの材料となる。土
壌吸着性を調べる試験としては，対象
とする除草剤の水溶液と土壌を吸着平
衡に達するまで振とうした後，溶液中
の除草剤濃度を測定し，その値から土
壌に吸着した除草剤の量を求める方法
が一般的である（経済協力開発機構 

2016；鍬塚 1981）。
この土壌吸着性試験に供試する土

壌として，OECD のテストガイドラ
イン（経済協力開発機構 2016）では
７つの土壌タイプを推奨している（表
-1）。日本では，試験に用いる土壌はこ
の OECD テストガイドラインに準じて
いるが，「農薬の登録申請時に提出され
る試験成績の作成に係る指針」の中で，

「OECD テストガイドライン 106 に準
じて測定する。ただし供試土壌は，原
則として当該テストガイドラインに示
されている 7 つの土壌タイプのうち，
タイプ 2，3，4 及び 5 ごとにそれぞれ
1 種類以上とし，少なくとも 1 種類は
火山灰土壌を含める。」と規定している。

OECD，日本ともに，農耕地における
農薬の環境中での挙動を概観する目的で
土壌吸着性試験の供試土壌が規定されて
いるため，供試土壌の種類は必要最低限
で少ない。除草剤の登録を行う場面にお
いてはこれら数種の土壌を用いさえすれ
ば要件を満たしたことになるが，実際の
普及場面を想定した場合，日本全国には
物理化学性の異なる様々な土壌が分布し
ていることから，国内における土壌の吸
着性の全体像や，除草剤の効果薬害変動
の振れ幅をとらえるためには，7 種類あ

全国の試験圃場での除草剤の
土壌吸着 公益財団法人

日本植物調節剤研究協会研究所

中村　直紀

表 -1　‌土壌吸着性試験における土壌選択のためのガイダンス
 pH range Organic carbon content Clay content Soil texture

(in 0.01M CaCl2) (%) (%) (USDA)

1 4.5-5.5 1.0-2.0 65-80 clay

2 >7.5 3.5-5.0 20-40 clay loam

3 5.5-7.0 1.5-3.0 15-25 silt loam

4 4.0-5.5 3.0-4.0 15-30 loam

5 <4.0-6.0 <0.5-1.5 <10-15 loamy sand

6 >7.0 <0.5-1.0 40-65 clay loam/clay

7 <4.5 >10 <10 sand/loamy sand

表-1　土壌吸着性試験における土壌選択のためのガイダンス

Soil type

特集・除草剤と土壌
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選択性茎葉処理剤の多くでは土壌表面
に落下した有効成分は土壌に強く吸着さ
れ，植物の根から吸収されることはほと
んどない。従って作物播種あるいは定植
前の雑草防除や，作物の畦間に生育した
雑草の防除に使用できる。このように除
草剤の土壌への吸着は除草効果や作物
への安全性，土壌中での挙動に大きく関
与している。

日本において，土壌中での除草剤の
挙動を把握するために登録上要求され
ている試験としては，土壌中運命試験，

土壌吸着性試験，土壌残留性試験があ
る（独立行政法人農林水産消費安全技
術センター 2016）。さらに，土壌残留
性試験の結果によっては後作物残留性
試験が求められる。このほかに，土壌
が間接的に影響する試験として水質汚
濁性試験や水田水中濃度測定試験など
がある。

圃場に処理された除草剤の挙動や効
果発現には，除草剤の土壌中での分
解，溶脱，吸着などの要因が大きく関
与し，これらに加えて水分条件や温度
など種々の環境要因が影響する（伊
藤 1993；金沢 1992）。これらの要因
のなかでも，とりわけ土壌吸着性は除
草剤の土壌中での分解や溶脱へも影響
し，除草剤の効果や作物への薬害とも
大きく関与している（鍬塚 1981）。

従って，土壌吸着性を調べることは，
除草剤の土壌中での挙動をとらえ，さ
らには除草剤の効果や作物への薬害を
予測するための一つの材料となる。土
壌吸着性を調べる試験としては，対象
とする除草剤の水溶液と土壌を吸着平
衡に達するまで振とうした後，溶液中
の除草剤濃度を測定し，その値から土
壌に吸着した除草剤の量を求める方法
が一般的である（経済協力開発機構 

2016；鍬塚 1981）。
この土壌吸着性試験に供試する土

壌として，OECD のテストガイドラ
イン（経済協力開発機構 2016）では
７つの土壌タイプを推奨している（表
-1）。日本では，試験に用いる土壌はこ
の OECD テストガイドラインに準じて
いるが，「農薬の登録申請時に提出され
る試験成績の作成に係る指針」の中で，

「OECD テストガイドライン 106 に準
じて測定する。ただし供試土壌は，原
則として当該テストガイドラインに示
されている 7 つの土壌タイプのうち，
タイプ 2，3，4 及び 5 ごとにそれぞれ
1 種類以上とし，少なくとも 1 種類は
火山灰土壌を含める。」と規定している。

OECD，日本ともに，農耕地における
農薬の環境中での挙動を概観する目的で
土壌吸着性試験の供試土壌が規定されて
いるため，供試土壌の種類は必要最低限
で少ない。除草剤の登録を行う場面にお
いてはこれら数種の土壌を用いさえすれ
ば要件を満たしたことになるが，実際の
普及場面を想定した場合，日本全国には
物理化学性の異なる様々な土壌が分布し
ていることから，国内における土壌の吸
着性の全体像や，除草剤の効果薬害変動
の振れ幅をとらえるためには，7 種類あ

全国の試験圃場での除草剤の
土壌吸着 公益財団法人

日本植物調節剤研究協会研究所
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表 -1　‌土壌吸着性試験における土壌選択のためのガイダンス
 pH range Organic carbon content Clay content Soil texture

(in 0.01M CaCl2) (%) (%) (USDA)

1 4.5-5.5 1.0-2.0 65-80 clay

2 >7.5 3.5-5.0 20-40 clay loam

3 5.5-7.0 1.5-3.0 15-25 silt loam

4 4.0-5.5 3.0-4.0 15-30 loam

5 <4.0-6.0 <0.5-1.5 <10-15 loamy sand

6 >7.0 <0.5-1.0 40-65 clay loam/clay

7 <4.5 >10 <10 sand/loamy sand

表-1　土壌吸着性試験における土壌選択のためのガイダンス

Soil type

特集・除草剤と土壌

中村：特集・土壌と除草剤　15

るいは 4 種類の土壌の調査だけでは十
分とはいえない。

そこで筆者らは，除草剤の土壌中で
の挙動に大きく影響する土壌吸着性を
一つの指標ととらえ，この土壌吸着性
の強弱にどの程度振れ幅があるか，そ
してまた特異的な吸着傾向を示す土壌
が存在するかを調査することを目的と
して，全国各地にある植調協会試験地
や道府県の農業研究施設の土壌を収集
し，水稲用ならびに畑作用の数種除草
剤について吸着性を調べた。

吸着試験の方法

収集する際の土壌の採取深は，除草
剤の活性発現に関わっている表層部分
の土壌を対象とするため原則として表
層から 5㎝とした。日本全国から土壌

（道府県の農業研究施設，植調協会試験
地等の土壌）を収集し，代表的な除草
剤の吸着性および土壌の物理化学性を
調べた。この吸着性や土壌の物理化学
性をもとに，基本土壌種（現在，40 種
類）を選抜し，環境中での挙動や効果・
薬害の解析に利用できる除草剤の土壌
吸着性を評価する試験方法を確立した。

選抜した基本土壌種（現在，40 種類）
を用いた土壌吸着性を評価する試験の
方法は，前出の OECD テストガイドラ
インに従った。ただし，供試土壌が 40
種以上と多いため，供試する除草剤の
試験溶液の濃度段階は一濃度のみに限
定して試験を行った。除草剤の試験溶
液の濃度段階を複数濃度に設定して土
壌吸着性試験を実施した場合，その除

草剤の吸着等温線を作成することがで
きる。この除草剤の吸着等温線は必ず
しも直線にはならないことが一般的に
知られている（鍬塚 1981）。このことか
ら判るとおり，土壌吸着係数（Kd）は
ある濃度における吸着性を示すに過ぎ
ないことをこの場で断っておく。

実際の試験方法としては，除草剤を
0.01mol/L 塩化カルシウム溶液に溶か
して一定濃度に調製した試験溶液を作
成し，土壌試料 5g に対して試験溶液
25mL になるように遠心管に量り取っ
た。栓をして吸着平衡時間（予備試験
により決定）に達するまで水平振とう

後，遠心機にて遠心分離した。上澄液
を分取して除草剤の濃度を測定し，土
壌吸着係数（Kd）あるいは土壌吸着定
数（Koc）を計算により求めた。

さらに，供試土壌の物理化学性を調べ，
得られた土壌吸着係数（Kd）と土壌の
物理化学性との相関関係を調べた。土壌
の物理化学性は，粒径組成（粘土，シル
ト，細砂，粗砂），pH（H2O，KCl），有
機炭素含量，陽イオン交換容量およびリ
ン酸吸収係数の 9 項目とした。

また，吸着試験を実施した後の土壌
にヒメタイヌビエなど雑草の催芽種子
を入れ，一定期間後のヒメタイヌビエ

　水稲用除草剤での土壌吸着係数（Kd）の比較の一例
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図 -1　‌水稲用除草剤での土壌吸着係数（Kd）の比較の一例
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の生育量を調査した。この生育量と土
壌吸着の強弱との相関性を調べた。

試験結果

(1) 除草剤の土壌吸着係数（Kd）

土壌吸着係数（Kd）は，その数値が大
きいほど土壌に対する除草剤の吸着が強
く，反対に数値が小さいほど吸着が弱い
ことを意味する。
ある水稲用除草剤を用いて土壌吸着性
を評価した結果の一例を図-1に示した。
土壌吸着係数（Kd）は土壌によって大き

く異なり，最小と最大の土壌では数十倍
の差が認められた。除草剤によって異な
るが，土壌吸着係数（Kd）が最小と最大
の土壌では数十～数百倍の差があった。
数種の除草剤を用いて土壌吸着性を
評価した結果を表 -2 に示した。除草
剤の種類によらず，宮城 A，新潟 A
などの土壌は極端に強い吸着を示し，
沖縄 A，鹿児島 Cなどの土壌は極端
に弱い吸着を示した。このように比較
的多くの除草剤に対して常に強い吸着
を示す土壌，あるいは常に弱い吸着を
示す土壌があることが判ってきた。
一方で，除草剤によって吸着の強弱

が大きく変化する土壌もまた存在する
ことが判ってきた。例えば，三重D土
壌は，除草剤 A，C～ F，H～ K，P
～ Sでは強い吸着性を示すが，除草剤
G，L～Nでは逆に弱い吸着性を示した。
また，薬効薬害試験の結果と照らし合
わせた場合，この土壌吸着性との間に関
連性が示唆されるような土壌が多数認め
られた。圃場試験において除草剤の効果
発現が弱い場所の土壌は，推測どおり土
壌吸着性も極端に強いことが確認できた
ケースもある。さらには，大まかな傾向
としてではあるが除草剤の化学構造が近
いほど土壌に対する吸着の強弱パターン

試料名* A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S

宮城A 43.7 14.7 350 576.7 25.7 63.1 333 30.0 452 18.0 164.4 48.3 158 1131 168 26.0 197.0 2545 6723

三重D 31.9 6.9 624 749.0 33.4 36.5 111 57.3 402 91.3 73.9 9.6 38 210 53 39.2 410.5 13415 3172

秋田A 21.4 7.9 41 184.8 3.8 11.1 191 4.6 261 4.1 58.9 13.6 75 588 86 14.5 16.3 111 3603

三重B 19.1 11.8 25 81.2 3.2 8.7 187 9.0 286 4.4 119.6 40.2 91 590 99 14.1 7.1 35 1051

北海道A 18.6 7.9 81 164.8 4.7 14.1 198 6.2 280 4.0 83.3 23.5 92 587 88 8.7 9.8 86 2934

三重C 18.5 11.3 21 46.8 2.6 8.4 204 13.6 178 4.9 120.9 47.7 102 730 103 10.2 6.2 23 1898

岩手A 17.7 7.3 140 325.1 8.4 18.7 167 9.2 305 9.3 87.9 16.8 66 537 89 14.0 107.0 1675 4376

三重A 17.5 9.8 19 71.7 2.7 7.4 191 8.2 266 4.0 104.8 30.8 80 560 91 11.6 6.7 35 876

茨城C 17.5 7.6 42 63.5 3.4 12.2 221 3.0 180 4.2 81.5 25.9 87 694 90 7.9 5.2 31 4102

岡山B 16.8 9.8 70 91.7 5.9 18.7 263 9.4 130 4.7 135.9 28.7 110 1158 128 9.8 7.1 66 1980

北海道C 16.7 6.5 59 131.4 3.6 11.3 185 4.5 237 3.9 78.8 21.3 83 583 85 8.0 8.3 67 3201

岡山A 16.3 8.0 79 111.0 6.8 20.8 217 10.9 135 4.6 118.1 26.8 95 752 108 8.9 10.0 87 2851

熊本A 16.1 8.7 13 24.6 2.3 8.0 157 6.2 50 4.5 77.5 52.2 74 491 71 6.3 6.1 12 6896

北海道D 15.8 7.1 48 132.3 4.7 15.0 192 4.1 188 4.4 76.1 18.5 72 616 88 10.3 16.6 114 3198

岡山D 15.8 7.9 97 101.9 8.8 28.2 228 7.5 116 4.1 93.8 20.9 84 774 97 7.9 9.0 72 2971

福岡A 15.3 7.9 50 79.7 4.0 14.8 133 9.0 129 4.6 74.6 53.1 78 364 63 6.9 7.2 37 2756

岡山C 15.1 7.7 77 101.1 7.3 24.3 201 5.7 116 3.9 95.8 22.7 84 783 85 7.2 7.6 51 3146

滋賀A 14.8 5.4 68 295.9 3.2 5.9 92 10.2 329 4.1 51.0 11.5 39 271 39 16.1 28.4 204 3426

新潟A 14.1 9.3 175 171.0 10.7 33.2 235 8.9 202 5.9 115.7 33.0 105 847 119 11.1 22.1 181 5851

茨城J 13.8 6.3 31 42.0 2.9 10.6 124 1.6 59 2.7 54.6 17.3 60 416 56 4.8 4.0 21 1516

茨城D 13.6 7.0 24 61.0 2.5 9.1 174 9.4 230 3.2 64.9 24.9 70 540 62 5.8 4.0 21 3671

大分A 12.1 7.2 35 95.9 3.3 9.8 160 15.0 200 3.4 73.1 19.2 61 550 68 8.0 6.6 42 4402

茨城F 11.3 5.6 16 45.8 2.1 7.4 98 9.5 115 2.9 45.0 20.7 49 330 40 4.3 3.7 13 2814

北海道B 11.2 5.1 19 21.7 2.1 7.7 147 2.9 50 2.5 52.1 15.4 54 390 60 4.5 2.7 11 4824

青森B 10.9 7.0 60 45.2 6.8 22.3 211 4.0 78 3.3 103.0 23.6 81 566 99 6.7 4.1 24 2730

秋田B 10.5 5.0 73 240.4 6.4 13.1 139 7.3 293 4.3 45.7 9.0 48 382 57 8.8 21.8 237 1977

北海道E 10 3.9 52 167.5 4.7 12.2 97 4.8 220 4.8 38.3 9.0 35 285 39 7.7 38.7 230 3951

栃木A 10 6.4 6 13.8 1.2 2.8 115 5.8 373 2.6 58.3 17.9 52 401 45 6.1 2.9 7 947

福島B 9.1 5.4 13 54.6 1.4 3.6 122 2.6 289 2.2 52.9 11.3 49 392 57 7.2 4.4 33 1197

鹿児島A 8.8 5.6 32 21.1 2.8 9.2 164 2.1 40 2.5 67.2 14.8 63 415 80 6.1 2.0 14 1813

福井B 8.6 4.8 14 32.6 1.6 5.1 98 6.6 184 2.2 44.8 15.9 48 345 47 4.4 3.1 13 821

福島A 8.5 4.9 37 103.7 2.9 7.5 130 2.9 201 2.6 50.0 10.3 48 393 50 5.8 8.8 77 2367

愛媛A 8.1 3.8 26 36.1 2.6 8.0 91 3.2 87 2.3 39.4 11.0 37 287 37 3.4 3.6 15 2479

三重E 7.6 5.4 7 16.0 1.5 3.1 118 7.3 170 2.1 67.0 19.3 46 359 61 7.3 2.1 10

青森A 7.3 4.4 27 33.4 2.6 7.6 137 2.4 171 2.2 57.8 15.4 43 329 55 4.7 3.1 17 5326

愛媛B 7.3 4.8 18 32.4 1.9 5.8 133 7.0 73 2.4 50.7 13.4 45 360 47 4.6 2.8 16 1556

茨城E 6.9 5.9 26 61.9 2.8 10.3 105 5.0 170 3.9 45.7 29.2 51 314 42 5.0 5.3 21 3788

福井A 5.7 3.3 4 16.5 0.8 1.9 76 3.6 216 1.4 31.6 8.1 34 250 32 3.5 2.3 7 353

広島A 5.7 4.1 16 11.1 1.3 4.1 99 6.6 27 1.9 46.2 10.5 42 364 48 4.0 1.4 9 385

広島Ｂ 5.4 4.0 12 11.5 1.4 4.2 105 6.9 25 1.9 44.0 9.9 41 331 43 3.6 1.6 8 347

茨城H 5.2 3.6 9 26.7 1.0 2.6 78 3.3 256 1.8 28.1 11.3 29 178 28 5.0 2.4 9 1649

茨城I 4.7 2.9 17 37.3 1.3 4.3 62 1.1 94 1.7 26.6 7.1 27 193 27 2.5 3.6 18 1707

石川A 4.6 3.1 25 34.6 2.0 7.0 68 1.6 55 1.2 13.5 5.9 30 259 27 2.0 2.3 10 1957

茨城G 4 2.1 4 20.2 0.9 2.1 100 2.0 203 1.2 16.1 6.6 14 100 14 3.3 1.6 5 2412

鹿児島C 3.8 2.4 13 15.1 1.3 3.8 64 1.5 26 1.6 25.6 7.8 27 206 29 2.8 1.8 8 1883

福島C 3.1 1.9 15 44.3 1.5 6.2 67 1.2 119 1.2 8.4 6.2 9 48 6 1.9 3.0 12 1957

愛媛C 2.8 2.0 18 13.5 2.4 7.5 57 2.7 21 1.2 23.5 5.4 21 170 22 2.0 1.2 6 4620

鹿児島B 2.7 1.6 3 5.6 0.5 1.3 57 0.8 20 0.9 15.3 5.1 14 112 13 1.5 1.4 4 2525

沖縄A 2.4 2.2 3 2.7 0.4 0.9 68 3.0 17 0.8 22.8 5.2 18 144 22 2.4 0.5 3 1081

：上位1～10番目の土壌 ：上位11～20番目の土壌 ：下位1～10番目の土壌 ：下位11～20番目の土壌

*土壌試料の並びは除草剤AのKd値の降順で示した。

表-2　数種除草剤の土壌吸着係数（Kd）表 -2　‌数種除草剤の土壌吸着係数（Kd）
試料名* A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S

宮城A 43.7 14.7 350 576.7 25.7 63.1 333 30.0 452 18.0 164.4 48.3 158 1131 168 26.0 197.0 2545 6723

三重D 31.9 6.9 624 749.0 33.4 36.5 111 57.3 402 91.3 73.9 9.6 38 210 53 39.2 410.5 13415 3172

秋田A 21.4 7.9 41 184.8 3.8 11.1 191 4.6 261 4.1 58.9 13.6 75 588 86 14.5 16.3 111 3603

三重B 19.1 11.8 25 81.2 3.2 8.7 187 9.0 286 4.4 119.6 40.2 91 590 99 14.1 7.1 35 1051

北海道A 18.6 7.9 81 164.8 4.7 14.1 198 6.2 280 4.0 83.3 23.5 92 587 88 8.7 9.8 86 2934

三重C 18.5 11.3 21 46.8 2.6 8.4 204 13.6 178 4.9 120.9 47.7 102 730 103 10.2 6.2 23 1898

岩手A 17.7 7.3 140 325.1 8.4 18.7 167 9.2 305 9.3 87.9 16.8 66 537 89 14.0 107.0 1675 4376

三重A 17.5 9.8 19 71.7 2.7 7.4 191 8.2 266 4.0 104.8 30.8 80 560 91 11.6 6.7 35 876

茨城C 17.5 7.6 42 63.5 3.4 12.2 221 3.0 180 4.2 81.5 25.9 87 694 90 7.9 5.2 31 4102

岡山B 16.8 9.8 70 91.7 5.9 18.7 263 9.4 130 4.7 135.9 28.7 110 1158 128 9.8 7.1 66 1980

北海道C 16.7 6.5 59 131.4 3.6 11.3 185 4.5 237 3.9 78.8 21.3 83 583 85 8.0 8.3 67 3201

岡山A 16.3 8.0 79 111.0 6.8 20.8 217 10.9 135 4.6 118.1 26.8 95 752 108 8.9 10.0 87 2851

熊本A 16.1 8.7 13 24.6 2.3 8.0 157 6.2 50 4.5 77.5 52.2 74 491 71 6.3 6.1 12 6896

北海道D 15.8 7.1 48 132.3 4.7 15.0 192 4.1 188 4.4 76.1 18.5 72 616 88 10.3 16.6 114 3198

岡山D 15.8 7.9 97 101.9 8.8 28.2 228 7.5 116 4.1 93.8 20.9 84 774 97 7.9 9.0 72 2971

福岡A 15.3 7.9 50 79.7 4.0 14.8 133 9.0 129 4.6 74.6 53.1 78 364 63 6.9 7.2 37 2756

岡山C 15.1 7.7 77 101.1 7.3 24.3 201 5.7 116 3.9 95.8 22.7 84 783 85 7.2 7.6 51 3146

滋賀A 14.8 5.4 68 295.9 3.2 5.9 92 10.2 329 4.1 51.0 11.5 39 271 39 16.1 28.4 204 3426

新潟A 14.1 9.3 175 171.0 10.7 33.2 235 8.9 202 5.9 115.7 33.0 105 847 119 11.1 22.1 181 5851

茨城J 13.8 6.3 31 42.0 2.9 10.6 124 1.6 59 2.7 54.6 17.3 60 416 56 4.8 4.0 21 1516

茨城D 13.6 7.0 24 61.0 2.5 9.1 174 9.4 230 3.2 64.9 24.9 70 540 62 5.8 4.0 21 3671

大分A 12.1 7.2 35 95.9 3.3 9.8 160 15.0 200 3.4 73.1 19.2 61 550 68 8.0 6.6 42 4402

茨城F 11.3 5.6 16 45.8 2.1 7.4 98 9.5 115 2.9 45.0 20.7 49 330 40 4.3 3.7 13 2814

北海道B 11.2 5.1 19 21.7 2.1 7.7 147 2.9 50 2.5 52.1 15.4 54 390 60 4.5 2.7 11 4824

青森B 10.9 7.0 60 45.2 6.8 22.3 211 4.0 78 3.3 103.0 23.6 81 566 99 6.7 4.1 24 2730

秋田B 10.5 5.0 73 240.4 6.4 13.1 139 7.3 293 4.3 45.7 9.0 48 382 57 8.8 21.8 237 1977

北海道E 10 3.9 52 167.5 4.7 12.2 97 4.8 220 4.8 38.3 9.0 35 285 39 7.7 38.7 230 3951

栃木A 10 6.4 6 13.8 1.2 2.8 115 5.8 373 2.6 58.3 17.9 52 401 45 6.1 2.9 7 947

福島B 9.1 5.4 13 54.6 1.4 3.6 122 2.6 289 2.2 52.9 11.3 49 392 57 7.2 4.4 33 1197

鹿児島A 8.8 5.6 32 21.1 2.8 9.2 164 2.1 40 2.5 67.2 14.8 63 415 80 6.1 2.0 14 1813

福井B 8.6 4.8 14 32.6 1.6 5.1 98 6.6 184 2.2 44.8 15.9 48 345 47 4.4 3.1 13 821

福島A 8.5 4.9 37 103.7 2.9 7.5 130 2.9 201 2.6 50.0 10.3 48 393 50 5.8 8.8 77 2367

愛媛A 8.1 3.8 26 36.1 2.6 8.0 91 3.2 87 2.3 39.4 11.0 37 287 37 3.4 3.6 15 2479

三重E 7.6 5.4 7 16.0 1.5 3.1 118 7.3 170 2.1 67.0 19.3 46 359 61 7.3 2.1 10

青森A 7.3 4.4 27 33.4 2.6 7.6 137 2.4 171 2.2 57.8 15.4 43 329 55 4.7 3.1 17 5326

愛媛B 7.3 4.8 18 32.4 1.9 5.8 133 7.0 73 2.4 50.7 13.4 45 360 47 4.6 2.8 16 1556

茨城E 6.9 5.9 26 61.9 2.8 10.3 105 5.0 170 3.9 45.7 29.2 51 314 42 5.0 5.3 21 3788

福井A 5.7 3.3 4 16.5 0.8 1.9 76 3.6 216 1.4 31.6 8.1 34 250 32 3.5 2.3 7 353

広島A 5.7 4.1 16 11.1 1.3 4.1 99 6.6 27 1.9 46.2 10.5 42 364 48 4.0 1.4 9 385

広島Ｂ 5.4 4.0 12 11.5 1.4 4.2 105 6.9 25 1.9 44.0 9.9 41 331 43 3.6 1.6 8 347

茨城H 5.2 3.6 9 26.7 1.0 2.6 78 3.3 256 1.8 28.1 11.3 29 178 28 5.0 2.4 9 1649

茨城I 4.7 2.9 17 37.3 1.3 4.3 62 1.1 94 1.7 26.6 7.1 27 193 27 2.5 3.6 18 1707

石川A 4.6 3.1 25 34.6 2.0 7.0 68 1.6 55 1.2 13.5 5.9 30 259 27 2.0 2.3 10 1957

茨城G 4 2.1 4 20.2 0.9 2.1 100 2.0 203 1.2 16.1 6.6 14 100 14 3.3 1.6 5 2412

鹿児島C 3.8 2.4 13 15.1 1.3 3.8 64 1.5 26 1.6 25.6 7.8 27 206 29 2.8 1.8 8 1883

福島C 3.1 1.9 15 44.3 1.5 6.2 67 1.2 119 1.2 8.4 6.2 9 48 6 1.9 3.0 12 1957

愛媛C 2.8 2.0 18 13.5 2.4 7.5 57 2.7 21 1.2 23.5 5.4 21 170 22 2.0 1.2 6 4620

鹿児島B 2.7 1.6 3 5.6 0.5 1.3 57 0.8 20 0.9 15.3 5.1 14 112 13 1.5 1.4 4 2525

沖縄A 2.4 2.2 3 2.7 0.4 0.9 68 3.0 17 0.8 22.8 5.2 18 144 22 2.4 0.5 3 1081

：上位1～10番目の土壌 ：上位11～20番目の土壌 ：下位1～10番目の土壌 ：下位11～20番目の土壌

*土壌試料の並びは除草剤AのKd値の降順で示した。

表-2　数種除草剤の土壌吸着係数（Kd）

試料名* A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S

宮城A 43.7 14.7 350 576.7 25.7 63.1 333 30.0 452 18.0 164.4 48.3 158 1131 168 26.0 197.0 2545 6723

三重D 31.9 6.9 624 749.0 33.4 36.5 111 57.3 402 91.3 73.9 9.6 38 210 53 39.2 410.5 13415 3172

秋田A 21.4 7.9 41 184.8 3.8 11.1 191 4.6 261 4.1 58.9 13.6 75 588 86 14.5 16.3 111 3603

三重B 19.1 11.8 25 81.2 3.2 8.7 187 9.0 286 4.4 119.6 40.2 91 590 99 14.1 7.1 35 1051

北海道A 18.6 7.9 81 164.8 4.7 14.1 198 6.2 280 4.0 83.3 23.5 92 587 88 8.7 9.8 86 2934

三重C 18.5 11.3 21 46.8 2.6 8.4 204 13.6 178 4.9 120.9 47.7 102 730 103 10.2 6.2 23 1898

岩手A 17.7 7.3 140 325.1 8.4 18.7 167 9.2 305 9.3 87.9 16.8 66 537 89 14.0 107.0 1675 4376

三重A 17.5 9.8 19 71.7 2.7 7.4 191 8.2 266 4.0 104.8 30.8 80 560 91 11.6 6.7 35 876

茨城C 17.5 7.6 42 63.5 3.4 12.2 221 3.0 180 4.2 81.5 25.9 87 694 90 7.9 5.2 31 4102

岡山B 16.8 9.8 70 91.7 5.9 18.7 263 9.4 130 4.7 135.9 28.7 110 1158 128 9.8 7.1 66 1980

北海道C 16.7 6.5 59 131.4 3.6 11.3 185 4.5 237 3.9 78.8 21.3 83 583 85 8.0 8.3 67 3201

岡山A 16.3 8.0 79 111.0 6.8 20.8 217 10.9 135 4.6 118.1 26.8 95 752 108 8.9 10.0 87 2851

熊本A 16.1 8.7 13 24.6 2.3 8.0 157 6.2 50 4.5 77.5 52.2 74 491 71 6.3 6.1 12 6896

北海道D 15.8 7.1 48 132.3 4.7 15.0 192 4.1 188 4.4 76.1 18.5 72 616 88 10.3 16.6 114 3198

岡山D 15.8 7.9 97 101.9 8.8 28.2 228 7.5 116 4.1 93.8 20.9 84 774 97 7.9 9.0 72 2971

福岡A 15.3 7.9 50 79.7 4.0 14.8 133 9.0 129 4.6 74.6 53.1 78 364 63 6.9 7.2 37 2756

岡山C 15.1 7.7 77 101.1 7.3 24.3 201 5.7 116 3.9 95.8 22.7 84 783 85 7.2 7.6 51 3146

滋賀A 14.8 5.4 68 295.9 3.2 5.9 92 10.2 329 4.1 51.0 11.5 39 271 39 16.1 28.4 204 3426

新潟A 14.1 9.3 175 171.0 10.7 33.2 235 8.9 202 5.9 115.7 33.0 105 847 119 11.1 22.1 181 5851

茨城J 13.8 6.3 31 42.0 2.9 10.6 124 1.6 59 2.7 54.6 17.3 60 416 56 4.8 4.0 21 1516

茨城D 13.6 7.0 24 61.0 2.5 9.1 174 9.4 230 3.2 64.9 24.9 70 540 62 5.8 4.0 21 3671

大分A 12.1 7.2 35 95.9 3.3 9.8 160 15.0 200 3.4 73.1 19.2 61 550 68 8.0 6.6 42 4402

茨城F 11.3 5.6 16 45.8 2.1 7.4 98 9.5 115 2.9 45.0 20.7 49 330 40 4.3 3.7 13 2814

北海道B 11.2 5.1 19 21.7 2.1 7.7 147 2.9 50 2.5 52.1 15.4 54 390 60 4.5 2.7 11 4824

青森B 10.9 7.0 60 45.2 6.8 22.3 211 4.0 78 3.3 103.0 23.6 81 566 99 6.7 4.1 24 2730

秋田B 10.5 5.0 73 240.4 6.4 13.1 139 7.3 293 4.3 45.7 9.0 48 382 57 8.8 21.8 237 1977

北海道E 10 3.9 52 167.5 4.7 12.2 97 4.8 220 4.8 38.3 9.0 35 285 39 7.7 38.7 230 3951

栃木A 10 6.4 6 13.8 1.2 2.8 115 5.8 373 2.6 58.3 17.9 52 401 45 6.1 2.9 7 947

福島B 9.1 5.4 13 54.6 1.4 3.6 122 2.6 289 2.2 52.9 11.3 49 392 57 7.2 4.4 33 1197

鹿児島A 8.8 5.6 32 21.1 2.8 9.2 164 2.1 40 2.5 67.2 14.8 63 415 80 6.1 2.0 14 1813

福井B 8.6 4.8 14 32.6 1.6 5.1 98 6.6 184 2.2 44.8 15.9 48 345 47 4.4 3.1 13 821

福島A 8.5 4.9 37 103.7 2.9 7.5 130 2.9 201 2.6 50.0 10.3 48 393 50 5.8 8.8 77 2367

愛媛A 8.1 3.8 26 36.1 2.6 8.0 91 3.2 87 2.3 39.4 11.0 37 287 37 3.4 3.6 15 2479

三重E 7.6 5.4 7 16.0 1.5 3.1 118 7.3 170 2.1 67.0 19.3 46 359 61 7.3 2.1 10

青森A 7.3 4.4 27 33.4 2.6 7.6 137 2.4 171 2.2 57.8 15.4 43 329 55 4.7 3.1 17 5326

愛媛B 7.3 4.8 18 32.4 1.9 5.8 133 7.0 73 2.4 50.7 13.4 45 360 47 4.6 2.8 16 1556

茨城E 6.9 5.9 26 61.9 2.8 10.3 105 5.0 170 3.9 45.7 29.2 51 314 42 5.0 5.3 21 3788

福井A 5.7 3.3 4 16.5 0.8 1.9 76 3.6 216 1.4 31.6 8.1 34 250 32 3.5 2.3 7 353

広島A 5.7 4.1 16 11.1 1.3 4.1 99 6.6 27 1.9 46.2 10.5 42 364 48 4.0 1.4 9 385

広島Ｂ 5.4 4.0 12 11.5 1.4 4.2 105 6.9 25 1.9 44.0 9.9 41 331 43 3.6 1.6 8 347

茨城H 5.2 3.6 9 26.7 1.0 2.6 78 3.3 256 1.8 28.1 11.3 29 178 28 5.0 2.4 9 1649

茨城I 4.7 2.9 17 37.3 1.3 4.3 62 1.1 94 1.7 26.6 7.1 27 193 27 2.5 3.6 18 1707

石川A 4.6 3.1 25 34.6 2.0 7.0 68 1.6 55 1.2 13.5 5.9 30 259 27 2.0 2.3 10 1957

茨城G 4 2.1 4 20.2 0.9 2.1 100 2.0 203 1.2 16.1 6.6 14 100 14 3.3 1.6 5 2412

鹿児島C 3.8 2.4 13 15.1 1.3 3.8 64 1.5 26 1.6 25.6 7.8 27 206 29 2.8 1.8 8 1883

福島C 3.1 1.9 15 44.3 1.5 6.2 67 1.2 119 1.2 8.4 6.2 9 48 6 1.9 3.0 12 1957

愛媛C 2.8 2.0 18 13.5 2.4 7.5 57 2.7 21 1.2 23.5 5.4 21 170 22 2.0 1.2 6 4620

鹿児島B 2.7 1.6 3 5.6 0.5 1.3 57 0.8 20 0.9 15.3 5.1 14 112 13 1.5 1.4 4 2525

沖縄A 2.4 2.2 3 2.7 0.4 0.9 68 3.0 17 0.8 22.8 5.2 18 144 22 2.4 0.5 3 1081

：上位1～10番目の土壌 ：上位11～20番目の土壌 ：下位1～10番目の土壌 ：下位11～20番目の土壌

*土壌試料の並びは除草剤AのKd値の降順で示した。

表-2　数種除草剤の土壌吸着係数（Kd）
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の生育量を調査した。この生育量と土
壌吸着の強弱との相関性を調べた。

試験結果

(1) 除草剤の土壌吸着係数（Kd）

土壌吸着係数（Kd）は，その数値が大
きいほど土壌に対する除草剤の吸着が強
く，反対に数値が小さいほど吸着が弱い
ことを意味する。
ある水稲用除草剤を用いて土壌吸着性
を評価した結果の一例を図-1に示した。
土壌吸着係数（Kd）は土壌によって大き

く異なり，最小と最大の土壌では数十倍
の差が認められた。除草剤によって異な
るが，土壌吸着係数（Kd）が最小と最大
の土壌では数十～数百倍の差があった。
数種の除草剤を用いて土壌吸着性を
評価した結果を表 -2 に示した。除草
剤の種類によらず，宮城 A，新潟 A
などの土壌は極端に強い吸着を示し，
沖縄 A，鹿児島 Cなどの土壌は極端
に弱い吸着を示した。このように比較
的多くの除草剤に対して常に強い吸着
を示す土壌，あるいは常に弱い吸着を
示す土壌があることが判ってきた。
一方で，除草剤によって吸着の強弱

が大きく変化する土壌もまた存在する
ことが判ってきた。例えば，三重D土
壌は，除草剤 A，C～ F，H～ K，P
～ Sでは強い吸着性を示すが，除草剤
G，L～Nでは逆に弱い吸着性を示した。
また，薬効薬害試験の結果と照らし合
わせた場合，この土壌吸着性との間に関
連性が示唆されるような土壌が多数認め
られた。圃場試験において除草剤の効果
発現が弱い場所の土壌は，推測どおり土
壌吸着性も極端に強いことが確認できた
ケースもある。さらには，大まかな傾向
としてではあるが除草剤の化学構造が近
いほど土壌に対する吸着の強弱パターン

試料名* A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S

宮城A 43.7 14.7 350 576.7 25.7 63.1 333 30.0 452 18.0 164.4 48.3 158 1131 168 26.0 197.0 2545 6723

三重D 31.9 6.9 624 749.0 33.4 36.5 111 57.3 402 91.3 73.9 9.6 38 210 53 39.2 410.5 13415 3172

秋田A 21.4 7.9 41 184.8 3.8 11.1 191 4.6 261 4.1 58.9 13.6 75 588 86 14.5 16.3 111 3603

三重B 19.1 11.8 25 81.2 3.2 8.7 187 9.0 286 4.4 119.6 40.2 91 590 99 14.1 7.1 35 1051

北海道A 18.6 7.9 81 164.8 4.7 14.1 198 6.2 280 4.0 83.3 23.5 92 587 88 8.7 9.8 86 2934

三重C 18.5 11.3 21 46.8 2.6 8.4 204 13.6 178 4.9 120.9 47.7 102 730 103 10.2 6.2 23 1898

岩手A 17.7 7.3 140 325.1 8.4 18.7 167 9.2 305 9.3 87.9 16.8 66 537 89 14.0 107.0 1675 4376

三重A 17.5 9.8 19 71.7 2.7 7.4 191 8.2 266 4.0 104.8 30.8 80 560 91 11.6 6.7 35 876

茨城C 17.5 7.6 42 63.5 3.4 12.2 221 3.0 180 4.2 81.5 25.9 87 694 90 7.9 5.2 31 4102

岡山B 16.8 9.8 70 91.7 5.9 18.7 263 9.4 130 4.7 135.9 28.7 110 1158 128 9.8 7.1 66 1980

北海道C 16.7 6.5 59 131.4 3.6 11.3 185 4.5 237 3.9 78.8 21.3 83 583 85 8.0 8.3 67 3201

岡山A 16.3 8.0 79 111.0 6.8 20.8 217 10.9 135 4.6 118.1 26.8 95 752 108 8.9 10.0 87 2851

熊本A 16.1 8.7 13 24.6 2.3 8.0 157 6.2 50 4.5 77.5 52.2 74 491 71 6.3 6.1 12 6896

北海道D 15.8 7.1 48 132.3 4.7 15.0 192 4.1 188 4.4 76.1 18.5 72 616 88 10.3 16.6 114 3198

岡山D 15.8 7.9 97 101.9 8.8 28.2 228 7.5 116 4.1 93.8 20.9 84 774 97 7.9 9.0 72 2971

福岡A 15.3 7.9 50 79.7 4.0 14.8 133 9.0 129 4.6 74.6 53.1 78 364 63 6.9 7.2 37 2756

岡山C 15.1 7.7 77 101.1 7.3 24.3 201 5.7 116 3.9 95.8 22.7 84 783 85 7.2 7.6 51 3146

滋賀A 14.8 5.4 68 295.9 3.2 5.9 92 10.2 329 4.1 51.0 11.5 39 271 39 16.1 28.4 204 3426

新潟A 14.1 9.3 175 171.0 10.7 33.2 235 8.9 202 5.9 115.7 33.0 105 847 119 11.1 22.1 181 5851

茨城J 13.8 6.3 31 42.0 2.9 10.6 124 1.6 59 2.7 54.6 17.3 60 416 56 4.8 4.0 21 1516

茨城D 13.6 7.0 24 61.0 2.5 9.1 174 9.4 230 3.2 64.9 24.9 70 540 62 5.8 4.0 21 3671

大分A 12.1 7.2 35 95.9 3.3 9.8 160 15.0 200 3.4 73.1 19.2 61 550 68 8.0 6.6 42 4402

茨城F 11.3 5.6 16 45.8 2.1 7.4 98 9.5 115 2.9 45.0 20.7 49 330 40 4.3 3.7 13 2814

北海道B 11.2 5.1 19 21.7 2.1 7.7 147 2.9 50 2.5 52.1 15.4 54 390 60 4.5 2.7 11 4824

青森B 10.9 7.0 60 45.2 6.8 22.3 211 4.0 78 3.3 103.0 23.6 81 566 99 6.7 4.1 24 2730

秋田B 10.5 5.0 73 240.4 6.4 13.1 139 7.3 293 4.3 45.7 9.0 48 382 57 8.8 21.8 237 1977

北海道E 10 3.9 52 167.5 4.7 12.2 97 4.8 220 4.8 38.3 9.0 35 285 39 7.7 38.7 230 3951

栃木A 10 6.4 6 13.8 1.2 2.8 115 5.8 373 2.6 58.3 17.9 52 401 45 6.1 2.9 7 947

福島B 9.1 5.4 13 54.6 1.4 3.6 122 2.6 289 2.2 52.9 11.3 49 392 57 7.2 4.4 33 1197

鹿児島A 8.8 5.6 32 21.1 2.8 9.2 164 2.1 40 2.5 67.2 14.8 63 415 80 6.1 2.0 14 1813

福井B 8.6 4.8 14 32.6 1.6 5.1 98 6.6 184 2.2 44.8 15.9 48 345 47 4.4 3.1 13 821

福島A 8.5 4.9 37 103.7 2.9 7.5 130 2.9 201 2.6 50.0 10.3 48 393 50 5.8 8.8 77 2367

愛媛A 8.1 3.8 26 36.1 2.6 8.0 91 3.2 87 2.3 39.4 11.0 37 287 37 3.4 3.6 15 2479

三重E 7.6 5.4 7 16.0 1.5 3.1 118 7.3 170 2.1 67.0 19.3 46 359 61 7.3 2.1 10

青森A 7.3 4.4 27 33.4 2.6 7.6 137 2.4 171 2.2 57.8 15.4 43 329 55 4.7 3.1 17 5326

愛媛B 7.3 4.8 18 32.4 1.9 5.8 133 7.0 73 2.4 50.7 13.4 45 360 47 4.6 2.8 16 1556

茨城E 6.9 5.9 26 61.9 2.8 10.3 105 5.0 170 3.9 45.7 29.2 51 314 42 5.0 5.3 21 3788

福井A 5.7 3.3 4 16.5 0.8 1.9 76 3.6 216 1.4 31.6 8.1 34 250 32 3.5 2.3 7 353

広島A 5.7 4.1 16 11.1 1.3 4.1 99 6.6 27 1.9 46.2 10.5 42 364 48 4.0 1.4 9 385

広島Ｂ 5.4 4.0 12 11.5 1.4 4.2 105 6.9 25 1.9 44.0 9.9 41 331 43 3.6 1.6 8 347

茨城H 5.2 3.6 9 26.7 1.0 2.6 78 3.3 256 1.8 28.1 11.3 29 178 28 5.0 2.4 9 1649

茨城I 4.7 2.9 17 37.3 1.3 4.3 62 1.1 94 1.7 26.6 7.1 27 193 27 2.5 3.6 18 1707

石川A 4.6 3.1 25 34.6 2.0 7.0 68 1.6 55 1.2 13.5 5.9 30 259 27 2.0 2.3 10 1957

茨城G 4 2.1 4 20.2 0.9 2.1 100 2.0 203 1.2 16.1 6.6 14 100 14 3.3 1.6 5 2412

鹿児島C 3.8 2.4 13 15.1 1.3 3.8 64 1.5 26 1.6 25.6 7.8 27 206 29 2.8 1.8 8 1883

福島C 3.1 1.9 15 44.3 1.5 6.2 67 1.2 119 1.2 8.4 6.2 9 48 6 1.9 3.0 12 1957

愛媛C 2.8 2.0 18 13.5 2.4 7.5 57 2.7 21 1.2 23.5 5.4 21 170 22 2.0 1.2 6 4620

鹿児島B 2.7 1.6 3 5.6 0.5 1.3 57 0.8 20 0.9 15.3 5.1 14 112 13 1.5 1.4 4 2525

沖縄A 2.4 2.2 3 2.7 0.4 0.9 68 3.0 17 0.8 22.8 5.2 18 144 22 2.4 0.5 3 1081

：上位1～10番目の土壌 ：上位11～20番目の土壌 ：下位1～10番目の土壌 ：下位11～20番目の土壌

*土壌試料の並びは除草剤AのKd値の降順で示した。

表-2　数種除草剤の土壌吸着係数（Kd）表 -2　‌数種除草剤の土壌吸着係数（Kd）
試料名* A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S

宮城A 43.7 14.7 350 576.7 25.7 63.1 333 30.0 452 18.0 164.4 48.3 158 1131 168 26.0 197.0 2545 6723

三重D 31.9 6.9 624 749.0 33.4 36.5 111 57.3 402 91.3 73.9 9.6 38 210 53 39.2 410.5 13415 3172

秋田A 21.4 7.9 41 184.8 3.8 11.1 191 4.6 261 4.1 58.9 13.6 75 588 86 14.5 16.3 111 3603

三重B 19.1 11.8 25 81.2 3.2 8.7 187 9.0 286 4.4 119.6 40.2 91 590 99 14.1 7.1 35 1051

北海道A 18.6 7.9 81 164.8 4.7 14.1 198 6.2 280 4.0 83.3 23.5 92 587 88 8.7 9.8 86 2934

三重C 18.5 11.3 21 46.8 2.6 8.4 204 13.6 178 4.9 120.9 47.7 102 730 103 10.2 6.2 23 1898

岩手A 17.7 7.3 140 325.1 8.4 18.7 167 9.2 305 9.3 87.9 16.8 66 537 89 14.0 107.0 1675 4376

三重A 17.5 9.8 19 71.7 2.7 7.4 191 8.2 266 4.0 104.8 30.8 80 560 91 11.6 6.7 35 876

茨城C 17.5 7.6 42 63.5 3.4 12.2 221 3.0 180 4.2 81.5 25.9 87 694 90 7.9 5.2 31 4102

岡山B 16.8 9.8 70 91.7 5.9 18.7 263 9.4 130 4.7 135.9 28.7 110 1158 128 9.8 7.1 66 1980

北海道C 16.7 6.5 59 131.4 3.6 11.3 185 4.5 237 3.9 78.8 21.3 83 583 85 8.0 8.3 67 3201

岡山A 16.3 8.0 79 111.0 6.8 20.8 217 10.9 135 4.6 118.1 26.8 95 752 108 8.9 10.0 87 2851

熊本A 16.1 8.7 13 24.6 2.3 8.0 157 6.2 50 4.5 77.5 52.2 74 491 71 6.3 6.1 12 6896

北海道D 15.8 7.1 48 132.3 4.7 15.0 192 4.1 188 4.4 76.1 18.5 72 616 88 10.3 16.6 114 3198

岡山D 15.8 7.9 97 101.9 8.8 28.2 228 7.5 116 4.1 93.8 20.9 84 774 97 7.9 9.0 72 2971

福岡A 15.3 7.9 50 79.7 4.0 14.8 133 9.0 129 4.6 74.6 53.1 78 364 63 6.9 7.2 37 2756

岡山C 15.1 7.7 77 101.1 7.3 24.3 201 5.7 116 3.9 95.8 22.7 84 783 85 7.2 7.6 51 3146

滋賀A 14.8 5.4 68 295.9 3.2 5.9 92 10.2 329 4.1 51.0 11.5 39 271 39 16.1 28.4 204 3426

新潟A 14.1 9.3 175 171.0 10.7 33.2 235 8.9 202 5.9 115.7 33.0 105 847 119 11.1 22.1 181 5851

茨城J 13.8 6.3 31 42.0 2.9 10.6 124 1.6 59 2.7 54.6 17.3 60 416 56 4.8 4.0 21 1516

茨城D 13.6 7.0 24 61.0 2.5 9.1 174 9.4 230 3.2 64.9 24.9 70 540 62 5.8 4.0 21 3671

大分A 12.1 7.2 35 95.9 3.3 9.8 160 15.0 200 3.4 73.1 19.2 61 550 68 8.0 6.6 42 4402

茨城F 11.3 5.6 16 45.8 2.1 7.4 98 9.5 115 2.9 45.0 20.7 49 330 40 4.3 3.7 13 2814

北海道B 11.2 5.1 19 21.7 2.1 7.7 147 2.9 50 2.5 52.1 15.4 54 390 60 4.5 2.7 11 4824

青森B 10.9 7.0 60 45.2 6.8 22.3 211 4.0 78 3.3 103.0 23.6 81 566 99 6.7 4.1 24 2730

秋田B 10.5 5.0 73 240.4 6.4 13.1 139 7.3 293 4.3 45.7 9.0 48 382 57 8.8 21.8 237 1977

北海道E 10 3.9 52 167.5 4.7 12.2 97 4.8 220 4.8 38.3 9.0 35 285 39 7.7 38.7 230 3951

栃木A 10 6.4 6 13.8 1.2 2.8 115 5.8 373 2.6 58.3 17.9 52 401 45 6.1 2.9 7 947

福島B 9.1 5.4 13 54.6 1.4 3.6 122 2.6 289 2.2 52.9 11.3 49 392 57 7.2 4.4 33 1197

鹿児島A 8.8 5.6 32 21.1 2.8 9.2 164 2.1 40 2.5 67.2 14.8 63 415 80 6.1 2.0 14 1813

福井B 8.6 4.8 14 32.6 1.6 5.1 98 6.6 184 2.2 44.8 15.9 48 345 47 4.4 3.1 13 821

福島A 8.5 4.9 37 103.7 2.9 7.5 130 2.9 201 2.6 50.0 10.3 48 393 50 5.8 8.8 77 2367

愛媛A 8.1 3.8 26 36.1 2.6 8.0 91 3.2 87 2.3 39.4 11.0 37 287 37 3.4 3.6 15 2479

三重E 7.6 5.4 7 16.0 1.5 3.1 118 7.3 170 2.1 67.0 19.3 46 359 61 7.3 2.1 10

青森A 7.3 4.4 27 33.4 2.6 7.6 137 2.4 171 2.2 57.8 15.4 43 329 55 4.7 3.1 17 5326

愛媛B 7.3 4.8 18 32.4 1.9 5.8 133 7.0 73 2.4 50.7 13.4 45 360 47 4.6 2.8 16 1556

茨城E 6.9 5.9 26 61.9 2.8 10.3 105 5.0 170 3.9 45.7 29.2 51 314 42 5.0 5.3 21 3788

福井A 5.7 3.3 4 16.5 0.8 1.9 76 3.6 216 1.4 31.6 8.1 34 250 32 3.5 2.3 7 353

広島A 5.7 4.1 16 11.1 1.3 4.1 99 6.6 27 1.9 46.2 10.5 42 364 48 4.0 1.4 9 385

広島Ｂ 5.4 4.0 12 11.5 1.4 4.2 105 6.9 25 1.9 44.0 9.9 41 331 43 3.6 1.6 8 347

茨城H 5.2 3.6 9 26.7 1.0 2.6 78 3.3 256 1.8 28.1 11.3 29 178 28 5.0 2.4 9 1649

茨城I 4.7 2.9 17 37.3 1.3 4.3 62 1.1 94 1.7 26.6 7.1 27 193 27 2.5 3.6 18 1707

石川A 4.6 3.1 25 34.6 2.0 7.0 68 1.6 55 1.2 13.5 5.9 30 259 27 2.0 2.3 10 1957

茨城G 4 2.1 4 20.2 0.9 2.1 100 2.0 203 1.2 16.1 6.6 14 100 14 3.3 1.6 5 2412

鹿児島C 3.8 2.4 13 15.1 1.3 3.8 64 1.5 26 1.6 25.6 7.8 27 206 29 2.8 1.8 8 1883

福島C 3.1 1.9 15 44.3 1.5 6.2 67 1.2 119 1.2 8.4 6.2 9 48 6 1.9 3.0 12 1957

愛媛C 2.8 2.0 18 13.5 2.4 7.5 57 2.7 21 1.2 23.5 5.4 21 170 22 2.0 1.2 6 4620

鹿児島B 2.7 1.6 3 5.6 0.5 1.3 57 0.8 20 0.9 15.3 5.1 14 112 13 1.5 1.4 4 2525

沖縄A 2.4 2.2 3 2.7 0.4 0.9 68 3.0 17 0.8 22.8 5.2 18 144 22 2.4 0.5 3 1081

：上位1～10番目の土壌 ：上位11～20番目の土壌 ：下位1～10番目の土壌 ：下位11～20番目の土壌

*土壌試料の並びは除草剤AのKd値の降順で示した。

表-2　数種除草剤の土壌吸着係数（Kd）

試料名* A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S

宮城A 43.7 14.7 350 576.7 25.7 63.1 333 30.0 452 18.0 164.4 48.3 158 1131 168 26.0 197.0 2545 6723

三重D 31.9 6.9 624 749.0 33.4 36.5 111 57.3 402 91.3 73.9 9.6 38 210 53 39.2 410.5 13415 3172

秋田A 21.4 7.9 41 184.8 3.8 11.1 191 4.6 261 4.1 58.9 13.6 75 588 86 14.5 16.3 111 3603

三重B 19.1 11.8 25 81.2 3.2 8.7 187 9.0 286 4.4 119.6 40.2 91 590 99 14.1 7.1 35 1051

北海道A 18.6 7.9 81 164.8 4.7 14.1 198 6.2 280 4.0 83.3 23.5 92 587 88 8.7 9.8 86 2934

三重C 18.5 11.3 21 46.8 2.6 8.4 204 13.6 178 4.9 120.9 47.7 102 730 103 10.2 6.2 23 1898

岩手A 17.7 7.3 140 325.1 8.4 18.7 167 9.2 305 9.3 87.9 16.8 66 537 89 14.0 107.0 1675 4376

三重A 17.5 9.8 19 71.7 2.7 7.4 191 8.2 266 4.0 104.8 30.8 80 560 91 11.6 6.7 35 876

茨城C 17.5 7.6 42 63.5 3.4 12.2 221 3.0 180 4.2 81.5 25.9 87 694 90 7.9 5.2 31 4102

岡山B 16.8 9.8 70 91.7 5.9 18.7 263 9.4 130 4.7 135.9 28.7 110 1158 128 9.8 7.1 66 1980

北海道C 16.7 6.5 59 131.4 3.6 11.3 185 4.5 237 3.9 78.8 21.3 83 583 85 8.0 8.3 67 3201

岡山A 16.3 8.0 79 111.0 6.8 20.8 217 10.9 135 4.6 118.1 26.8 95 752 108 8.9 10.0 87 2851

熊本A 16.1 8.7 13 24.6 2.3 8.0 157 6.2 50 4.5 77.5 52.2 74 491 71 6.3 6.1 12 6896

北海道D 15.8 7.1 48 132.3 4.7 15.0 192 4.1 188 4.4 76.1 18.5 72 616 88 10.3 16.6 114 3198

岡山D 15.8 7.9 97 101.9 8.8 28.2 228 7.5 116 4.1 93.8 20.9 84 774 97 7.9 9.0 72 2971

福岡A 15.3 7.9 50 79.7 4.0 14.8 133 9.0 129 4.6 74.6 53.1 78 364 63 6.9 7.2 37 2756

岡山C 15.1 7.7 77 101.1 7.3 24.3 201 5.7 116 3.9 95.8 22.7 84 783 85 7.2 7.6 51 3146

滋賀A 14.8 5.4 68 295.9 3.2 5.9 92 10.2 329 4.1 51.0 11.5 39 271 39 16.1 28.4 204 3426

新潟A 14.1 9.3 175 171.0 10.7 33.2 235 8.9 202 5.9 115.7 33.0 105 847 119 11.1 22.1 181 5851

茨城J 13.8 6.3 31 42.0 2.9 10.6 124 1.6 59 2.7 54.6 17.3 60 416 56 4.8 4.0 21 1516

茨城D 13.6 7.0 24 61.0 2.5 9.1 174 9.4 230 3.2 64.9 24.9 70 540 62 5.8 4.0 21 3671

大分A 12.1 7.2 35 95.9 3.3 9.8 160 15.0 200 3.4 73.1 19.2 61 550 68 8.0 6.6 42 4402

茨城F 11.3 5.6 16 45.8 2.1 7.4 98 9.5 115 2.9 45.0 20.7 49 330 40 4.3 3.7 13 2814

北海道B 11.2 5.1 19 21.7 2.1 7.7 147 2.9 50 2.5 52.1 15.4 54 390 60 4.5 2.7 11 4824

青森B 10.9 7.0 60 45.2 6.8 22.3 211 4.0 78 3.3 103.0 23.6 81 566 99 6.7 4.1 24 2730

秋田B 10.5 5.0 73 240.4 6.4 13.1 139 7.3 293 4.3 45.7 9.0 48 382 57 8.8 21.8 237 1977

北海道E 10 3.9 52 167.5 4.7 12.2 97 4.8 220 4.8 38.3 9.0 35 285 39 7.7 38.7 230 3951

栃木A 10 6.4 6 13.8 1.2 2.8 115 5.8 373 2.6 58.3 17.9 52 401 45 6.1 2.9 7 947

福島B 9.1 5.4 13 54.6 1.4 3.6 122 2.6 289 2.2 52.9 11.3 49 392 57 7.2 4.4 33 1197

鹿児島A 8.8 5.6 32 21.1 2.8 9.2 164 2.1 40 2.5 67.2 14.8 63 415 80 6.1 2.0 14 1813

福井B 8.6 4.8 14 32.6 1.6 5.1 98 6.6 184 2.2 44.8 15.9 48 345 47 4.4 3.1 13 821

福島A 8.5 4.9 37 103.7 2.9 7.5 130 2.9 201 2.6 50.0 10.3 48 393 50 5.8 8.8 77 2367

愛媛A 8.1 3.8 26 36.1 2.6 8.0 91 3.2 87 2.3 39.4 11.0 37 287 37 3.4 3.6 15 2479

三重E 7.6 5.4 7 16.0 1.5 3.1 118 7.3 170 2.1 67.0 19.3 46 359 61 7.3 2.1 10

青森A 7.3 4.4 27 33.4 2.6 7.6 137 2.4 171 2.2 57.8 15.4 43 329 55 4.7 3.1 17 5326

愛媛B 7.3 4.8 18 32.4 1.9 5.8 133 7.0 73 2.4 50.7 13.4 45 360 47 4.6 2.8 16 1556

茨城E 6.9 5.9 26 61.9 2.8 10.3 105 5.0 170 3.9 45.7 29.2 51 314 42 5.0 5.3 21 3788

福井A 5.7 3.3 4 16.5 0.8 1.9 76 3.6 216 1.4 31.6 8.1 34 250 32 3.5 2.3 7 353

広島A 5.7 4.1 16 11.1 1.3 4.1 99 6.6 27 1.9 46.2 10.5 42 364 48 4.0 1.4 9 385

広島Ｂ 5.4 4.0 12 11.5 1.4 4.2 105 6.9 25 1.9 44.0 9.9 41 331 43 3.6 1.6 8 347

茨城H 5.2 3.6 9 26.7 1.0 2.6 78 3.3 256 1.8 28.1 11.3 29 178 28 5.0 2.4 9 1649

茨城I 4.7 2.9 17 37.3 1.3 4.3 62 1.1 94 1.7 26.6 7.1 27 193 27 2.5 3.6 18 1707

石川A 4.6 3.1 25 34.6 2.0 7.0 68 1.6 55 1.2 13.5 5.9 30 259 27 2.0 2.3 10 1957

茨城G 4 2.1 4 20.2 0.9 2.1 100 2.0 203 1.2 16.1 6.6 14 100 14 3.3 1.6 5 2412

鹿児島C 3.8 2.4 13 15.1 1.3 3.8 64 1.5 26 1.6 25.6 7.8 27 206 29 2.8 1.8 8 1883

福島C 3.1 1.9 15 44.3 1.5 6.2 67 1.2 119 1.2 8.4 6.2 9 48 6 1.9 3.0 12 1957

愛媛C 2.8 2.0 18 13.5 2.4 7.5 57 2.7 21 1.2 23.5 5.4 21 170 22 2.0 1.2 6 4620

鹿児島B 2.7 1.6 3 5.6 0.5 1.3 57 0.8 20 0.9 15.3 5.1 14 112 13 1.5 1.4 4 2525

沖縄A 2.4 2.2 3 2.7 0.4 0.9 68 3.0 17 0.8 22.8 5.2 18 144 22 2.4 0.5 3 1081

：上位1～10番目の土壌 ：上位11～20番目の土壌 ：下位1～10番目の土壌 ：下位11～20番目の土壌

*土壌試料の並びは除草剤AのKd値の降順で示した。

表-2　数種除草剤の土壌吸着係数（Kd）
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が似ていることが判ってきた。

(2) 土壌の物理化学性と土壌吸着係
数との相関関係

図 -2 は土壌吸着係数（Kd）と有機
炭素含量との相関関係を除草剤 G と
除草剤 I で比較した例である。除草剤
G では，有機炭素含量と土壌吸着係数

（Kd）の相関関係は R2 ＝ 0.708 とな
り，正の相関関係（有機炭素含量が高
いほど吸着が強くなる傾向）が認めら
れたが，一方の除草剤 I では相関関係
は認められなかった。このように土
壌の物理化学性と土壌吸着係数（Kd）
との相関関係は除草剤によって大きく
異なり，除草剤 G の例のように相関
関係を検討していく中で除草剤の吸着
特性が顕著に認められる場合がある。

(3) 雑草の生育量と土壌吸着の強弱
との関係

土壌吸着係数 (Kd) の異なる土壌を
数種選び，土壌吸着試験と同様に被験

物質を添加して 20 時間吸着振とうし
たものにヒメタイヌビエ催芽種子を投
入して生育抑制効果を比較した。その
結果，土壌吸着係数（Kd）の大きい
土壌ほどヒメタイヌビエの平均茎葉
長も大きくなる傾向が見られた（図
-3）。ヒメタイヌビエの平均茎葉長と
土壌吸着係数（Kd）の相関係数は R2

＝ 0.897 であり，有意な相関関係（吸
着が強いほど効果が弱くなる傾向）が
認められた（図 -4）。

おわりに

当協会では，この土壌吸着性試験を
農薬会社から受託し，非公開試験とし
て実施している。この場合，希望があ
れば基本土壌種以外の土壌についても
一緒に評価することが可能である。こ
の土壌吸着性試験は，試験圃場から得
られる効果発現や薬害発生の結果に対
して土壌吸着性の観点から考察するた
めの有効な手段の一つであり，除草剤

の開発あるいは普及の過程で非常に役
立つ情報の一つであると考えている。
土壌吸着性試験の基本土壌 40 種は，強
い吸着を示す土壌，逆に弱い吸着を示
す土壌，あるいは除草剤によって吸着
の強弱が変化する土壌を含み，土壌の
物理化学性も考慮し，日本各地の試験
圃場の土壌吸着性を把握できるように
選抜してある。今後も継続して日本各
地から土壌を収集して，保有する土壌
の種類を増やし，必要に応じて基本土
壌種の見直しも行っていく予定である。
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図 -2　除草剤の土壌吸着係数（Kd）と有機炭素含量との相関関係の違い

図 -3　‌‌ヒメタイヌビエに対する生育抑制効果の比較試験結果
左から，塩化カルシウム溶液，除草剤試験溶液，土壌吸着係数大→小の
土壌

図 -4　‌‌‌ヒメタイヌビエの平均茎葉長と除草剤の土壌吸着係数（Kd）
の相関関係
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図-4　ヒメタイヌビエの平均茎葉長と除草剤の土壌吸着係数（Kd）の相関関係
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図-4　ヒメタイヌビエの平均茎葉長と除草剤の土壌吸着係数（Kd）の相関関係

y = 0.121 x + 1.360 
R² = 0.897 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

0 10 20 30 40 50

平
均

茎
葉

長
（

cm
）

Kd



36218　植調　Vol.49, No.11(2016)

はじめに

栃 木 県（ 以 下， 本 県 ） は 耕 地 面
積 124,500ha に 対 し， 水 田 面 積 が
97,100ha と水田率が 78.0％を占め，
全国の平均の 54.4%，関東地方平均
の 57.6％に比べ水田の割合が高い。
また，水田の乾田率は 81.8% で，全
国 59.6%，関東 56.5% を大きく上回っ
ている。

本県における農耕地の土壌は，昭和
34 ～ 51 年度にわたって実施された
地力保全基本調査における農耕地の土
壌分類調査結果によれば，県内の水田
土壌の 52.9％，畑土壌の 82.3% を黒
ボク土が占めている（図 -1）。（栃木
県農作物施肥基準　平成 18 年 3 月）

以上のように，本県の農耕地は①水
田の割合が高い，②乾田率が高い，③
黒ボク土が多い，という特徴がある。
また，本県稲作においては，県北から
県中部が 5 月連休移植を中心とする
早植地帯（一毛田），県中部の一部か
ら県南部は麦跡の 6 月中旬移植を中
心とする普通植地帯（二毛田）となっ
ており，早植地帯の水田土壌は，表層
腐植質多湿黒ボク土を中心とする黒ボ
ク土が過半を占めている。

本県の除草剤に係る現状

（1）現地における水稲除草剤の使
用実態

本県の平成 25 年における水田除草

剤使用の実態は表 -1 のとおりで，初
期除草剤の利用割合が使用延面積の
46.1％を占めており，体系処理によ
る除草体系が多いことが大きな特徴と
して挙げられる（日植調 2013）。こ
れは，関東近県と比べても割合が高
く，本県におけるスルホニルウレア系

（SU）抵抗性雑草の出現が近県より遅
かったことが要因の一つと推察される。

もう一つの特徴として，一発処理剤
の 2 回処理が多いことが挙げられる。
これは，本県農業者が雑草の発生に対
し強い関心を持っており，コストが割
高になろうとも，雑草の発生を高い水

栃木県農政部
経営技術課技術指導班

（農業革新支援センター　農業革新支援専門員）

岡田　真

栃木県における黒ボク土での
水田除草剤の普及

特集・除草剤と土壌

図 -1　水稲区分図
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岡田：特集・除草剤と土壌　19

準で抑えたいという意識が高いものと考
えられ，病虫害と同様またはそれ以上
に雑草の発生を気にする，嫌悪感に近
い心理が働いているものと推察される。
また，除草効果同様に薬害の発生を
気にすることから，最近登録数が拡大
している田植同時処理剤の普及が他県
に比べて進んでいないことも特徴とし
て挙げられる。
一方で，減農薬，有機栽培に関心の
高い農業者も多く，環境負荷の少ない
農業が拡大・推進されていること，担
い手の減少や高齢化により，水田除草
剤の使用形態も体系除草剤から一発処
理除草剤へ，成分数もより少ないもの
へ変化し，近県の使用形態に近づきつ
つあることも最近の傾向である。

（2）試験研究機関，普及組織

本県水田では，黒ボク土に殺草効果
の高い除草剤を移植後 3～ 5 日に処

理を行うと，水稲に生育抑制（薬害）
が発生しやすい地域がある。本県農業
試験場（以下，農試）では，黒ボク土
における水稲除草剤の薬害に注目し，
各種試験が実施されている。
福島・山口（1977）によると，一
発処理剤の多くに含まれる，酸アミド
系除草剤の土壌群別の水稲に対する生
育抑制程度は，多湿黒ボク土で大きい
（図 -2）。その原因は，多湿黒ボク土
は仮比重が軽いため代かき後の土壌の
沈降が遅いことから移植後の早い時期
に除草剤を処理すると，除草剤が土壌
中を移動して水稲の茎葉基部あるいは
根に接触しやすく，水稲に対して薬害
が発生しやすいことにある（図 -3）。
農試ではその他にも，継続して新剤
の特性把握と黒ボク土壌でも薬害の少
ない除草剤の選抜に取り組んでいる。
一方，現地では，地域普及センター
において，水田除草剤の展示ほ場が毎

年設置され，散布方法や時期，草種・
土壌等に応じた現地適用性の確認が行
われている。
本県では，農試による適用性試験，
地域普及センターでの除草剤試験の結
果を踏まえ，「農作物等病害虫雑草防
除指針」を毎年作成している。指針に
は，登録内容の他，剤型や散布時期ご
との留意点，雑草種毎の効果，周辺ほ
場等への飛散防止等，散布上の留意点
等，除草剤に係る情報を掲載している。

今後の方向性

　水田除草剤を取り巻く環境は，大
きく変化している。近年，除草剤処理
体系が体系処理から一発処理剤体系へ
と変化し，大規模農家においても田植
え同時処理が普及している。水田担い
手の大規模化，高齢化により残草の手
取り除草も困難となっており，難防除
雑草が増加している状況にある。
稲作経営においては省力・低コスト
化が進められており，除草剤の散布回
数，総使用成分数が減少する傾向が高
まっている。今まで以上に薬害を含む
使用効果，成分数，使用方法等に関す
る情報の提供が求められている。
また，農薬ラベルについては，適用
表から「適用土壌」と「適用地域」の
記載がなくなり，簡略化されている。
黒ボク土での除草剤利用は，薬害の発
生を念頭に置くことが必要であり，今
後は，土壌条件，担い手の現況等を加
味し，今まで以上に試験研究機関，指
導機関，メーカー間の連携・情報の共

表1-1　除草剤の使用状況(H25) 表1-2　近県の状況(H25)

使用面積(ha) 割合(%) 県名 初期剤使用割合(%)

一発処理剤 29,441 茨城県 23.6

初期剤 67,556 46.1 群馬県 22.3

中後期剤 53,972 埼玉県 33.4

水田作付面積 63,900 千葉県 38.2

※植調協会　除草剤出荷調査資料より推定

表 -1-1　除草剤の使用状況（H25） 表 -1-2　近県の状況（H25）

図 -2　土壌別の除草剤の水稲に対する生育抑制程度
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有化を図り，現地が求める情報を速や
かに伝えていく必要がある。

本年度，本県では，地域普及センター
にＧＰＳデジタルカメラを導入した。
将来的には土壌図や，マッピングシス
テム等のデジタル情報を活用し，難防
除雑草や薬害発生等の情報をマッピン
グ，データベース化し，水系・土壌条

件ごとの分析などに活用したいと考え
ている（図 -4）。

引用文献
福 島敏和 ･ 山口正篤 1997. 酸アミド系除草

剤の水稲に対する薬害と土壌との関係 . 
栃木県農業試験場研究成果集 第 16 号 , 
pp.27-28.

（公 財）日本植物調節剤研究協会関東支部　
2013. 平成 25 年度各県における除草剤
の使用面積 . 雑草と作物の制御 , 第 9 号 , 
pp.66-74.

栃 木県 2006. 平成 18 年 3 月農作物施肥基
準 13,112-116.

図 -3　土壌の仮比重と除草剤の水稲に対する生育抑制程度との関係

図 -4　水田ほ場マッピングイメージ
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アプリ紹介：雑草検索くん　21

「雑草検索くん」はバイエルクロップサイエンス（株）に
より開発，無料配信されているスマートフォン向けアプリで
ある。このアプリは水田雑草の手軽な同定と，除草剤や防除
タイミングに関する情報提供を目指して開発された。

雑草を同定するには図鑑で調べたり，実物を見せながら普
及員や指導員など詳しい人に尋ねたりするなど手間がかかっ
ていた。またインターネット上には雑草図鑑ツールは存在す
るものの，パソコンでの利用を想定しているため圃場で即座
に調べるには不向きである。「雑草検索くん」は，いつでも
どこでも利用できることで，「雑草同定の手間を少しでも軽
減したい」というアプリといえる。

まだ登栽されている雑草の種類は少ないが，特に雑草を見
分けることが難しい新規就農者や若手には，このアプリはと
ても有効であろう。今後，一層充実していかれることを期待
したい。

入手方法

QRコードもしくはApp Store (iOS) やGoogle Play (Android) 
で「雑草検索くん」を検索して，ダウンロードする（無料）。

一度ダウンロード・インストールすれば，電波が届きにく
い場所やインターネット環境がない場合でも雑草検索が可能
である。

操作法

● 基本の検索方法は「キーワード」と「カテゴリ」の 2 種類。
◎ キーワード検索

雑草の名前，葉の形などの特徴を
入力し検索する。「キーワードで
検索ボックス」は全ページに表示
されている。

● 操作方法は画面左上のメニュー
バーを展開した先の「ヘルプ」画
面で紹介されている。

● ヒットした雑草の名前と画像が表
示される。複数の候補がある場合
はスクロールして画像を見ながら

対象雑草を選択することができる。目的の雑草を選択する
と詳細画面が表れる。

● ひとつの画面上で確認できる雑草候補画像は３つまでに
絞ってあるが，ヒットした検索結果が４つ以上ある場合，
上下にスクロールすることで表示することが可能である。

● 雑草の成長によって印象が異なるものについては，状態が
「小さいとき（芽生え，幼植物）」と「大きくなったら（成
植物）」の両画像を掲載されている。

◎ カテゴリー検索
　葉の形状あるいは科を選択するといくつかの雑草が検索さ
　れ，目的の雑草を選ぶことができる。
●目的の雑草を選択すると詳細画面が表れる。

詳細画面

画像で表示される候補の雑草から似ているものを選択する
と「雑草名」「科」「学名」「年生」に加え，詳しい生態情報
などの「解説」が掲載されている。防除方法や対応する除草
剤名（但しバイエルクロップサイエンスの所有する剤のみ）
も紹介されている。
● 実物と比較しやすいように画像拡大機能がある。
● 的確な防除のために，多年生あるいは一年生かが表示され

ている。
● 「解説」は農家以外の方々にもわかりやすいよう，工夫し

て表現されている。

雑草検索くん
アプリ紹介

［検索結果リスト画面］
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熱帯の雑草や植物についての情報がカラー写真を満載した
書物やインターネットで容易に入手できる時代になったが，主
に東南アジアに産する 2,200 余種の植物の線画と水彩の植
物画を収録して 1969 年に刊行された「図説　熱帯植物集成」
は，今でも熱帯の雑草や植物を調べる際の優れた情報源であ
る（図 -１）。本書は，イギリスの著名な植物学および菌類学
者 Edred John Henry Corner 博士（1906 ～ 1996）と渡
辺清彦先生（1900 ～ 2000）の共著で，各植物の英文解説を
Corner 先生，和文と線画・水彩画を渡辺先生が担当された
ので，実質は渡辺先生が主著者である。渡辺先生は，本書執
筆の経緯について「序言」で以下のように記された。
「本書の著者の一人渡辺は ,Penang 植物園長として1942 ～
1945 年の間，Malaysia，Singapore に滞在中，Burma，
Thailand，Sumatra，Andaman，Nicobar 地 方にも調
査のためたびたび出張，その間，日常の公務のほかに毎日
時を惜しんで，生の植物から一つ一つ写生図を描き続けた．
その意図は，植物を理解するのには写生図に及ぶものはな
いとの著者平常の信念に基づくものであった．そして約３か
年にわたる努力の結果，画き上げた植物は 2,200 余の多数
に及んだ．（中略）この図は当時の事情からついに公刊され
ず長く，Singapore 植物園の書庫の一部に死蔵されていた

が筆者は，いつの日かこれが
世に出てお役に立つことを待
ち望んでいた．」

太平洋戦争のさ中に植物学
者として戦線に派遣され，膨
大な植物資料を収集・作成し
た渡辺先生は，「この図は公
刊されず・・」と述べたが，「南
方圏有用植物圖説」として，「薬
用植物」が 1944 年 8 月に馬
來軍政監部から，「第貮編食
用植物」が終戦直前の 1945
年 5 月に昭南植物園から刊行

された。「昭南」は太平洋戦争中日本の占領下でのシンガポー
ルのことである。後者は「編輯責任者　渡邊淸彥」で文庫版
より少し大きく，700 ページの図説からなるもので，インター
ネットには，同書から「わたなべ」のサイン入りの「ムクゲタチ
ゴセウ Piper stylosum」と「オニタチゴセウ Piper umbellatum」
の図説 2 ページ分が示された記事がある（htt://blogs.yahoo.
co.jp/heystaque/51952806.html ）。この 2 枚の線図は「図
節　熱帯植物集成」の 155 ページの図説と同じものである。
つまり，渡辺先生の図は一度出版されたことになる。

Corner 先生について「序言」では，「親友」，「CORNER
教授は熱帯植物学の世界的な権威者であり，特に Malay，
Indonesia の植物学への貢献はあまりにも有名で・・」と書
かれていて，先生の英文序文には「The illustrations in this 
work were made by the Japanese author during his 
time in Singapore and Malaya, 1942-1945.  The names 
have been checked, so far as current revisions allow, 
and the brief descriptive notes added by the English 
author.」とある。本書におけるお二人の分担関係のみが書
かれ，植物学上の個人的な関係には触れられていないが，

「current revisions （現時点の改訂）」とあるので Corner 先
生は「南方圏有用植物圖説」を踏まえておられたかもしれない。
イギリスの統治下にあったシンガポールに日本軍が侵攻して占
領した時，ラッフルズ博物館の副園長であった Corner 先生は，
ここから日本の敗戦まで捕虜として過ごした期間の，日本の科学
者や軍関係者との交流記録を「思い出の昭南博物館　占領下シ
ンガポールと徳川候（石井美樹子訳，中公新書）」として 1982
年に出版した。ここには渡辺先生も登場するが，熱帯の植物を
めぐる具体的な交流には触れられていない。Corner 先生も熱
帯植物の線画を描かれたので，この点は別稿で紹介したい。

筆者は，1986 年から 2 年余り，イネ栽培技術の共同研究で
スリランカに派遣された折に「図説　熱帯植物集成」を持参して，
現地の植物や雑草を知るために頻繁にひもといた。大部で重い
こともあって，帰国時にコロンボ市内にあったスリランカ日本人会
の図書室に寄贈してきた。現在手元にあるものは 2 代目である。

連載・雑草のよもやま《第3回》

森田　弘彦

「図説  熱帯植物集成」
渡辺清彦先生の生物学講義テキスト

公益財団法人
日本植物調節剤研究協会
技術顧問

図 -1　‌‌「Corner・渡辺著、図説‌
熱帯植物集成（1969）」
の表紙カバー

図-１
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さて，渡辺先生はシンガポールから帰国後，1949 年から静
岡農林専門学校と静岡大学の教授を経て 1950 年から千葉大
学教授，1966 年から和洋女子大学の教授を務められた。千
葉大学と和洋女子大学では一般教育の生物学の講義を担当
し，得意のスケッチや実物を多用した講義用テキストを作成し
て，これを毎年改訂した。ここに紹介するのは 1967 年の改訂
15 版，「第 1 章　種と学名」から「第 25 章　馴化生物」まで
と欧語・日本語索引から成る B5 判 270 ページの，手書きの
原稿を印刷した教科書である（図 -2）。この手作りの教科書に
は，履修する学生の関心を高めるための工夫が随所にあふれ
ている。表紙裏には 6 種の木材・3 種の香木・2 種のボタン，
裏表紙裏には 10 種の植物繊維の実物見本が，厚い綴込表紙
を切り抜いて埋め込まれている（図 -3）し，テキストの中にも
各種の貝殻から作られたボタン，織物，染料などの実物見本が
張り込まれている。文章中にも，豆知識や生物学者のエピソー
ドなどが盛り込まれていて，例えば，ラテン語で表記される生
物の学名の部分には以下の挿話がある。

「○ラテン語の読み方　ローマ人が何のように発音したかは
わからないから英国人は英語流に，ドイツ人はドイツ流に発音
する．日本人はローマ字讀と英語讀を混合して発音する人も少な
くない．ｃはク，シ，chもク，z，i，y はイ，us はウス，um は
ウム．但し ae はアエと発音してもよいが，英語流にエーと云ふ
人が多い．Rosaceae ロザケー，ロザシー  Palmae パルメー」
実際，Echinochloa（イヌビエ属）を筆者は「エキノクロア」と発

音するが，海外の方は「エカイノクロア」といい，Oryza（イネ属）
は日本では「オリザ」，海外では普通「オライザ」と発音される。
どちらが正しいということはないが，しばしば妥協しつつも，胸
の中では「世界は英語圏のみではない」と抗っている。

生物学の講義に込めた渡辺先生の思いは，あとがきの部分
にある。

「・・・元来一般生物学者と云ふものはなく日本では生
物学の各専門分野の人が一般教育の生物学を分担するので
一般生物学の講義の構成には種々の角度からのものがあっ
て定った型はない．然し有機体としての生物界の認識と把握
が目的であるからここでは生物の遺伝に主力をおいた．（中
略）又一般に観念的になり過ぎるのを防ぐため日常生活に関
係ある生物資源のサンプルを示すことに努めた．・・」
テキスト中の多数の挿画には，意外にも「図説　熱帯植物

集成」所収のものは使われておらず，最後の「馴化生物」での
栽培バナナと対比した野生バナナ（図 -4）の1 枚のみであった。
これほど工夫をこらして準備されたテキストで多数の学生が学
んだのであろうが，学生はその時点でなく，後になってその良
さを理解したに違いない。

図 -2　‌‌渡辺清彦先生の「生物学講義テキスト　1967年版」、表紙（左）
と第1～ 25章の概要（右）

図 -3　‌‌「生物学講義テキスト」の表紙裏に埋め込まれた南洋材や香木な
どのサンプル（左）と裏表紙裏の植物繊維サンプル（右）

図 -4　‌‌「図説‌熱帯植物集成」から「生物学講義テキスト」に使われた、
マライヤマバショウ（Musa‌malaccensis）の植物画

図-４
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平 成 27 年 度 緑 地 管 理 関 係     
  除草剤・生育調節剤試験判定結果 

 

 (公財)日本植物調節剤研究協会 
 

 

 

 平成 27 年度緑地管理関係除草剤・生育調節

剤試験成績検討会は，平成 27 年 10 月 22

日(木)～23日(金)に浅草ビューホテルにお

いて開催された｡ 

 この検討会には，試験場関係者 40 名，委託

関係者 85 名ほか，計 142 名の参集を得て，

除草剤 53 薬剤(339 点)，生育調節剤 2 薬剤

(3 点)について，試験成績の報告と検討が行

われた｡ 

 その判定結果および使用基準については，

次の判定表に示す通りである｡ 

 

平成27年度緑地管理関係除草剤・生育調節剤試験供試薬剤および判定一覧 
A.裸地管理 (1)一般    

薬 剤 名 
有効成分および 

含有率(%) 
[委託者] 

ねらい 判定 判定内容 

1.DPX-F6025 顆粒水和 
クロリムロンエチル:25% 
 
 
[丸和バイオケミカル]   

一年生広葉・多年生広葉/発生前/土壌/一般 実 実)[一年生広葉雑草，多年生広葉雑草] 
・発生前～生育初期(草丈20cm以下) 
・0.04～0.08g<100～200mL>/㎡ 
・茎葉兼土壌処理 

一年生広葉・多年生広葉/生育初期/茎葉兼土壌/一般

2.MAH-1201顆粒水和 
DCMU:80.0% 
 
 
[アダマ・ジャパン]  

ゼニゴケ/生育期/茎葉兼土壌/一般(初年目) 実・継
 
従 
来 
ど 
お 
り 

実)[一年生雑草] 
・発生前 
・1～2g<100～200mL>/㎡ 
・土壌処理 
 
継) 
・ゼニゴケに対する効果の確認 

3.MBH-145 乳 
フルポキサム:9% 
メコプロップPカリウム
塩:14% 
 
 
[丸和バイオケミカル]   

一年生/発生前/土壌/一般 実 実)[一年生雑草] 
・発生前 
・1.5～2.5mL<100～200mL>/㎡ 
・土壌処理 
 
[一年生広葉雑草，多年生広葉雑草] 
・生育初期(草丈20cm以下) 
・1.5～2.5mL<100～200mL>/㎡ 
・茎葉兼土壌処理 

一年生広葉・多年生広葉/生育初期/茎葉兼土壌/一般

4.MBH-153 顆粒水和 
既知化合物:16% 
既知化合物:32% 
 
 
[丸和バイオケミカル]  

一年生/発生前/土壌/一般 継 継) 
・効果の確認 
 一年生・多年生広葉/生育初期/茎葉兼土壌/一般 

一年生/発生前/土壌/一般(初年目) 

一年生・多年生広葉/生育初期/茎葉兼土壌/一般(初年目) 

5.RGH-1501 粒 
既知化合物:0.319% 
 
 
[理研グリーン]  

一年生/発生前/土壌/一般(残効期間の確認) 継 継) 
・効果の確認 

一年生/発生前/土壌/一般(初年目) 

平成 27年度緑地管理関係除草剤・生育調節剤試験成
績検討会は，平成 27 年 10 月 22 日 ( 木 ) ～ 23 日 ( 金 )
に浅草ビューホテルにおいて開催された｡
この検討会には，試験場関係者 40 名，委託関係者
85名ほか，計 142 名の参集を得て，除草剤 53薬剤 (339

点 )，生育調節剤 2薬剤 (3 点 ) について，試験成績の報
告と検討が行われた｡
その判定結果および使用基準については，次の判定表
に示す通りである｡
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塩:14% 
 
 
[丸和バイオケミカル]   

一年生/発生前/土壌/一般 実 実)[一年生雑草] 
・発生前 
・1.5～2.5mL<100～200mL>/㎡ 
・土壌処理 
 
[一年生広葉雑草，多年生広葉雑草] 
・生育初期(草丈20cm以下) 
・1.5～2.5mL<100～200mL>/㎡ 
・茎葉兼土壌処理 

一年生広葉・多年生広葉/生育初期/茎葉兼土壌/一般

4.MBH-153 顆粒水和 
既知化合物:16% 
既知化合物:32% 
 
 
[丸和バイオケミカル]  

一年生/発生前/土壌/一般 継 継) 
・効果の確認 
 一年生・多年生広葉/生育初期/茎葉兼土壌/一般 

一年生/発生前/土壌/一般(初年目) 

一年生・多年生広葉/生育初期/茎葉兼土壌/一般(初年目) 

5.RGH-1501 粒 
既知化合物:0.319% 
 
 
[理研グリーン]  

一年生/発生前/土壌/一般(残効期間の確認) 継 継) 
・効果の確認 

一年生/発生前/土壌/一般(初年目) 

平成 27年度緑地管理関係除草剤・生育調節剤試験成
績検討会は，平成 27 年 10 月 22 日 ( 木 ) ～ 23 日 ( 金 )
に浅草ビューホテルにおいて開催された｡
この検討会には，試験場関係者 40 名，委託関係者
85名ほか，計 142 名の参集を得て，除草剤 53薬剤 (339

点 )，生育調節剤 2薬剤 (3 点 ) について，試験成績の報
告と検討が行われた｡
その判定結果および使用基準については，次の判定表
に示す通りである｡

平成27年度緑地管理関係除草剤・生育調節剤試験判定結果　25

 

 

2

A.裸地管理 (1)一般    

薬 剤 名 
有効成分および 

含有率(%) 
[委託者] 

ねらい 判定 判定内容 

6.BAH-1021 液 
イマザピル26.7% 
 
 
[BASFジャパン]   

一年生/生育期/茎葉兼土壌/一般(年次変動の確認) 実・継 実)[一年生雑草] 
・ 生育期(30cm以下) 
・ 0.2～0.8mL<50～150mL>/㎡ 
・茎葉兼土壌処理 
 
 [一年生雑草，多年生雑草] 
・ 生育期(草丈50cm以下) 
・ 0.8～1.4mL<50～150mL>/㎡ 
・茎葉兼土壌処理 
 
[クズ] 
・ 生育期 
・ 1.0～1.4mL<50～150mL>/㎡ 
・茎葉兼土壌処理 
 
[ササ] 
・ 生育期(50cm以下) 
・ 1.0～1.4mL<50～150mL>/㎡ 
・茎葉兼土壌処理 
 
継) 
・0.2mL/㎡処理での草丈50cmの一年生雑草に
対する効果の確認 

ササ/生育期/茎葉兼土壌/一般 

ササ/生育期/茎葉兼土壌/一般 

7.LNS-001 顆粒水和 
フルセトスルフロン:50% 
 
 
[エス・ディー・エス 
 バイオテック]  

クズ/生育期/茎葉/一般 実・継
 
従 
来 
ど 
お 
り 

実)[一年生広葉，多年生広葉] 
・生育初期(草丈20cm以下) 
・0.03～0.06g<100～200mL>/㎡ 
・茎葉兼土壌処理 
 
注)展着剤を加用する｡ 
 
継) 
・クズに対する効果の確認 

8.NC-360 フロアブル 
キザロホップエチル 

:7.0% 
 
 
[日産化学工業]  

一年生イネ科・多年生イネ科/生育期/茎葉/一般(初年
目) 

継 継) 
・効果の確認 

9.NC-622 液 
グリホサートカリウム塩 

:48% 
 
 
[日産化学工業]  

一年生・多年生/生育期/茎葉/一般(年次変動の確認) 実・継
 
従 
来 
ど 
お 
り 
 

実)[一年生雑草] 
・生育期(草丈50cm以下) 
・0.2～0.5mL<25～100mL>/㎡ 
 (25～50mLは専用ノズルを使用) 
・茎葉処理 
 
[多年生雑草] 
・生育期(草丈50cm以下) 
・0.5～1mL<25～100mL>/㎡ 
 (25～50mLは専用ノズルを使用) 
・茎葉処理 
 
[一年生雑草，多年生雑草] 
・生育期(草丈30cm以下) 
・0.5～1mL<5～6mL>/㎡ (専用ノズルを使用)
・茎葉処理 
 
[スギナ，ススキ，ササ類，クズ，雑かん木，
ヒレハリソウについては省略] 
 
継) 
・スギナ，ススキ，ササ類，クズ，雑かん木，
ヒレハリソウについては省略 
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A.裸地管理 (1)一般    

薬 剤 名 
有効成分および 

含有率(%) 
[委託者] 

ねらい 判定 判定内容 

10.SB-232 フロアブル 
カルブチレート:20% 
イマザピル:10% 
 
 
[エス・ディー・エス 
 バイオテック]  

一年生・多年生・スギナ/生育期/茎葉兼土壌/一般 実 実)[一年生雑草，多年生雑草，スギナ]
・生育期(草丈30cm以下) 
・0.5～1.5mL<100mL>/㎡ 
・茎葉兼土壌処理 
 

11.SB-920 乳 
d-リモネン:70% 
 
 
[エス・ディー・エス 
 バイオテック]  

コケ類/生育期/茎葉/一般 実 実)[一年生雑草，多年生雑草，スギナ]
・ 生育初期(草丈20cm以下) 
・15～25mL<100mL>/㎡ 
・茎葉処理 
 
[コケ類] 
・生育期 
・15～25mL<100mL>/㎡ 
・茎葉処理 
 
注)ススキ，セイタカアワダチソウ，イタド

リ等大型多年生雑草を対象としない場面
で使用する 

12.SCC-010 液 
グルホシネート:18.5% 
 
 [ラスジャパン]   

一年生/生育期/茎葉/一般(初年目) 継 継)
・効果の確認 

多年生・スギナ/生育期/茎葉/一般(初年目)

13.SL-825 液 
チアフェナシル:5% 
 
 [石原産業 
*石原バイオサイエンス] 

一年生/生育期/茎葉/一般 実・継 実)[一年生雑草] 
・生育期(草丈30cm以下) 
・0.3～0.5mL<100～200mL>/㎡ 
・茎葉処理  
[多年生雑草] 
・生育期(草丈30cm以下) 
・0.5～1.0mL<100～200mL>/㎡ 
・茎葉処理 
 注)展着剤を加用する 
 
継) 
・チガヤに対する効果の年次変動の確認 
・スギナに対する効果の確認 

多年生・スギナ/生育期/茎葉/一般

14.ZK-122 液 
グリホサートカリウム塩 

:44.7% 
 
 
[シンジェンタジャパン] 

一年生広葉/生育期/茎葉塗布/一般 実・継
 

実)[一年生雑草] 
・生育期(草丈50cm以下) 
・0.25～0.5mL<10mL(10mL専用ノズル使用)50

～100mL>/㎡ 
・茎葉処理 
注)50mL/㎡散布は専用ノズルの使用が望ま
しい｡ 
 [多年生雑草] 
・生育期(草丈50cm以下) 
・0.5～1.0mL<10mL(10mL専用ノズル使用)50
～100mL>/㎡ 

・茎葉処理 
注)50mL/㎡散布は専用ノズルの使用が望ま
しい｡ 

 [一年生広葉雑草] 
・生育期(草丈50cm以下) 
・2倍希釈液(0.1mLを1～3か所/株) 
・茎葉塗布処理 
注)専用塗布器を使用する 
 
[スギナ，ススキ，ササ類，クズ，雑かん木，
ヒレハリソウ，マツヨイグサ類，タケ類につ
いては省略] 

継) 
・スギナ，ススキ，ササ類，クズ，雑かん木，
ヒレハリソウ，マツヨイグサ類，タケ類につ
いては省略 
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A.裸地管理 (1)一般    

薬 剤 名 
有効成分および 

含有率(%) 
[委託者] 

ねらい 判定 判定内容 

10.SB-232 フロアブル 
カルブチレート:20% 
イマザピル:10% 
 
 
[エス・ディー・エス 
 バイオテック]  

一年生・多年生・スギナ/生育期/茎葉兼土壌/一般 実 実)[一年生雑草，多年生雑草，スギナ]
・生育期(草丈30cm以下) 
・0.5～1.5mL<100mL>/㎡ 
・茎葉兼土壌処理 
 

11.SB-920 乳 
d-リモネン:70% 
 
 
[エス・ディー・エス 
 バイオテック]  

コケ類/生育期/茎葉/一般 実 実)[一年生雑草，多年生雑草，スギナ]
・ 生育初期(草丈20cm以下) 
・15～25mL<100mL>/㎡ 
・茎葉処理 
 
[コケ類] 
・生育期 
・15～25mL<100mL>/㎡ 
・茎葉処理 
 
注)ススキ，セイタカアワダチソウ，イタド

リ等大型多年生雑草を対象としない場面
で使用する 

12.SCC-010 液 
グルホシネート:18.5% 
 
 [ラスジャパン]   

一年生/生育期/茎葉/一般(初年目) 継 継)
・効果の確認 

多年生・スギナ/生育期/茎葉/一般(初年目)

13.SL-825 液 
チアフェナシル:5% 
 
 [石原産業 
*石原バイオサイエンス] 

一年生/生育期/茎葉/一般 実・継 実)[一年生雑草] 
・生育期(草丈30cm以下) 
・0.3～0.5mL<100～200mL>/㎡ 
・茎葉処理  
[多年生雑草] 
・生育期(草丈30cm以下) 
・0.5～1.0mL<100～200mL>/㎡ 
・茎葉処理 
 注)展着剤を加用する 
 
継) 
・チガヤに対する効果の年次変動の確認 
・スギナに対する効果の確認 

多年生・スギナ/生育期/茎葉/一般

14.ZK-122 液 
グリホサートカリウム塩 

:44.7% 
 
 
[シンジェンタジャパン] 

一年生広葉/生育期/茎葉塗布/一般 実・継
 

実)[一年生雑草] 
・生育期(草丈50cm以下) 
・0.25～0.5mL<10mL(10mL専用ノズル使用)50

～100mL>/㎡ 
・茎葉処理 
注)50mL/㎡散布は専用ノズルの使用が望ま
しい｡ 
 [多年生雑草] 
・生育期(草丈50cm以下) 
・0.5～1.0mL<10mL(10mL専用ノズル使用)50
～100mL>/㎡ 

・茎葉処理 
注)50mL/㎡散布は専用ノズルの使用が望ま
しい｡ 

 [一年生広葉雑草] 
・生育期(草丈50cm以下) 
・2倍希釈液(0.1mLを1～3か所/株) 
・茎葉塗布処理 
注)専用塗布器を使用する 
 
[スギナ，ススキ，ササ類，クズ，雑かん木，
ヒレハリソウ，マツヨイグサ類，タケ類につ
いては省略] 

継) 
・スギナ，ススキ，ササ類，クズ，雑かん木，
ヒレハリソウ，マツヨイグサ類，タケ類につ
いては省略 

平成27年度緑地管理関係除草剤・生育調節剤試験判定結果　27
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A.裸地管理 (2)家庭用    

薬 剤 名 
有効成分および 

含有率(%) 
[委託者] 

ねらい 判定 判定内容 

1.GG-145 粒 
ヘキサジノン:1.0% 
DBN:0.7% 
 
 
[保土谷アグロテック] 

多年生イネ科/生育初期/土壌/家庭用 実・継 実)[一年生雑草] 
・ 発生前 
・ 7.5～15g/㎡ 
・土壌処理 
 
[一年生雑草] 
・ 生育初期(草丈20cm以下) 
・ 15～30g/㎡ 
・土壌処理 
 
[多年生雑草，スギナ] 
・ 生育初期(草丈20cm以下) 
・ 30～50g/㎡ 
・土壌処理 
 
注) 
・大型多年生雑草(ススキ，セイタカアワダ
チソウ，イタドリ等)を対象としない場面で
使用する 
 
継) 
・チガヤに対する効果の年次変動の確認 

2.GG-185 粒 
テブチウロン:1.0% 
DCBN:2.0% 
  
[保土谷アグロテック]  

一年生/生育初期/土壌/家庭用(低薬量拡大) 実・継 実)[一年生雑草] 
・生育初期(草丈20cm以下) 
・7.5～10g/㎡ 
・土壌処理  
[一年生雑草，多年生広葉雑草，スギナ] 
・ 生育初期(草丈20cm以下) 
・10～20g/㎡ 
・土壌処理 
 注)大型多年生雑草(ススキ，セイタカアワダ
チソウ，イタドリ等)を対象としない場面で
使用する 
 継) 
・7.5g/㎡での一年生雑草に対する年次変動
の確認 

3.HAT-213 粒 
DCBN:2.0% 
  
[保土谷アグロテック]  

一年生・多年生広葉・スギナ/生育初期/土壌/家庭用
(初年目) 

継 継) 
・効果の確認 

4.HAT-401 粒 
ヘキサジノン:1.0% 
DBN:2.0% 
DCMU:4.0% 
 
 
[保土谷アグロテック]  

一年生/発生前/土壌/家庭用 実・継 実) [一年生雑草] 
・ 発生前 
・ 5～15g/㎡ 
・土壌処理 
 
[一年生雑草，多年生雑草，スギナ] 
・ 生育初期(草丈20cm以下) 
・ 15～30g/㎡ 
・土壌処理 
 
注) 
・大型多年生雑草(ススキ，セイタカアワダ
チソウ，イタドリ等)を対象としない場面で
使用する 
 
継) 
・生育初期処理でのチガヤに対する効果の年
次変動の確認 

一年生・多年生・スギナ/生育初期/土壌/家庭用 
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A.裸地管理 (2)家庭用    

薬 剤 名 
有効成分および 

含有率(%) 
[委託者] 

ねらい 判定 判定内容 

5.HAT-501 粒 
既知化合物A:1.5% 
既知化合物B:1.5% 
既知化合物C:2.0% 
 
 
[保土谷アグロテック]  

一年生/発生前/土壌/家庭用(殺草スペクトラムの確認) 継 継)
・効果の確認 
 

一年生・多年生・スギナ/生育初期/土壌/家庭用
(殺草スペクトラムの確認) 

一年生/発生前/土壌/家庭用(初年目)

一年生・多年生広葉/生育初期/土壌/家庭用(初年目)

多年生イネ科・スギナ/生育初期/土壌/家庭用(初年目)

6.HW-113 粒 
カルブチレート:1.2% 
DBN:3.0% 
DCMU:5.0% 
 
 
[保土谷アグロテック]  

多年生イネ科/生育初期/土壌/家庭用 実 実)[一年生雑草] 
・生育初期(草丈20cm以下) 
・5～10g/㎡ 
・土壌処理 
 
[一年生雑草，多年生広葉雑草，スギナ] 
・生育初期(草丈20cm以下) 
・10～20g/㎡ 
・土壌処理 
 
[多年生イネ科雑草] 
・生育初期(草丈20cm以下) 
・40～80g/㎡ 
・土壌処理 
 
注) 
・大型多年生雑草(ススキ，セイタカアワダ
チソウ，イタドリ等)を対象としない場面で
使用する 

7.HW-953 粒 
シアナジン:1.0% 
DCBN:1.5% 
DCMU:3.0% 
 
 
[保土谷アグロテック]  

一年生/発生前/土壌/家庭用(低薬量拡大) 実・継 実)[一年生雑草] 
・発生前 
・5～10g/㎡ 
・土壌処理 
 
[一年生雑草] 
・発生前～生育初期(草丈20cm以下) 
・10～20g/㎡ 
・土壌処理 
 
 [多年生広葉雑草，スギナ] 
・発生前～生育初期(草丈20cm以下) 
・20～40g/㎡ 
・土壌処理 
 
注) 
・大型多年生雑草(ススキ，セイタカアワダ
チソウ，イタドリ等)を対象としない場面で
使用する 
 
継) 
・低薬量(一年生雑草対象)での効果の確認
・発生前5，7.5g/㎡処理での一年生雑草に対
する効果の年次変動の確認 

8.MBH-093 粒 
ブロマシル:1.5% 
DCMU:3% 
MCPP:1.5% 
 
 
[丸和バイオケミカル]  

多年生イネ科/生育初期/土壌/家庭用
(年次変動の確認) 

実・継
 
従 
来 
ど 
お 
り 

実) [一年生雑草] 
・ 発生前～生育初期(草丈20cm以下) 
・ 5～15g/㎡ 
・土壌処理 
 
 [一年生雑草，多年生雑草] 
・ 生育初期(草丈20cm以下) 
・ 15～30g/㎡ 
・土壌処理  
注) 
・大型多年生雑草(ススキ，セイタカアワダ
チソウ，イタドリ等)を対象としない場面で
使用する  
継) 
・スギナに対する効果の確認 
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A.裸地管理 (2)家庭用    

薬 剤 名 
有効成分および 

含有率(%) 
[委託者] 

ねらい 判定 判定内容 

5.HAT-501 粒 
既知化合物A:1.5% 
既知化合物B:1.5% 
既知化合物C:2.0% 
 
 
[保土谷アグロテック]  

一年生/発生前/土壌/家庭用(殺草スペクトラムの確認) 継 継)
・効果の確認 
 

一年生・多年生・スギナ/生育初期/土壌/家庭用
(殺草スペクトラムの確認) 

一年生/発生前/土壌/家庭用(初年目)

一年生・多年生広葉/生育初期/土壌/家庭用(初年目)

多年生イネ科・スギナ/生育初期/土壌/家庭用(初年目)

6.HW-113 粒 
カルブチレート:1.2% 
DBN:3.0% 
DCMU:5.0% 
 
 
[保土谷アグロテック]  

多年生イネ科/生育初期/土壌/家庭用 実 実)[一年生雑草] 
・生育初期(草丈20cm以下) 
・5～10g/㎡ 
・土壌処理 
 
[一年生雑草，多年生広葉雑草，スギナ] 
・生育初期(草丈20cm以下) 
・10～20g/㎡ 
・土壌処理 
 
[多年生イネ科雑草] 
・生育初期(草丈20cm以下) 
・40～80g/㎡ 
・土壌処理 
 
注) 
・大型多年生雑草(ススキ，セイタカアワダ
チソウ，イタドリ等)を対象としない場面で
使用する 

7.HW-953 粒 
シアナジン:1.0% 
DCBN:1.5% 
DCMU:3.0% 
 
 
[保土谷アグロテック]  

一年生/発生前/土壌/家庭用(低薬量拡大) 実・継 実)[一年生雑草] 
・発生前 
・5～10g/㎡ 
・土壌処理 
 
[一年生雑草] 
・発生前～生育初期(草丈20cm以下) 
・10～20g/㎡ 
・土壌処理 
 
 [多年生広葉雑草，スギナ] 
・発生前～生育初期(草丈20cm以下) 
・20～40g/㎡ 
・土壌処理 
 
注) 
・大型多年生雑草(ススキ，セイタカアワダ
チソウ，イタドリ等)を対象としない場面で
使用する 
 
継) 
・低薬量(一年生雑草対象)での効果の確認
・発生前5，7.5g/㎡処理での一年生雑草に対
する効果の年次変動の確認 

8.MBH-093 粒 
ブロマシル:1.5% 
DCMU:3% 
MCPP:1.5% 
 
 
[丸和バイオケミカル]  

多年生イネ科/生育初期/土壌/家庭用
(年次変動の確認) 

実・継
 
従 
来 
ど 
お 
り 

実) [一年生雑草] 
・ 発生前～生育初期(草丈20cm以下) 
・ 5～15g/㎡ 
・土壌処理 
 
 [一年生雑草，多年生雑草] 
・ 生育初期(草丈20cm以下) 
・ 15～30g/㎡ 
・土壌処理  
注) 
・大型多年生雑草(ススキ，セイタカアワダ
チソウ，イタドリ等)を対象としない場面で
使用する  
継) 
・スギナに対する効果の確認 
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A.裸地管理　(2)家庭用   

薬 剤 名 
有効成分および 

含有率(%) 
[委託者] 

ねらい 判定 判定内容 

9.MBH-141 粒 
ブロマシル:1% 
フルポキサム:0.25% 
 
 
[丸和バイオケミカル]  

一年生/発生前/土壌/家庭用 実 実) [一年生雑草] 
・ 発生前 
・ 7.5～15g/㎡ 
・土壌処理 
 
[一年生雑草，多年生広葉雑草，スギナ] 
・ 生育初期(草丈20cm以下) 
・ 15～30g/㎡ 
・土壌処理 
 
注) 
・大型多年生雑草(ススキ，セイタカアワダ
チソウ，イタドリ等)を対象としない場面で
使用する 

一年生・多年生広葉・スギナ/生育初期/土壌/家庭用

10.MBH-142 粒 
アミカルバゾン:0.5% 
ブロマシル:2% 
フルポキサム:0.25% 
 
 
[丸和バイオケミカル]  

一年生/発生前/土壌/家庭用 実・継 実) [一年生雑草] 
・ 発生前 
・ 5～10g/㎡ 
・土壌処理 
 
[一年生雑草，多年生広葉雑草] 
・ 生育初期(草丈20cm以下) 
・ 10～20g/㎡ 
・土壌処理 
 
注) 
・大型多年生雑草(ススキ，セイタカアワダ
チソウ，イタドリ等)を対象としない場面で
使用する 
 
継) 
・スギナに対する効果の確認 

一年生・多年生広葉・スギナ/生育初期/土壌/家庭用

11.MBH-143 粒 
アミカルバゾン:1% 
ブロマシル:3% 
 
 [丸和バイオケミカル]  

一年生/発生前/土壌/家庭用 実・継 実) [一年生雑草] 
・ 発生前 
・ 5～10g/㎡ 
・土壌処理 
 [一年生雑草，多年生雑草，スギナ] 
・ 生育初期(草丈20cm以下) 
・ 10～20g/㎡ 
・土壌処理 
 [ススキ] 
・ 生育期(草丈30cm以下) 
・ 5～15g/株 
・株元処理 
注) 
・大型多年生雑草(セイタカアワダチソウ，
イタドリ等)を対象としない場面で使用す
る 
 継) 
・生育初期でのチガヤに対する年次変動の確
認 

一年生・多年生・スギナ/生育初期/土壌/家庭用

ススキ/生育期/土壌(株元処理)/家庭用

12.MBH-151 粒 
既知化合物A:1.5% 
既知化合物B:0.25% 
 
 
[丸和バイオケミカル]  

一年生/発生前/土壌/家庭用(残効期間の確認) 継 継)
・効果の確認 

一年生・多年生広葉・スギナ/生育初期/土壌/家庭用
(残効期間の確認) 

一年生/発生前/土壌/家庭用(初年目)

一年生・多年生広葉・スギナ/生育初期/土壌/家庭用
(初年目) 

13.MBH-152 粒 
既知化合物A:3% 
既知化合物B:0.25% 
 
 
[丸和バイオケミカル]  

一年生/発生前/土壌/家庭用(残効期間の確認) 継 継)
・効果の確認 

一年生・多年生・スギナ/生育初期/土壌/家庭用
(残効期間の確認) 

一年生/発生前/土壌/家庭用(初年目)

一年生・多年生・スギナ/生育初期/土壌/家庭用(初年
目) 
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A.裸地管理　(2)家庭用   

薬 剤 名 
有効成分および 

含有率(%) 
[委託者] 

ねらい 判定 判定内容 

14.SB-219 粒 
アミカルバゾン:1% 
カルブチレート:2% 
メコプロップPカリウム
塩:1.5% 
 
 
[エス・ディー・エス 
 バイオテック]  

ササ/生育期/土壌/家庭用 実・継
 

実)[一年生雑草，多年生雑草] 
・発生前 
・5～10g/㎡ 
・土壌処理 
 
[一年生雑草，多年生雑草，スギナ] 
・生育初期(草丈20cm以下) 
・10～20g/㎡ 
・土壌処理 
 
注) 
・大型多年生雑草(ススキ，セイタカアワダ
チソウ，イタドリ等)を対象としない場面で
使用する 
 
[ササ] 
・生育期(草丈30cm以下) 
・30～50g/㎡ 
・土壌処理 
 
継) 
・発生前処理でのスギナに対する効果の確認
・生育期処理でのススキに対する効果の確認

15.SB-227 粒 
カルブチレート:1% 
アミカルバゾン:0.5% 
  
[エス・ディー・エス 
 バイオテック]  
  

一年生/発生前/土壌/家庭用 実・継
 

実) [一年生雑草] 
・ 発生前 
・ 10～20g/㎡ 
・土壌処理  
[一年生雑草，多年生広葉雑草，スギナ] 
・ 生育初期(草丈20cm以下) 
・ 20～40g/㎡ 
・土壌処理  
注) 
・大型多年生雑草(ススキ，セイタカアワダ
チソウ，イタドリ等)を対象としない場面で
使用する 
 継) 
・雑草発生前，薬量7.5g処理での一年生雑草
に対する効果の確認 
・雑草発生前，薬量10g処理での一年生雑草
に対する効果の年次変動の確認 

一年生・多年生広葉・スギナ/生育初期/土壌/家庭用

16.SB-235 粒 
カルブチレート:2% 
アミカルバゾン:0.5% 
トリアジフラム:0.5% 
  
[エス・ディー・エス 
 バイオテック]  

一年生/発生前/土壌/家庭用 実 実) [一年生雑草] 
・ 発生前 
・ 5～10g/㎡ 
・土壌処理 
 [一年生雑草，多年生雑草] 
・ 生育初期(草丈20cm以下) 
・ 10～20g/㎡ 
・土壌処理  
注) 
・大型多年生雑草(ススキ，セイタカアワダ
チソウ，イタドリ等)を対象としない場面で
使用する 

一年生・多年生/生育初期/土壌/家庭用

17.SG-120 粒 
カルブチレート:2.0% 
フルミオキサジン:0.2% 
  
[住化グリーン]  

一年生/発生前/土壌/家庭用 実 実) [一年生雑草] 
・ 発生前 
・ 5～20g/㎡ 
・土壌処理  
[一年生雑草，多年生広葉雑草，スギナ] 
・ 生育初期(草丈20cm以下) 
・ 20～40g/㎡ 
・土壌処理  
注) 
・大型多年生雑草(ススキ，セイタカアワダ
チソウ，イタドリ等)を対象としない場面で
使用する 

一年生・多年生広葉・スギナ/生育初期/土壌/家庭用

スギナ/生育初期/土壌/家庭用
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A.裸地管理　(2)家庭用   

薬 剤 名 
有効成分および 

含有率(%) 
[委託者] 

ねらい 判定 判定内容 

14.SB-219 粒 
アミカルバゾン:1% 
カルブチレート:2% 
メコプロップPカリウム
塩:1.5% 
 
 
[エス・ディー・エス 
 バイオテック]  

ササ/生育期/土壌/家庭用 実・継
 

実)[一年生雑草，多年生雑草] 
・発生前 
・5～10g/㎡ 
・土壌処理 
 
[一年生雑草，多年生雑草，スギナ] 
・生育初期(草丈20cm以下) 
・10～20g/㎡ 
・土壌処理 
 
注) 
・大型多年生雑草(ススキ，セイタカアワダ
チソウ，イタドリ等)を対象としない場面で
使用する 
 
[ササ] 
・生育期(草丈30cm以下) 
・30～50g/㎡ 
・土壌処理 
 
継) 
・発生前処理でのスギナに対する効果の確認
・生育期処理でのススキに対する効果の確認

15.SB-227 粒 
カルブチレート:1% 
アミカルバゾン:0.5% 
  
[エス・ディー・エス 
 バイオテック]  
  

一年生/発生前/土壌/家庭用 実・継
 

実) [一年生雑草] 
・ 発生前 
・ 10～20g/㎡ 
・土壌処理  
[一年生雑草，多年生広葉雑草，スギナ] 
・ 生育初期(草丈20cm以下) 
・ 20～40g/㎡ 
・土壌処理  
注) 
・大型多年生雑草(ススキ，セイタカアワダ
チソウ，イタドリ等)を対象としない場面で
使用する 
 継) 
・雑草発生前，薬量7.5g処理での一年生雑草
に対する効果の確認 
・雑草発生前，薬量10g処理での一年生雑草
に対する効果の年次変動の確認 

一年生・多年生広葉・スギナ/生育初期/土壌/家庭用

16.SB-235 粒 
カルブチレート:2% 
アミカルバゾン:0.5% 
トリアジフラム:0.5% 
  
[エス・ディー・エス 
 バイオテック]  

一年生/発生前/土壌/家庭用 実 実) [一年生雑草] 
・ 発生前 
・ 5～10g/㎡ 
・土壌処理 
 [一年生雑草，多年生雑草] 
・ 生育初期(草丈20cm以下) 
・ 10～20g/㎡ 
・土壌処理  
注) 
・大型多年生雑草(ススキ，セイタカアワダ
チソウ，イタドリ等)を対象としない場面で
使用する 

一年生・多年生/生育初期/土壌/家庭用

17.SG-120 粒 
カルブチレート:2.0% 
フルミオキサジン:0.2% 
  
[住化グリーン]  

一年生/発生前/土壌/家庭用 実 実) [一年生雑草] 
・ 発生前 
・ 5～20g/㎡ 
・土壌処理  
[一年生雑草，多年生広葉雑草，スギナ] 
・ 生育初期(草丈20cm以下) 
・ 20～40g/㎡ 
・土壌処理  
注) 
・大型多年生雑草(ススキ，セイタカアワダ
チソウ，イタドリ等)を対象としない場面で
使用する 

一年生・多年生広葉・スギナ/生育初期/土壌/家庭用

スギナ/生育初期/土壌/家庭用
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A.裸地管理　(2)家庭用    

薬 剤 名 
有効成分および 

含有率(%) 
[委託者] 

ねらい 判定 判定内容 

18.SG-140 粒 
ターバシル:2.0% 
フルミオキサジン:0.2% 
  
[住化グリーン]  
  

一年生/発生前/土壌/家庭用 実 実) [一年生雑草] 
・ 発生前 
・ 5～15g/㎡ 
・土壌処理  
[一年生雑草，多年生広葉雑草，スギナ] 
・ 生育初期(草丈20cm以下) 
・ 20～40g/㎡ 
・土壌処理  
注) 
・大型多年生雑草(ススキ，セイタカアワダ
チソウ，イタドリ等)を対象としない場面で
使用する 

一年生・多年生広葉・スギナ/生育初期/土壌/家庭用

スギナ/生育初期/土壌/家庭用 

19.SG-170 粒 
カルブチレート:2.0% 
フルミオキサジン:0.2% 
メコプロップPカリウム

塩:1.0%
 

 
 
[住化グリーン]  

一年生/発生前/土壌/家庭用 実 実) [一年生雑草] 
・ 発生前 
・ 5～15g/㎡ 
・土壌処理  
[一年生雑草，多年生広葉雑草，スギナ] 
・ 生育初期(草丈20cm以下) 
・ 20～40g/㎡ 
・土壌処理 
 注) 
・大型多年生雑草(ススキ，セイタカアワダ
チソウ，イタドリ等)を対象としない場面で
使用する 

一年生・多年生広葉・スギナ/生育初期/土壌/家庭用

スギナ/生育初期/土壌/家庭用 

20.SG-600 粒 
既知化合物A:1.5% 
既知化合物B:0.2% 
 
 
[住化グリーン]  

一年生/発生前/土壌/家庭用(殺草スペクトラム) 継 継) 
・効果の確認 

一年生・多年生広葉/生育初期/土壌/家庭用 
(殺草スペクトラム) 

一年生/発生前/土壌/家庭用(初年目) 

一年生・多年生広葉/生育初期/土壌/家庭用(初年目)

21.SG-602 粒 
既知化合物A:1.5% 
既知化合物B:0.2% 
既知化合物C:1.0% 
 
 
[住化グリーン]  

一年生/発生前/土壌/家庭用(殺草スペクトラム) 継 継) 
・効果の確認 一年生・多年生広葉・スギナ/生育初期/土壌/家庭用

(殺草スペクトラム) 

一年生/発生前/土壌/家庭用(初年目) 

一年生・多年生広葉・スギナ/生育初期/土壌/家庭用
(初年目) 

22.SG-604 粒 
既知化合物A:2.0% 
既知化合物B:0.2% 
既知化合物C:1.0% 
 
 
[住化グリーン]  

一年生/発生前/土壌/家庭用(殺草スペクトラム) 継 継) 
・効果の確認 一年生・多年生広葉・スギナ/生育初期/土壌/家庭用

(殺草スペクトラム) 

一年生/発生前/土壌/家庭用(初年目) 

一年生・多年生広葉・スギナ/生育初期/土壌/家庭用
(初年目) 

23.SG-606 粒 
既知化合物A:1.5% 
既知化合物B:0.2% 
既知化合物C:1.0% 
 
 
[住化グリーン]  

一年生/発生前/土壌/家庭用(殺草スペクトラム) 継 継) 
・効果の確認 一年生・多年生広葉・スギナ/生育初期/土壌/家庭用

(殺草スペクトラム) 

一年生/発生前/土壌/家庭用(初年目) 

一年生・多年生広葉・スギナ/生育初期/土壌/家庭用
(初年目) 

24.SG-608 粒 
既知化合物A:1.0% 
既知化合物B:0.2% 
既知化合物C:1.0% 
 
 
[住化グリーン]  

一年生/発生前/土壌/家庭用(殺草スペクトラム) 継 継) 
・効果の確認 

一年生・多年生広葉・スギナ/生育初期/土壌/家庭用
(殺草スペクトラム) 

一年生/発生前/土壌/家庭用(初年目) 

一年生・多年生広葉・スギナ/生育初期/土壌/家庭用
(初年目) 



37632　植調　Vol.49, No.11(2016)

 

 

9

A.裸地管理　(2)家庭用    

薬 剤 名 
有効成分および 

含有率(%) 
[委託者] 

ねらい 判定 判定内容 

25.SG-620 粒 
既知化合物A:1.0% 
既知化合物B:0.2% 
 
 
[住化グリーン]  

一年生/発生前/土壌/家庭用(殺草スペクトラム) 継 継) 
・効果の確認 

一年生・多年生広葉・スギナ/生育初期/土壌/ 
家庭用(殺草スペクトラム) 

一年生/発生前/土壌/家庭用(初年目) 

一年生・多年生広葉・スギナ/生育初期/土壌/家庭用
(初年目) 

26.SG-622 粒 
既知化合物A:1.0% 
既知化合物B:0.2% 
 
 
[住化グリーン]  

一年生/発生前/土壌/家庭用(殺草スペクトラム) 継 継) 
・効果の確認 

一年生・多年生広葉/生育初期/土壌/家庭用 
(殺草スペクトラム) 

一年生/発生前/土壌/家庭用(初年目) 

一年生・多年生広葉/生育初期/土壌/家庭用(初年目)

27.SG-624 粒 
既知化合物A:1.0% 
既知化合物B:0.2% 
既知化合物C:1.0% 
 
 
[住化グリーン]  

一年生/発生前/土壌/家庭用(殺草スペクトラム) 継 継) 
・効果の確認 

一年生・多年生広葉・スギナ/生育初期/土壌/家庭用
(殺草スペクトラム) 

一年生/発生前/土壌/家庭用(初年目) 

一年生・多年生広葉・スギナ/生育初期/土壌/家庭用
(初年目) 

28.SG-670 粒 
既知化合物A:1.0% 
既知化合物B:0.2% 
既知化合物C:1.0% 
 
 
[住化グリーン]  

一年生/発生前/土壌/家庭用(殺草スペクトラム) 継 継) 
・効果の確認 

一年生・多年生広葉・スギナ/生育初期/土壌/家庭用
(殺草スペクトラム) 

一年生/発生前/土壌/家庭用(初年目) 

一年生・多年生広葉・スギナ/生育初期/土壌/家庭用
(初年目) 

29.SG-690 粒 
既知化合物A:2.0% 
既知化合物B:1.5% 
既知化合物C:0.2% 
 
 
[住化グリーン]  

一年生/発生前/土壌/家庭用(殺草スペクトラム) 継 継) 
・効果の確認 

一年生・多年生広葉・スギナ/生育初期/土壌/家庭用
(殺草スペクトラム) 

ススキ・タンポポ/生育初期/土壌/家庭用 

一年生/発生前/土壌/家庭用(初年目) 

一年生・多年生広葉・スギナ/生育初期/土壌/家庭用
(初年目) 

30.ブロマシル1.5 粒 
ブロマシル:1.5% 
 
 
[丸和バイオケミカル]  

一年生/発生前/土壌/家庭用 実 実)[一年生雑草] 
・発生前 
・7.5～15g/㎡ 
・土壌処理 
 
[多年生広葉雑草] 
・生育初期(草丈20cm以下) 
・30～50g/㎡ 
・土壌処理 
 
注) 
・大型多年生雑草(ススキ，セイタカアワダ
チソウ，イタドリ等)を対象としない場面で
使用する 
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A.裸地管理　(2)家庭用    

薬 剤 名 
有効成分および 

含有率(%) 
[委託者] 

ねらい 判定 判定内容 

25.SG-620 粒 
既知化合物A:1.0% 
既知化合物B:0.2% 
 
 
[住化グリーン]  

一年生/発生前/土壌/家庭用(殺草スペクトラム) 継 継) 
・効果の確認 

一年生・多年生広葉・スギナ/生育初期/土壌/ 
家庭用(殺草スペクトラム) 

一年生/発生前/土壌/家庭用(初年目) 

一年生・多年生広葉・スギナ/生育初期/土壌/家庭用
(初年目) 

26.SG-622 粒 
既知化合物A:1.0% 
既知化合物B:0.2% 
 
 
[住化グリーン]  

一年生/発生前/土壌/家庭用(殺草スペクトラム) 継 継) 
・効果の確認 

一年生・多年生広葉/生育初期/土壌/家庭用 
(殺草スペクトラム) 

一年生/発生前/土壌/家庭用(初年目) 

一年生・多年生広葉/生育初期/土壌/家庭用(初年目)

27.SG-624 粒 
既知化合物A:1.0% 
既知化合物B:0.2% 
既知化合物C:1.0% 
 
 
[住化グリーン]  

一年生/発生前/土壌/家庭用(殺草スペクトラム) 継 継) 
・効果の確認 

一年生・多年生広葉・スギナ/生育初期/土壌/家庭用
(殺草スペクトラム) 

一年生/発生前/土壌/家庭用(初年目) 

一年生・多年生広葉・スギナ/生育初期/土壌/家庭用
(初年目) 

28.SG-670 粒 
既知化合物A:1.0% 
既知化合物B:0.2% 
既知化合物C:1.0% 
 
 
[住化グリーン]  

一年生/発生前/土壌/家庭用(殺草スペクトラム) 継 継) 
・効果の確認 

一年生・多年生広葉・スギナ/生育初期/土壌/家庭用
(殺草スペクトラム) 

一年生/発生前/土壌/家庭用(初年目) 

一年生・多年生広葉・スギナ/生育初期/土壌/家庭用
(初年目) 

29.SG-690 粒 
既知化合物A:2.0% 
既知化合物B:1.5% 
既知化合物C:0.2% 
 
 
[住化グリーン]  

一年生/発生前/土壌/家庭用(殺草スペクトラム) 継 継) 
・効果の確認 

一年生・多年生広葉・スギナ/生育初期/土壌/家庭用
(殺草スペクトラム) 

ススキ・タンポポ/生育初期/土壌/家庭用 

一年生/発生前/土壌/家庭用(初年目) 

一年生・多年生広葉・スギナ/生育初期/土壌/家庭用
(初年目) 

30.ブロマシル1.5 粒 
ブロマシル:1.5% 
 
 
[丸和バイオケミカル]  

一年生/発生前/土壌/家庭用 実 実)[一年生雑草] 
・発生前 
・7.5～15g/㎡ 
・土壌処理 
 
[多年生広葉雑草] 
・生育初期(草丈20cm以下) 
・30～50g/㎡ 
・土壌処理 
 
注) 
・大型多年生雑草(ススキ，セイタカアワダ
チソウ，イタドリ等)を対象としない場面で
使用する 

平成27年度緑地管理関係除草剤・生育調節剤試験判定結果　33
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A.裸地管理　(2)家庭用    

薬 剤 名 
有効成分および 

含有率(%) 
[委託者] 

ねらい 判定 判定内容 

31.HAT-104 液 
ヘキサジノン:0.4% 
 
 
[保土谷アグロテック]  
  

一年生/発生前/土壌/家庭用(初年目) 実・継
 
従 
来 
ど 
お 
り 

実) [一年生雑草] 
・ 生育期(草丈30cm以下) 
・ 10～40mL/㎡(希釈せずそのまま散布) 
・茎葉処理 
 
[一年生雑草，多年生雑草] 
・ 生育期(草丈30cm以下) 
・ 40～80mL/㎡(希釈せずそのまま散布) 
・茎葉兼土壌処理 
 
注) 
・大型多年生雑草(ススキ，セイタカアワダ
チソウ，イタドリ等)を対象としない場面で
使用する 
 
継) 
・スギナに対する効果の確認｡ 
・発生前処理での一年生雑草に対する効果の
確認｡ 
・コケ類に対する効果の確認｡ 

コケ類/生育期/茎葉/家庭用(初年目)

32.HAT-402 液 
グリホサートイソプロピ
ルアミン塩:20.0% 
ヘキサジノン:6.0% 
 
 
 
[保土谷アグロテック]  
  

一年生/生育期/茎葉/家庭用 実・継
 

実) [一年生雑草] 
・ 生育期(草丈30cm以下) 
・ 1～4mL<100mL>/㎡ 
・茎葉処理 
 
[一年生雑草，多年生雑草，スギナ] 
・ 生育期(草丈30cm以下) 
・ 4～8mL<100mL>/㎡ 
・茎葉兼土壌処理 
 
注) 
・大型多年生雑草(ススキ，セイタカアワダ
チソウ，イタドリ等)を対象としない場面で
使用する 
 
継) 
・コケ類に対する効果の確認｡ 

一年生・多年生・スギナ/生育期/茎葉兼土壌/家庭用

コケ類/生育期/茎葉/家庭用(初年目)

33.HAT-403 液 
グリホサートイソプロピ
ルアミン塩:1.0% 
ヘキサジノン:0.3%  
 
 
[保土谷アグロテック]  
  

一年生/生育期/茎葉/家庭用 実・継
 

実) [一年生雑草] 
・ 生育期(草丈30cm以下) 
・ 20～60mL/㎡(希釈せずそのまま散布) 
・茎葉処理  
[一年生雑草，多年生雑草，スギナ] 
・ 生育期(草丈30cm以下) 
・ 60～100mL/㎡(希釈せずそのまま散布) 
・茎葉兼土壌処理 
 注) 
・大型多年生雑草(ススキ，セイタカアワダ
チソウ，イタドリ等)を対象としない場面で
使用する  
継) 
・コケ類に対する効果の確認｡ 

一年生・多年生・スギナ/生育期/茎葉兼土壌/家庭用

コケ類/生育期/茎葉/家庭用(初年目)

34.HAT-412 液 
アシュラム:10.0% 
MCPP:20.0% 
 
 [保土谷アグロテック]  

一年生広葉・多年生広葉・スギナ/生育初期/茎葉/家
庭用 

実
 

実) [一年生広葉雑草，多年生広葉雑草，ス
ギナ] 

・ 生育初期(草丈20cm以下) 
・ 2～4mL<50～100mL>/㎡ 
・茎葉処理  
[一年生雑草，多年生雑草，スギナ] 
・ 生育初期(草丈20cm以下) 
・ 4～8mL<50～100mL>/㎡ 
・茎葉処理  
注) 
・大型多年生雑草(ススキ，セイタカアワダ
チソウ，イタドリ等)を対象としない場面で
使用する 

一年生・多年生・スギナ/生育初期/茎葉/家庭用
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A.裸地管理　(2)家庭用    

薬 剤 名 
有効成分および 

含有率(%) 
[委託者] 

ねらい 判定 判定内容 

35.HAT-502 液 
既知化合物A:12.5% 
既知化合物B:10.0% 
  
[保土谷アグロテック]  

一年生・多年生/生育期/茎葉兼土壌/家庭用 
(殺草スペクトラムの確認) 

継 継) 
・効果の確認 

一年生・多年生/生育期/茎葉兼土壌/家庭用(初年目)

36.MBH-125 液 
グリホサートイソプロピ
ルアミン塩:1.5% 
ペラルゴン酸:0.5% 
 
 
[丸和バイオケミカル]  

クズ/生育期/茎葉/家庭用 実・継
 

実)[一年生雑草，多年生雑草，スギナ] 
・ 生育期(草丈30cm以下) 
・50～150mL/㎡(希釈せずそのまま散布) 
・茎葉処理 
 
注) 
・大型多年生雑草(ススキ，セイタカアワダ
チソウ，イタドリ等)を対象としない場面で
使用する 
 
[クズ] 
・生育期(つる長100cm程度) 
・100～150mL/㎡(希釈せずそのまま散布) 
・茎葉処理 
 
継) 
・生育初期処理での効果の確認 

37.MBH-144 乳 
グリホサートイソプロピ
ルアミン塩:1% 
ペラルゴン酸:0.7% 
フルポキサム:0.05% 
 
 
[丸和バイオケミカル]  

一年生・多年生・スギナ/生育期/茎葉兼土壌/家庭用 実・継
 

実)[一年生雑草，多年生雑草] 
・ 生育期(草丈30cm以下) 
・40～100mL/㎡(希釈せずそのまま散布) 
・茎葉兼土壌処理 
 
注) 
・大型多年生雑草(ススキ，セイタカアワダ
チソウ，イタドリ等)を対象としない場面で
使用する 
 
継) 
・スギナに対する効果の確認 

38.SB-927 EW 
d-リモネン:5% 
デシルアルコール:5% 
 
 
[エス・ディー・エス 
 バイオテック]  

一年生・多年生・スギナ/生育初期/茎葉/家庭用 実・継
 

実)[一年生雑草，多年生雑草] 
・ 生育初期(草丈20cm以下) 
・75～150mL/㎡(希釈せずそのまま散布) 
・茎葉処理 
 
[スギナ] 
・ 生育初期(草丈20cm以下) 
・100～150mL/㎡(希釈せずそのまま散布) 
・茎葉処理 
 
[一年生雑草，多年生雑草，スギナ] 
・ 生育初期(草丈10cm以下) 
・50～75mL/㎡(希釈せずそのまま散布) 
・茎葉処理 
 
[コケ類] 
・ 生育期 
・75～150mL/㎡(希釈せずそのまま散布) 
・茎葉処理 
 
注) 
・大型多年生雑草(ススキ，セイタカアワダ
チソウ，イタドリ等)を対象としない場面で
使用する 
 
継) 
・生育初期(草丈10～20cm)，薬量75mL処理で
のスギナに対する効果の確認 
・カヤツリグサ科雑草に対する効果の年次変
動の確認 

一年生・多年生・スギナ/生育初期(草丈10cm以下)/茎
葉/家庭用 

コケ類/生育期/茎葉/家庭用 
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A.裸地管理　(2)家庭用    

薬 剤 名 
有効成分および 

含有率(%) 
[委託者] 

ねらい 判定 判定内容 

35.HAT-502 液 
既知化合物A:12.5% 
既知化合物B:10.0% 
  
[保土谷アグロテック]  

一年生・多年生/生育期/茎葉兼土壌/家庭用 
(殺草スペクトラムの確認) 

継 継) 
・効果の確認 

一年生・多年生/生育期/茎葉兼土壌/家庭用(初年目)

36.MBH-125 液 
グリホサートイソプロピ
ルアミン塩:1.5% 
ペラルゴン酸:0.5% 
 
 
[丸和バイオケミカル]  

クズ/生育期/茎葉/家庭用 実・継
 

実)[一年生雑草，多年生雑草，スギナ] 
・ 生育期(草丈30cm以下) 
・50～150mL/㎡(希釈せずそのまま散布) 
・茎葉処理 
 
注) 
・大型多年生雑草(ススキ，セイタカアワダ
チソウ，イタドリ等)を対象としない場面で
使用する 
 
[クズ] 
・生育期(つる長100cm程度) 
・100～150mL/㎡(希釈せずそのまま散布) 
・茎葉処理 
 
継) 
・生育初期処理での効果の確認 

37.MBH-144 乳 
グリホサートイソプロピ
ルアミン塩:1% 
ペラルゴン酸:0.7% 
フルポキサム:0.05% 
 
 
[丸和バイオケミカル]  

一年生・多年生・スギナ/生育期/茎葉兼土壌/家庭用 実・継
 

実)[一年生雑草，多年生雑草] 
・ 生育期(草丈30cm以下) 
・40～100mL/㎡(希釈せずそのまま散布) 
・茎葉兼土壌処理 
 
注) 
・大型多年生雑草(ススキ，セイタカアワダ
チソウ，イタドリ等)を対象としない場面で
使用する 
 
継) 
・スギナに対する効果の確認 

38.SB-927 EW 
d-リモネン:5% 
デシルアルコール:5% 
 
 
[エス・ディー・エス 
 バイオテック]  

一年生・多年生・スギナ/生育初期/茎葉/家庭用 実・継
 

実)[一年生雑草，多年生雑草] 
・ 生育初期(草丈20cm以下) 
・75～150mL/㎡(希釈せずそのまま散布) 
・茎葉処理 
 
[スギナ] 
・ 生育初期(草丈20cm以下) 
・100～150mL/㎡(希釈せずそのまま散布) 
・茎葉処理 
 
[一年生雑草，多年生雑草，スギナ] 
・ 生育初期(草丈10cm以下) 
・50～75mL/㎡(希釈せずそのまま散布) 
・茎葉処理 
 
[コケ類] 
・ 生育期 
・75～150mL/㎡(希釈せずそのまま散布) 
・茎葉処理 
 
注) 
・大型多年生雑草(ススキ，セイタカアワダ
チソウ，イタドリ等)を対象としない場面で
使用する 
 
継) 
・生育初期(草丈10～20cm)，薬量75mL処理で
のスギナに対する効果の確認 
・カヤツリグサ科雑草に対する効果の年次変
動の確認 

一年生・多年生・スギナ/生育初期(草丈10cm以下)/茎
葉/家庭用 

コケ類/生育期/茎葉/家庭用 
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B.緑地維持 (1)抑草    

薬 剤 名 
有効成分および 

含有率(%) 
[委託者] 

作物名 ねらい 判定 判定内容 

1.NGR-1101 液 
フルルプリミドール 

:48.1% 
 
 
[日本農薬]  

カイズカイ
ブキ 

新梢伸長抑制/樹幹注入 継 継) 
・効果，薬害の確認 

マテバシイ 新梢伸長抑制/樹幹注入 
(2年目効果の確認) 

イチョウ 新梢伸長抑制/樹幹注入 
(2年目効果の確認) 

プラタナス 新梢伸長抑制/樹幹注入 
(2年目効果の確認) 

シラカシ 新梢伸長抑制/樹幹注入 
(3年目効果の確認) 

クスノキ 新梢伸長抑制/樹幹注入 
(3年目効果の確認) 

カイズカイ
ブキ 

新梢伸長抑制/樹幹注入 
(3年目効果の確認) 

モミジバフ
ウ 

新梢伸長抑制/樹幹注入 
(3年目効果の確認) 

2.SL-950 乳 
ニコスルフロン:4% 
 
 
[石原産業 
*石原バイオサイエンス] 

緑地管理 草丈抑制による刈り込み軽減効果 
(年次変動の確認) 

実・継
 
従 
来 
ど 
お 
り 

実)[多年生雑草:草丈抑制による刈取軽減]
・生育期または刈取後再生期(草丈30cm以下)
・0.1～0.15mL<100～200mL>/㎡ 
・茎葉処理 
 
注) 
・イネ科雑草優占地で使用する｡ 
 
継) 
・草種と効果の確認 

 

B.緑地維持 (2)特定植生の維持    

薬 剤 名 
有効成分および 

含有率(%) 
[委託者] 

作物名 ねらい 判定 判定内容 

1.RGH-1301顆粒水和 
ピロキサスルホン:85.0% 
 
 
[理研グリーン]  

センチピー
ドグラス 

センチピードグラス生育期/一年生/発生
前/土壌 

実・継 実)センチピードグラスの維持 
[一年生雑草] 
・センチピードグラス生育期，雑草発生前
・0.075～0.2mL<100～200mL>/㎡ 
・土壌処理 
 
継) 
・雑草発生始期処理での効果，薬害の確認
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編集後記
　暖冬傾向でしたが，ここに来て一転，全国的に荒天
が続いています。
　2月号は除草剤の効果に及ぼす土壌の影響の特集で
す。特集は，農薬の環境動態を調べる際に有用である
「土壌情報閲覧システム」および「e-土壌図」，土壌中
での分解と吸着に焦点をあてた温度との関係の解説、
全国の土壌を集めて比較した土壌吸着性についての解
説を行っています。また，黒ボク地帯である栃木県
からは，除草剤の普及指導について執筆いただきまし
た。現場からの声として，皆様方の活動のお役に立て
れば幸いです。　　　　　　　　　　　　  （編集子）

■試験成績検討会
● 平成27年度茶園関係除草剤・生育調節剤試験成績検討会

日時：平成28年3月24日（木） 13:30～15:00
　場所：植調会館3階会議室
   〒110-0016 東京都台東区台東1-26-6
   TEL 03-3832-4188
■�平成27年度植調関東支部雑草防除研究会・関東雑
草研究会合同研究会のお知らせ

　日時：平成28年3月11日（金）   9:15～16:40
　場所：文部科学省研究交流センター
　   〒305-0032 つくば市竹園 2-20-5
   TEL029-851-1331
　●9:20-12:00　関東雑草研究会講演会
　 「雑草防除における化学生態的アプローチの最前線」
　　①  「アレロケミカルなどの植物由来成分の研究は雑草

制御に役立つか」
　　　　藤井義晴(東京農工大学大学院農学研究院）
　　②  「根寄生雑草の生存戦略の化学的解明と防除への応用」
　　　　杉本幸裕(神戸大学大学院農学研究科 ）
　　③  「アレロケミカルから重力屈性阻害剤へ−有機合成化

学者の関わり方−」
　　　　新藤充(九州大学先導物質化学研究所）
　　④  「重力屈性阻害物質を利用したつるの巻き付き防止

技術の開発の試み」
　　　　藤井義晴(東京農工大学大学院農学研究院）
　●13:45-16:45  植調関東支部雑草防除研究会
　 「大豆・ムギの多収阻害要因と雑草防除」
　　①  「農水委託研究プロジェクト「多収阻害要因解明」の概要」
　　　　新良力也(中央農業総合研究センター 土壌肥料研究領域)
　　②  「農水委託研究プロジェクト「多収阻害要因解明」

の雑草関連課題」
　　　　小林浩幸(中央農業総合研究センター生産体系研究領域)
　　③  「難防除雑草侵入防止を目的とした畦畔管理技術の開発」 
　　　　井原希(中央農業総合研究センター生産体系研究領域)
　　④「大豆作における雑草一発防除技術の可能性」 
　　　　山木義賢（日本植物調節剤研究協会 研究所）
　　⑤「茨城県における大豆多収阻害要因の実態解明調査」
　　　　中村憲治(茨城県農業総合センター 農業研究所)
　　⑥  「栃木県における大豆・ムギの多収阻害要因の現状

とプロジェクト研究への取組み」
　　　　渡辺浩久（栃木県農政部 経営技術課）
　　⑦ 「麦の多収阻害要因の現状」
　　　　箕田豊尚(埼玉県農業技術研究センター）

　　⑧  「山梨県における大豆多収阻害要因の実態と課題解決
に向けた方向性」

　　　　　石井利幸(山梨県総合農業技術センター栽培部）
　　⑨  「長野県における大豆生産の実態と生産性向上への方向性」
　　　　青木政晴(長野県農業試験場 作物部）
　●17:30-19:30　情報交換会「カフェテラスカメリア」
　（つくば市吾妻一丁目 1364-1オークラフロンティアホテ
　　ルつくば本館 2F，TEL029-852-1112）
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